
 

柏崎刈羽原子力発電所 ６／７号炉 （2017.12.20版） 東海第二発電所（2018.9.18 版） 島根原子力発電所 ２号炉 備考 

補足3.1 表 耐震Ｓクラスの設計 補足第 3－1表 耐震Ｓクラスの設計 補足 3－1表 Ｓクラスの設計 

地震の影響が考えられる事象 耐震性の担保 

耐震重要施設自体の損傷 
基準地震動による地震力に対して安全機能が

損なわれるおそれがないよう設計する。(４条) 

下位クラスの損傷の影響による

耐震重要施設の損傷 

耐震重要施設が，下位クラスに属するものの波

及的影響によって，その安全機能を損なわない

ように設計する。(４条) 

地震随伴 

事象 

溢水による 

耐震重要施設の損傷 

安全施設は，発電用原子炉施設内における溢水

が発生した場合においても安全機能を損なわ

ないよう設計する。(９条) 

津波による 

耐震重要施設の損傷 

設計基準対象施設は，基準津波に対して安全機

能が損なわれるおそれがないように設計する。

(５条) 

火災による 

耐震重要施設の損傷 

設計基準対象施設は，火災により発電用原子炉

施設の安全性が損なわれないよう設計する。 

(８条) 
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補足3.2表 地震の従属事象としての適用性について 補足第 3－2表 地震の従属事象としての適用性について（1／4） 補足�3－2�表 地震の従属事象としての適用性について（１／１６） ・設備構成の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

　対象機器は，地震Ｐ

ＲＡにおいてモデル化

している機器を記載 
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補足3.2 表 地震の従属事象としての適用性について 補足第 3－2表 地震の従属事象としての適用性について（2／4） 補足 3－2表 地震の従属事象としての適用性について（２／１６） ・設備構成の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

　対象機器は，地震Ｐ

ＲＡにおいてモデル化

している機器を記載 
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補足3.2 表 地震の従属事象としての適用性について 補足第 3－2表 地震の従属事象としての適用性について（3／4） 補足�3－2�表 地震の従属事象としての適用性について（３／１６） ・設備構成の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

　対象機器は，地震Ｐ

ＲＡにおいてモデル化

している機器を記載 
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補足3.2 表 地震の従属事象としての適用性について 補足第 3－2表 地震の従属事象としての適用性について（4／4） 

※１「地震加速度大」信号によるスクラムを想定

【凡例】 

ＤＢ上のＳＳ耐震性 

○：有 ×：無

地震の従属事象としての適用の有無 

○ ： 地震の従属事象であり， 地震と組合せ評価が必要なもの。

△ ： 地震の従属事象であるが， 他の事象で代表され地震と組合せ評価が不要

なもの。

×： 地震の従属事象でないもの 

補足�3－2�表 地震の従属事象としての適用性について（４／１６） ・設備構成の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

　対象機器は，地震Ｐ

ＲＡにおいてモデル化

している機器を記載 
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補足3.2 表 地震の従属事象としての適用性について 補足 3－2表 地震の従属事象としての適用性について（５／１６） ・設備構成の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

　対象機器は，地震Ｐ

ＲＡにおいてモデル化

している機器を記載 
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補足3.2 表 地震の従属事象としての適用性について 補足�3－2�表 地震の従属事象としての適用性について（６／１６） ・設備構成の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

　対象機器は，地震Ｐ

ＲＡにおいてモデル化

している機器を記載 
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補足�3－2�表 地震の従属事象としての適用性について（７／１６） ・設備構成の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

　対象機器は，地震Ｐ

ＲＡにおいてモデル化

している機器を記載 
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補足�3－2�表 地震の従属事象としての適用性について（８／１６） ・設備構成の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

　対象機器は，地震Ｐ

ＲＡにおいてモデル化

している機器を記載 
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補足�3－2�表 地震の従属事象としての適用性について（９／１６） ・設備構成の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

　対象機器は，地震Ｐ

ＲＡにおいてモデル化

している機器を記載 
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補足�3－2�表 地震の従属事象としての適用性について 

（１０／１６） 

・設備構成の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

　対象機器は，地震Ｐ

ＲＡにおいてモデル化

している機器を記載 
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補足�3－2�表 地震の従属事象としての適用性について 

（１１／１６） 

・設備構成の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

　対象機器は，地震Ｐ

ＲＡにおいてモデル化

している機器を記載 
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補足�3－2�表 地震の従属事象としての適用性について 

（１２／１６） 

・設備構成の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

　対象機器は，地震Ｐ

ＲＡにおいてモデル化

している機器を記載 
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補足�3－2�表 地震の従属事象としての適用性について 

（１３／１６） 

・設備構成の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

　対象機器は，地震Ｐ

ＲＡにおいてモデル化

している機器を記載 
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補足 3－2表 地震の従属事象としての適用性について 

（１４／１６） 

・設備構成の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

　対象機器は，地震Ｐ

ＲＡにおいてモデル化

している機器を記載 
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補足�3－2�表 地震の従属事象としての適用性について 

（１５／１６） 

・設備構成の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

　対象機器は，地震Ｐ

ＲＡにおいてモデル化

している機器を記載 
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補足�3－2�表 地震の従属事象としての適用性について 

（１６／１６） 

・設備構成の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

　対象機器は，地震Ｐ

ＲＡにおいてモデル化

している機器を記載 
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3. 確率論的な考察

2.のとおり，ＳＡ施設の耐震設計の荷重の組合せにおいて，確

定論の観点から運転状態Vは地震の独立事象として取り扱うこと

としている。 

このことについて参考のため，確率論的な観点から考察すると，

Ｓｓ相当（1209Gal※）までの地震力により炉心損傷に至る事故シ

ーケンスについて，緩和設備のランダム故障を除いた1炉心損傷頻

度（ＣＤＦ）であって，ＳＡ施設による対策の有効性の評価がＤ

Ｂ条件を超えるものの累積値は，ＳＡ施設を考慮した場合のＰＲ

Ａ評価を実施した結果，約8.2×10-8/炉年となった。 

※ 大湊側でのＳｓの最大加速度（解放基盤表面）

1 地震損傷とランダム故障の組合せによる炉心損傷シナリオにつ

いては，保守的に除かないものとした。 

補足3.3 表 ＤＢ条件を超える事故シーケンスに対するＣＤＦ 

性能目標のＣＤＦ（10-4/炉年）に対して1%を下回る頻度の事象

は，目標に対して影響がないといえるくらい小さい値と見なすこ

とができ，8.2×10-8/炉年はこれを大きく下回り，Ｓｓ相当までの

３．確率論的な考察 

２．のとおり，ＳＡ施設の耐震設計の荷重の組合せにおいて，

確定論の観点から運転状態Ｖは地震の独立事象として取り扱うこ

ととしている。 

このことについて，参考のため確率論的な観点から考察すると，

Ｓｓ相当（1.03G）までの地震力により炉心損傷に至る事故シーケ

ンスについて，緩和設備のランダム故障を除いた※１炉心損傷頻度

（ＣＤＦ）であって，ＳＡ施設による対策の有効性の評価がＤＢ

条件を超えるものの累積値は，一部のＳＡ施設を考慮した場合の

ＰＲＡを実施した結果，約 3.7×10－７／炉年となった。 

※１地震損傷とランダム故障の組合せによる炉心損傷シナリオ

については，保守的に除かないものとした。 

補足第 3－3表 ＤＢ条件を超える事故シーケンスに対するＣＤＦ 

性能目標のＣＤＦ（10－４／炉年）に対して 1％を下回る頻度の

事象は，目標に対して影響がないといえるくらい小さい値と見な

すことができ，3.7×10－７／炉年はこれを下回り，Ｓｓ相当まで

3. 確率論的な考察

2.のとおり，ＳＡ施設の耐震設計の荷重の組合せにおいて，確

定論の観点から運転状態Ｖは地震の独立事象として取り扱うこと

としている。 

このことについて参考のため，確率論的な観点から考察すると，

Ｓｓ相当（820gal）までの地震力により炉心損傷に至る事故シー

ケンスについて，緩和設備のランダム故障を除いた※１炉心損傷頻

度（ＣＤＦ）であって，ＳＡ施設による対策の有効性の評価がＤ

Ｂ条件を超えるものの累積値は，一部のＳＡ施設を考慮した場合

のＰＲＡ評価を実施した結果，約 1.0×10-7／炉年となった。 

※１：地震損傷とランダム故障の組合せによる炉心損傷シナリオ

については，保守的に除かないものとした。 

補足�3－3�表 ＤＢ条件を超える事故シーケンスに対するＣＤＦ 

性能目標のＣＤＦ（10-4／炉年）に対して１％を下回る頻度の事

象は，目標に対して影響がないといえるくらい小さい値と見なす

ことができ，1.0×10-7／炉年はこれを大きく下回り，Ｓｓ相当ま

・地震動の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

・地震動の相違

【柏崎 6/7】 

　柏崎サイトでは，大

湊側，荒浜側の２種類

のＳｓを評価している

ため，対象となるＳｓ

を記載 

・解析結果の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

　東海第二では，保守

的に炉心損傷直結事象

を含めた結果を記載 
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地震力によりＤＢ条件を超える運転状態Vの発生確率は極めて低

いと考えられる。従って，ＳＡ施設に対する耐震設計における荷

重の組合せの検討において，運転状態Vが地震によって引き起こさ

れるおそれがないとして扱うことは妥当と考える。 

の地震力によりＤＢ条件を超える運転状態Ⅴの発生確率は極めて

低いと考えられる。したがって，ＳＡ施設に対する耐震設計にお

ける荷重の組合せの検討において，運転状態Ⅴが地震によって引

き起こされるおそれがないとして扱うことは妥当と考える。 

での地震力によりＤＢ条件を超える運転状態Ｖの発生確率は極め

て低いと考えられる。したがって，ＳＡ施設に対する耐震設計に

おける荷重の組合せの検討において，運転状態Ｖが地震によって

引き起こされるおそれがないとして扱うことは妥当と考える。 
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（参考）余震，前震を考慮した炉心損傷頻度の算出 

1 余震，前震を考慮した炉心損傷頻度の算出方法 

1.1 本震前に前震を考慮した場合の影響評価 

地震ＰＲＡにおいては，前震，本震全体を考慮した評価方法は

ないことから，1回の地震による評価を2回使用することで前震，

本震を考慮することとする。評価方法の概念図を参考1.1.1図に示

す。 

参考1.1.1 図 本震前に前震を考慮した場合の評価方法 

（参考）余震，前震を考慮した炉心損傷頻度の算出 

１ 余震，前震を考慮した炉心損傷頻度の算出方法 

1.1 本震前に前震を考慮した場合の影響評価 

地震ＰＲＡにおいては，前震，本震全体を考慮した評価方法は

ないことから，1回の地震による評価を 2回使用することで前震，

本震を考慮することとする。評価方法の概念図を参考第 1.1－1図

に示す。 

参考第 1.1－1図 本震前に前震を考慮した場合の評価方法 

（参考）余震，前震を考慮した炉心損傷頻度の算出 

1. 余震，前震を考慮した炉心損傷頻度の算出方法

1.1 本震前に前震を考慮した場合の影響評価 

地震ＰＲＡにおいては，前震，本震全体を考慮した評価方法は

ないことから，１回の地震による評価を２回使用することで前震，

本震を考慮することとする。評価方法の概念図を参考 1.1－1 図

に示す。 

参考 1.1－1図 本震前に前震を考慮した場合の評価方法 
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次に考慮すべきケースの網羅性についての検討結果を示す。 

緩和設備は冗長性を有するが，地震ＰＲＡでは冗長設備は同時

に損傷するとして評価しているため，1つの系統が機器損傷し，残

りの系統が健全となるケースは考慮せず，1つの設備が損傷する確

率で全台の当該設備が損傷に至るものとして保守的に評価してい

る。 

そのため，緩和設備の状態について考えられる全ての組合せを

抽出し，現行の地震ＰＲＡでどのように整理されるかを考慮した。

なお，以下は2つの系統で冗長化されている系統の場合について代

表して記載する（3つの系統で冗長化されている場合も同様の整理

となる）。 

前震及び前震後の本震による緩和設備の状態の組合せを次に示

す。 

〇前震による緩和設備の状態の組合せは，緩和設備の状態（ラン

ダム故障，地震による機器損傷，健全）の9通りの全ての組合せ

を考慮。 

次に考慮すべきケースの網羅性についての検討結果を示す。 

緩和設備は冗長性を有するが，地震ＰＲＡでは冗長設備は同時

に損傷するとして評価しているため，1 つの系統が機器損傷し，

残りの系統が健全となるケースは考慮せず，1 つの設備が損傷す

る確率で全台の当該設備が損傷に至るものとして保守的に評価し

ている。 

そのため，緩和設備の状態について考えられる全ての組合せを

抽出し，現行の地震ＰＲＡでどのように整理されるかを考慮した。

なお，以下は 2 つの系統で冗長化されている系統の場合について

代表して記載する（3 つの系統で冗長化されている場合も同様の

整理となる）。 

前震及び前震後の本震による緩和設備の状態の組合せを次に示

す。 

〇前震による緩和設備の状態の組合せは，緩和設備の状態（ラン

ダム故障，地震による機器損傷，健全）の 9 通りの全ての組合

せを考慮。 

次に考慮すべきケースの網羅性についての検討結果を示す。 

緩和設備は冗長性を有するが，地震ＰＲＡでは冗長設備は同時

に損傷するとして評価しているため，１つの系統が機器損傷し，

残りの系統が健全となるケースは考慮せず，１つの設備が損傷す

る確率で全台の当該設備が損傷に至るものとして保守的に評価し

ている。 

そのため，緩和設備の状態について考えられる全ての組合せを

抽出し，現行の地震ＰＲＡでどのように整理されるかを考慮した。

なお，以下は２つの系統で冗長化されている系統の場合について

代表して記載する（３つの系統で冗長化されている場合も同様の

整理となる）。 

前震及び前震後の本震による緩和設備の状態の組合せを次に示

す。 

○前震による緩和設備の状態の組合せは，緩和設備の状態（ラン

ダム故障，地震による機器損傷，健全）の９通りの全ての組合

せを考慮。
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〇冗長設備は同時に損傷するとして評価するため，「ランダム故障

と地震による機器損傷」「片方の系統のみ地震により機器損傷」

のケースについては，「両方の系統とも地震により損傷」として

整理。 

〇緩和設備が「両方の系統ともランダム故障」のケースはランダ

ム故障として整理

〇前震後の本震による緩和設備の状態の組合せは，前震後に健全

な系統の緩和設備が本震により損傷するか否かの組合せであ

り，８通り全ての組合せを想定。 

〇ランダム故障は前震側で考慮しているため，前震と前震後の本

震による緩和設備の状態の組合せについては，「両方の系統とも

ランダム故障」となる組合せを除き，前震とその後の本震で同

じ組合せとなった。 

〇そのため，地震規模を同程度とすると，地震により機器が損傷

する確率は前震と本震で同程度となる。 

1.2 本震後の余震を考慮した場合の影響について 

地震ＰＲＡにおいては，本震，余震全体を考慮した計算方法は

ないことから，「本震前に前震を考慮した場合」と同様に1回の地

震による評価を2回用いることで本震，余震を考慮することとし，

影響の検討を行う。 

また，想定する地震規模として，本震及び余震の地震加速度を

120Galから1209Galの全ての地震による影響を考慮して組み合わ

せる場合，「(4)本震前に前震を考慮した場合の影響」においても

前震及び本震の地震加速度を120Galから1209Galの全ての地震に

よる影響を考慮して組み合わせていることを踏まえると，前震を

本震に，本震を余震に読み替えることで同じ影響を評価すること

となる。 

以上より本震，余震による炉心損傷頻度は， 

A/炉年 ＋ B/炉年 ＋ B/炉年 

で算出される 

2 余震，前震を考慮した炉心損傷頻度の算出結果 

2.1 Ｓｓ相当までの本震による全炉心損傷頻度の累積の算出結果 

地震ＰＲＡにおいては，本震による影響のみを評価しているが，

算出したＳｓ相当(1209Gal)までの本震による全炉心損傷頻度は

120Gal※からＳｓ相当である1209Galまでの地震による影響を累積

した評価であり，緩和設備のランダム故障が重畳することで炉心

〇冗長設備は同時に損傷するとして評価するため，「ランダム故障

と地震による機器損傷」「片方の系統のみ地震により機器損傷」

のケースについては，「両方の系統とも地震により損傷」として

整理。 

〇緩和設備が「両方の系統ともランダム故障」のケースはランダ

ム故障として整理。

〇前震後の本震による緩和設備の状態の組合せは，前震後に健全

な系統の緩和設備が本震により損傷するか否かの組合せであ

り，8通り全ての組合せを想定。 

〇ランダム故障は前震側で考慮しているため，前震と前震後の本

震による緩和設備の状態の組合せについては，「両方の系統とも

ランダム故障」となる組合せを除き，前震とその後の本震で同

じ組合せとなった。 

〇そのため，地震規模を同程度とすると，地震により機器が損傷

する確率は前震と本震で同程度となる。 

1.2 本震後の余震を考慮した場合の影響について 

地震ＰＲＡにおいては，本震，余震全体を考慮した計算方法は

ないことから，「本震前に前震を考慮した場合」と同様に 1回の地

震による評価を 2回用いることで本震，余震を考慮することとし，

影響の検討を行う。 

また，想定する地震規模として，本震及び余震の地震加速度を

0.16G から 1.03G の全ての地震による影響を考慮して組み合わせ

る場合，「1.1本震前に前震を考慮した場合の影響評価」において

も前震及び本震の地震加速度を 0.16G から 1.03G の全ての地震に

よる影響を考慮して組み合わせていることを踏まえると，前震を

本震に，本震を余震に読み替えることで同じ影響を評価すること

となる。 

以上より本震，余震による炉心損傷頻度は，次式で算出される。 

Ａ／炉年＋ Ｂ／炉年＋ Ｂ／炉年 

2 余震，前震を考慮した炉心損傷頻度の算出結果 

2.1 Ｓｓ相当までの本震による全炉心損傷頻度の累積の算出結果 

地震ＰＲＡにおいては，本震による影響のみを評価しているが

算出したＳｓ相当(1.03G)までの本震による全炉心損傷頻度は

0.16G からＳｓ相当である 1.03G までの地震による影響を累積し

た評価であり，緩和設備のランダム故障が重畳することで炉心損

○冗長設備は同時に損傷するとして評価するため，「ランダム故障

と地震による機器損傷」「片方の系統のみ地震により機器損傷」

のケースについては，「両方の系統とも地震により損傷」として

整理。

○緩和設備が「両方の系統ともランダム故障」のケースはランダ

ム故障として整理。

○前震後の本震による緩和設備の状態の組合せは，前震後に健全

な系統の緩和設備が本震により損傷するか否かの組合せであ

り，８通り全ての組合せを想定。

○ランダム故障は前震側で考慮しているため，前震と前震後の本

震による緩和設備の状態の組合せについては，「両方の系統とも

ランダム故障」となる組合せを除き，前震とその後の本震で同

じ組合せとなった。 

○そのため，地震規模を同程度とすると，地震により機器が損傷

する確率は前震と本震で同程度となる。

1.2 本震後の余震を考慮した場合の影響について 

地震ＰＲＡにおいては，本震，余震全体を考慮した計算方法は

ないことから，「本震前に前震を考慮した場合」と同様に１回の地

震による評価を２回用いることで本震，余震を考慮することとし，

影響の検討を行う。 

また，想定する地震規模として，本震及び余震の地震加速度を

0gal から 820gal の全ての地震による影響を考慮して組み合わせ

る場合，「1.1 本震前に前震を考慮した場合の影響評価」において

も前震及び本震の地震加速度を 0gal から 820gal の全ての地震

による影響を考慮して組み合わせていることを踏まえると，前震

を本震に，本震を余震に読み替えることで同じ影響を評価するこ

ととなる。 

以上より，本震，余震による炉心損傷頻度は， 

Ａ／炉年＋ Ｂ／炉年＋ Ｂ／炉年 

で算出される。 

2. 余震，前震を考慮した炉心損傷頻度の算出結果

2.1 Ｓｓ相当までの本震による全炉心損傷頻度の累積の算出結果

地震ＰＲＡにおいては，本震による影響のみを評価しているが， 

算出したＳｓ相当（820gal）までの本震による全炉心損傷頻度は

0gal からＳｓ相当である 820gal までの地震による影響を累積し

た評価であり，緩和設備のランダム故障が重畳することで炉心損

・地震動の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

　島根２号炉では，地

震加速度の下限を�

0galとして外部電源喪

失の発生を評価してい

る。以降，同様な相違

については記載省略 

・地震動の相違

【柏崎 6/7，東海第二】
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損傷に至るケースが含まれている。 

Ｓｓ相当までの本震による全炉心損傷頻度の累積は約1.2×

10-7/炉年であり，そのうち緩和設備のランダム故障によるものが

約2.5×10-8/炉年，緩和設備の地震による損傷によるものが約9.5

×10-8/炉年である。 

※地震PRAの評価対象範囲の地震加速度（解放基盤表面におけ

る）の下限値。 

2.2 余震，前震を考慮した炉心損傷頻度の算出結果 

2.1項の算出結果を用い，1.2項及び1.3項の算出式で，評価を行

った。 

A/炉年＋ B/炉年＋ B/炉年 

＝約2.5×10-8/炉年＋ 約9.5×10-8/炉年＋ 約9.5×10-8/炉年 

＝約2.2×10-7/炉年 

以上の算出結果から，余震，前震を考慮した炉心損傷頻度は約

2.2×10-7/炉年と非常に低い値となる。 

傷に至るケースが含まれている。 

Ｓｓ相当までの本震による全炉心損傷頻度の累積は約 4.1×10-

７／炉年であり，そのうち緩和設備のランダム故障によるものが約

3.5×10－８／炉年，緩和設備の地震による損傷によるものが約 3.7

×10－７／炉年である。 

2.2 余震，前震を考慮した炉心損傷頻度の算出結果 

2.1 項の算出結果を用い，1.2 項及び 1.3 項の算出式で，評価

を行った。 

Ａ／炉年＋ Ｂ／炉年＋ Ｂ／炉年 

＝約 3.5×10－８／炉年＋ 約 3.7×10－７／炉年＋ 約 3.7×10－７／

炉年 

＝約 7.8×10－７／炉年 

以上の算出結果から，余震，前震を考慮した炉心損傷頻度は約

7.8×10－７／炉年と非常に低い値となる。 

傷に至るケースが含まれている。 

Ｓｓ相当までの本震による全炉心損傷頻度の累積は約

3.3×10-7／炉年であり，そのうち緩和設備のランダム故障による

ものが約 5.5×10-9／炉年，緩和設備の地震による損傷によるもの

が約 3.3×10-7／炉年である。 

2.2 余震，前震を考慮した炉心損傷頻度の算出結果 

2.1 項の算出結果を用い，1.1項及び 1.2項の算出式で評価を

行った。 

Ａ／炉年＋ Ｂ／炉年＋ Ｂ／炉年 

＝約 5.5×10-9／炉年＋ 約 3.3×10-7／炉年＋ 約 3.3×10-7／炉年 

＝約 6.6×10-7／炉年 

以上の算出結果から，余震，前震を考慮した炉心損傷頻度は約

6.6×10-7／炉年と非常に低い値となる 
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（補足4） ＤＢＡによる履歴を考慮しなくてよい理由 

6.1～6.4項において，運転状態Ⅰ～ⅣとＳｓの組合せにおいて

適用するとした許容応力状態ⅣASの適用性について，以下のとお

り検討した。 

JEAG4601に記載されるⅣASは，材料の塑性域にわずかに入るこ

とを許容した許容応力状態であり，ⅣASにおける許容応力は，設

計引張強さSu又は設計降伏点Syに一定の係数を乗じて設定するも

のである。 

例として，クラス1容器及びクラスＭＣ容器の許容応力を補足

4.1表及び補足4.2表に，応力－ひずみ線図と許容応力の関係を補

足4.1図にそれぞれ示す。 

補足4.1表，4.2表及び補足4.1図より，ⅣASは，破断延性限界に

対して十分な余裕を有し，Ｓｓに対する安全機能を損なうおそれ

のない要件を十分満足できるものである。 

補足4.1表 クラス1容器の許容応力 

補足4.2表 クラスＭＣ容器の許容応力 

補足4.1図 応力－ひずみ線図と許容応力の関係 

（補足 4）ＤＢＡによる履歴を考慮しなくてよい理由 

6.1 から 6.4 項において，運転状態ⅠからⅣとＳＳの組合せに

おいて適用するとした許容応力状態ⅣAS の適用性について， 以下

のとおり検討した。 

JEAG4601に規定されるⅣASは，材料の塑性域にわずかに入るこ

とを許容した許容応力状態であり，ⅣAS における許容応力は， 設

計引張強さ Su 又は設計降伏点 Sy に一定の係数を乗じて設定する

ものである。 

例として，クラス 1容器及びクラス MC 容器の許容応力を補足第

4－1 表及び補足第 4－2 表に，応力－ひずみ線図と許容応力の関

係を補足第 4.1図にそれぞれ示す。 

補足第 4－1表，補足第 4－2表及び補足第 4－1図より，ⅣASは，

破断延性限界に対して十分な余裕を有し，ＳＳに対する安全機能

を損なうおそれのない用件を十分満足できるものである。 

補足第 4－1表 クラス１容器の許容応力 

補足第 4－2表 クラス MC容器の許容応力 

（注）：αは純曲げによる全断面降伏荷重と初期降伏荷重の比又は

1.5のいずれか小さいほうの値とする。 

補足第 4－1図 応力－ひずみ線図と許容応力の関係 

補足４ 

ＤＢＡによる履歴を考慮しなくてよい理由 

6.1～6.4 項において，運転状態Ⅰ～ⅣとＳｓの組合せにおいて

適用するとした許容応力状態ⅣＡS の適用性について，以下のとお

り検討した。 

ＪＥＡＧ４６０１に規定されるⅣＡS は，材料の塑性域にわずか

に入ることを許容した許容応力状態であり，ⅣAS における許容応

力は，設計引張強さＳｕ又は設計降伏点Ｓｙに一定の係数を乗じ

て設定するものである。 

例として，クラス 1 容器及びクラスＭＣ容器の許容応力を補足

4－1 表及び補足 4－2 表に，応力－ひずみ線図と許容応力の関係

を補足 4－1 図にそれぞれ示す。 

補足 4－1 表，補足 4－2 表及び補足 4－1 図より，ⅣAS は，破

断延性限界に対して十分な余裕を有し，Ｓｓに対する安全機能を

損なうおそれのない用件を十分満足できるものである。 

補足 4－1表 クラス１容器の許容応力 

補足 4－2表 クラスＭＣ容器の許容応力 

(注)：α は純曲げによる全断面降伏荷重と初期降伏荷重の比又は

1.5のいずれか小さいほうの値とする。 

補足 4－1図 応力－ひずみ線図と許容応力の関係 
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次に，ⅣAS相当の応力を生じさせる荷重が繰り返し作用した場

合の耐震性への影響について，発生応力（一次応力）がSyを超え

る場合に生じるひずみ履歴（イメージ図）を補足4.2図に示し，以

下のとおり検討する。 

(1) ⅣASは，材料の塑性域にわずかに入ることを許容した許容応

力状態である。 

(2) 発生応力が設計降伏点Sy以下なら残留ひずみは生じない。（0

→a→0）

(3) 発生応力SF(荷重Fによる応力)がSyを超える場合は，除荷後に

残留ひずみεが生じる。（0→a→b→c）

(4) 2回目以降，荷重Fと同等の荷重が生じた場合，1回目と同様の

弾性的挙動を示し，SFが発生する。(c→b)

(5) (1)により，ⅣAS相当の応力に対して，材料はわずかに塑性域

に入る程度であり，ⅣAS相当の応力を生じる荷重が生じた場

合，(3)と同様の挙動を示す。

(6) 2回目以降，同様の荷重が発生したとしても，(4)の挙動を示

すことから，耐震設計においてⅣASを許容応力状態として適用

することにより耐震性は確保される。

補足4.2図 降伏点を越える場合のひずみ履歴イメージ(一次応力) 

次に，ⅣAS 相当の応力を生じさせる荷重が繰り返し作用した場

合の耐震性への影響について，発生応力（一次応力）が Syを超え

る場合に生じるひずみ履歴（イメージ図）を補足第 4－2図に示し，

以下のとおり検討する。 

(1)ⅣASは，材料の塑性域にわずかに入ることを許容した許容応力

状態である。 

(2)発生応力が設計降伏点 Sy 以下なら残留ひずみは生じない。（0

→a→0）

(3)発生応力 SF(荷重 F による応力)が Sy を超える場合は，除荷後

に残留ひずみεrが生じる。（0→a→b→c）

(4)2 回目以降，荷重 F と同等の荷重が生じた場合，1 回目と同様

の弾性的挙動を示し，SFが発生する。(c→b)

(5) (1)により，ⅣAS相当の応力に対して，材料はわずかに塑性域

に入る程度であり，ⅣAS相当の応力を生じる荷重が生じた場合，

(3)と同様の挙動を示す。

(6)2 回目以降，同様の荷重が発生したとしても，(4)の挙動を示

すことから， 耐震設計においてⅣASを許容応力状態として適用

することにより耐震性は確保される。

補足第 4－2図 降伏点を越える場合のひずみ履歴イメージ(一次

応力) 

次に，ⅣAS 相当の応力を生じさせる荷重が繰り返し作用した

場合の耐震性への影響について，発生応力(一次応力)がＳｙを超

える場合に生じるひずみ履歴(イメージ図)を補足 4－2 図に示

し，以下のとおり検討する。 

(1) ⅣAS は，材料の塑性域にわずかに入ることを許容した許容応

力状態である。

(2) 発生応力が設計降伏点Ｓｙ以下なら残留ひずみは生じない。

(０→ａ→０)

(3) 発生応力ＳＦ(荷重Ｆによる応力)がＳｙを超える場合は，除荷

後に残留ひずみ ε が生じる。(０→ａ→ｂ→ｃ)

(4) ２回目以降，荷重Ｆと同等の荷重が生じた場合，１回目と同

様の弾性的挙動を示し，ＳＦが発生する。(ｃ→ｂ)

(5) (1)により，ⅣAS 相当の応力に対して，材料はわずかに塑性

域に入る程度であり，ⅣAS 相当の応力を生じる荷重が生じた

場合，(3)と同様の挙動を示す。

(6) ２回目以降，同様の荷重が発生したとしても，(4)の挙動を示

すことから，耐震設計においてⅣAS を許容応力状態として適

用することにより耐震性は確保される。

補足 4－2図 降伏点を越える場合のひずみ履歴イメージ(一次応

力) 
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添付資料 

添付資料－1.重大事故シーケンスにおける主要な重大事故等対処

施設 

添付資料－2.地震動の年超過確率 

添付資料－3.事故時荷重の組合せの選定における検討の流れ 

添付資料－4.建物・構築物のＳＡ施設としての設計の考え方 

添付資料－5.対象設備，事故シーケンス，荷重条件の網羅性につ

いて 

添付資料－6.継続時間の検討における対象荷重の網羅性について 

添付資料－7.荷重の組合せ表 

添付資料－8.重大事故時の荷重条件の妥当性について 

添付資料－9.ＡＢＷＲにおける運転状態Ⅴ(LL)の適切性について 

添付資料－10.荷重条件として組合せるシナリオの選定及びその

荷重条件の保守性について 

添付資料 

1. 重大事故シーケンスにおける主要な重大事故等対処施設

2. 地震動の超過確率

3. 事故時荷重の組合せの選定における検討の流れ

4. 建物・構築物のＳＡ 施設としての設計の考え方

5. 対象設備，事故シーケンス，荷重条件の網羅性

6. 継続時間の検討における対象荷重の網羅性について

7. 荷重の組合せ表

8. 重大事故時の荷重条件の妥当性について

9. 東海第二発電所における運転状態Ｖ(LL)の適切性について

10.荷重条件として組み合わせるシナリオの選定及びその荷重条

件の保守性について 

参考資料 

〔参考１〕設置許可基準規則第 39 条及び解釈（抜粋） 

〔参考２〕設置許可基準規則第４ 条及び解釈 7 

〔参考３〕設置許可基準規則第４ 条解釈の別記２（抜粋） 

〔参考４〕耐震設計に係る工認審査ガイド（抜粋） 

〔参考５〕JEAG4601（抜粋） 

〔参考６〕原子炉格納容器 評価温度・圧力負荷後の耐震性 

〔参考７〕「重大事故に至るおそれがある事故」に関する補足説明 

〔参考８〕重大事故等発生後の長期安定冷却手段について 

添付資料 

1. 重大事故シーケンスにおける主要な重大事故等対処施設

2. 地震動の年超過確率

3. 事故時荷重の組合せの選定における検討の流れ

4. 建物・構築物のＳＡ施設としての設計の考え方

5. 対象設備，事故シーケンス，荷重条件の網羅性について

6. 継続時間の検討における対象荷重の網羅性について

7. 荷重の組合せ表

8. 重大事故時の荷重条件等の妥当性について

9. 島根原子力発電所２号炉における運転状態Ｖ（ＬＬ）の適切

性について 

10. 荷重条件として組み合わせるシナリオの選定及びその荷重

条件の保守性について 
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添付資料－1. 重大事故シーケンスにおける主要な重大事故等対

処施設 

添付資料－1 

重大事故シーケンスにおける主要な重大事故等対処施設 

添付資料１ 

重大事故シーケンスにおける主要な重大事故等対処施設 ・設備構成の相違

【柏崎 6/7，東海第二】
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・設備構成の相違
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・設備構成の相違
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添付資料－2. 地震動の年超過確率 

添付資料ー２ 

地震動の超過確率 

添付資料２ 

地震動の年超過確率 
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添付 2－1図 弾性設計用地震動Ｓｄの応答スペクトルと一様 

ハザードスペクトル（水平方向）

・地震動の相違

【柏崎�6/7，東海第二】 

立地地点における地
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添付 2－2図 弾性設計用地震動Ｓｄの応答スペクトルと一様ハザ

ードスペクトル 

（鉛直方向） 

・地震動の相違

【柏崎�6/7，東海第二】 
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添付 2－3図 弾性設計用地震動Ｓｄの応答スペクトルと一様ハザ

ードスペクトル 

（水平方向） 
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添付 2－4図 弾性設計用地震動Ｓｄの応答スペクトルと一様ハザ

ードスペクトル 

（鉛直方向） 
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添付 2－5図 基準地震動ＳＳの応答スペクトルと一様ハザードス

ペクトル 

（水平方向） 
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添付 2－6図 基準地震動ＳＳの応答スペクトルと一様ハザードス

ペクトル 

（鉛直方向） 
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添付 2－7図 基準地震動ＳＳの応答スペクトルと一様ハザードス

ペクトル 

（水平方向） 
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添付 2－8図 基準地震動ＳＳの応答スペクトルと一様ハザードス

ペクトル 

（鉛直方向） 
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添付資料－3. 事故時荷重の組合せの選定における検討の流れ 

（備考）重大事故防止設備（設計基準拡張）は，設計基準事故対

処設備として設定されている耐震重要度分類のクラスに

従った耐震評価を実施する。 

添付資料－３ 

事故時荷重の組合せの選定における検討の流れ 

添付資料３ 

事故時荷重の組合せの選定における検討の流れ 

（備考）重大事故防止設備（設計基準拡張）は，設計基準事故対

処設備として設定されている耐震重要度分類のクラスに

従った耐震評価を実施する。 

独立事象 

従属事象 

ＳＡ荷重と地震の組合せの検討の流れについて 

・ＳＡ施設の耐震性に対する考え方 １．

・規制基準における要求事項 ２． 

前提条件 

常設耐震重要重大事故防止設備 

又は，常設重大事故緩和設備 

組み合わせる事象は地震の 

従属事象か，独立事象か？ 

（確定論的な考え方を踏まえ，確
率論的な考察も踏まえて設定） 

当該事象の発生確率，継続時間及び

地震動の年超過確率の関係を踏ま

え，事象による荷重とＳｓ，Ｓｄい

ずれか適切な地震力と組み合わせて

評価する。（※１） 

当該事象による荷重とＳｓに

よる地震力を組み合わせて評

価する。（※２） 

次項で，施設
ごとの検討
内容を説明 

組み合わせるべき荷重に対する発生値と許容値を比較する。その際に用い

る許容限界としては，以下のとおり。 

運転状態Ⅰ～Ⅳと地震の組合せについては，ＤＢと同じ許容限界とし，Ｓ

Ａ（運転状態Ⅴ）と地震の組合せについては，ＳＡ施設として求められる

機能を維持する観点で，許容応力状態を設定し，具体的な許容限界は，島

根２号炉では，ＤＢの規定と同じ許容限界を適用する。 

3. (2),

(3) 

3. (1)

：設計方針 

：方針に基づく検討プロセス 

：方針に基づく検討結果 

青：本資料本文での記載箇所 

〈基本全体フロー〉 

※１：確定論的な考え方，確率論的な考察を踏まえ，ＳＡ等は地震独立事象として取り扱う

※２：確定論的な考え方，確率論的な考察を踏まえ，ＳＡ等は地震独立事象として取り扱う

ことから，従属事象としては考慮しない

5.1 
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添付資料－4. 建物・構築物のSA 施設としての設計の考え方 

4項(2)では建物・構築物を全般施設に分類しており，全般施設

はSA条件を考慮した設計荷重とSsによる地震力を組み合わせるこ

ととしている。これは，建物・構築物のDB施設としての設計の考

え方が，機器・配管系のそれと同じであり，SA施設としての設計

については，建物・構築物，機器・配管系ともにDB施設としての

設計の考え方を踏まえることを基本方針としているからである。 

以下では，建物・構築物のSA施設としての設計の考え方につい

て，DB施設としての設計の考え方も踏まえ，本文の各項ごとに説

明する。 

(1) 対象施設とその施設分類（3項(1)に対する考え方）

『重大事故等対象設備について（補足説明資料） 「39条 地震

による損傷の防止 添付資料－１重大事故等対処施設の網羅的な

整理について」』より抽出したSA施設の建物・構築物を表１に示す。

補機冷却用海水取水路及び補機冷却用海水取水槽を除く12施設

は，基準地震動による地震力に対して機能維持が求められている

「常設耐震重要重大事故防止設備」，「常設重大事故緩和設備」の

いずれかに該当するため，荷重の組合せ検討の対象施設である。 

なお，「常設重大事故防止設備（設計基準拡張）」兼「常設重大事

故緩和設備（設計基準拡張）」である補機冷却用海水取水路及び補

機冷却用海水取水槽についても，Ss機能維持設計であることから，

「常設耐震重要重大事故防止設備」及び「常設重大事故緩和設備」

と同等のものとして取り扱う。 

添付資料－４ 

建物・構築物のＳＡ施設としての設計の考え方 

4 項(2)では建物・構築物を全般施設に分類しており，全般施設

はＳＡ条件を考慮した設計荷重とＳｓによる地震力を組み合わせ

ることとしている。これは，建物・構築物のＤＢ施設としての設

計の考え方が，機器・配管系のそれと同じであり，ＳＡ施設とし

ての設計については，建物・構築物，機器・配管系ともにＤＢ施

設としての設計の考え方を踏まえることを基本方針としているか

らである。 

以下では，建物・構築物のＳＡ施設としての設計の考え方につ

いて，ＤＢ施設としての設計の考え方も踏まえ，本文の各項毎に

説明する。 

(1) 対象施設とその施設分類（3 項(1)に対する考え方）

『重大事故等対象設備について（補足説明資料）「39 条地震に

よる損傷の防止添付資料－1 重大事故等対処施設の網羅的な整理

について」』より抽出したＳＡ施設の建物・構築物を表 1 に示す。

これら 13 施設は，基準地震動Ｓｓによる地震力に対して機能維

持が求められている「常設耐震重要重大事故防止設備」，「常設重

大事故緩和設備」のいずれかに該当するため，荷重の組合せ検討

の対象施設である。 

添付資料４ 

建物・構築物のＳＡ施設としての設計の考え方 

4 項(2)では建物・構築物を全般施設に分類しており，全般施設

はＳＡ条件を考慮した設計荷重とＳｓによる地震力を組み合わせ

ることとしている。これは，建物・構築物のＤＢ施設としての設

計の考え方が，機器・配管系のそれと同じであり，ＳＡ施設とし

ての設計については，建物・構築物，機器・配管系ともにＤＢ施

設としての設計の考え方を踏まえることを基本方針としているか

らである。 

以下では，建物・構築物のＳＡ施設としての設計の考え方につ

いて，ＤＢ施設としての設計の考え方も踏まえ，本文の各項毎に

説明する。 

(1)�対象施設とその施設分類(3 項(1)に対する考え方)

『重大事故等対象設備について（補足説明資料）「39 条地震に

よる損傷の防止添付資料－1 重大事故等対処施設の網羅的な整理

について」』より抽出したＳＡ施設の建物・構築物を表�1 に示す。

これら�12施設は，Ｓｓによる地震力に対して機能維持が求められ

ている「常設耐震重要重大事故防止設備」，「常設重大事故緩和設

備」のいずれかに該当するため，荷重の組合せ検討の対象施設で

ある。 

・施設構成の相違

【柏崎�6/7，東海第二】 

 島根２は柏崎�6/7�及

び東海第二と施設構成

が異なる 

・施設構成の相違

【柏崎�6/7】 

 島根２は柏崎�6/7�と

施設構成が異なる 
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表1 SA施設（建物・構築物）の施設分類 表 1 ＳＡ施設（建物・構築物）の施設分類 表 1 ＳＡ施設（建物・構築物）の施設分類 

・施設構成の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

島根２は柏崎 6/7 及

び東海第二と施設構成

が異なる 

ＳＡ施設 

（建物・構築物） 

常設耐震重要 

重大事故防止設備 

常設耐震重要 

重大事故防止設備 

以外の常設重大 

事故防止設備 

常設重大事故 

緩和設備 

燃料プール ○ ― ○ 

低圧原子炉代替注

水槽 
○ ― ○ 

第１ベントフィル

タ格納槽遮蔽
○ ― ○ 

配管遮蔽 ○ ― ○ 

中央制御室遮蔽 ○ ― ○ 

緊急時対策所遮蔽 ― ― ○ 

取水槽 ― ○ ○ 

取水管 ― ○ ○ 

取水口 ― ○ ○ 

原子炉建物原子炉

棟 
― ― ○ 

非常用ガス処理系

排気管 
― ― ○ 

緊急時対策所用燃

料地下タンク 
○ ― ○ 
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(2) DB施設としての設計の考え方

(a) 新規制基準における要求事項

「実用発電用原子炉及びその附属施設の位置，構造及び設備の

基準に関する規則」の第4条（地震による損傷の防止）には，建物・

構築物，機器・配管系の区分なく，次の事項が規定されている。 

・ 設計基準対象施設は，地震力に十分に耐えることができるもの

でなければならない。

・ 耐震重要施設は，その供用中に当該耐震重要施設に大きな影響

を及ぼすおそれのある地震による加速度によって作用する地

震力（以下「基準地震動による地震力」という。）に対して安

全機能が損なわれるおそれがないものでなければならない。

(b) JEAG4601の記載内容（2.3項に対する考え方）

上記の規制要求を踏まえ，JEAG4601-1987において，建物・構築

物に関する荷重の組合せと許容限界については，以下のように記

載されている。 

【荷重の組合せ】 

・ 地震力と常時作用している荷重，運転時（通常運転時，運転時

の異常な過渡変化時）に施設に作用する荷重を組み合わせる。 

・ 常時作用している荷重，及び事故時の状態で施設に作用する荷

重のうち長時間その作用が続く荷重と基準地震動S1による荷

重を組み合わせる。

【許容限界】 

・ 基準地震動S1による地震力との組合せに対する許容限界

安全上適切と認められる規格及び基準による許容応力度を許

容限界とする。ただし，事故時の荷重と組み合わせる場合には，

次項による許容限界を適用する。

・ 基準地震動S2による地震力との組合せに対する許容限界

建物・構築物が構造物全体として十分変形能力（ねばり）の余

裕を有し，終局耐力に対して安全余裕をもたせることとする。 

ここで，JEAG4601-1987における建物・構築物の荷重の組合せは，

2.3項に示す機器・配管系の荷重の組合せと同じ考え方に基づいて

設定された結果として記載されているものである。 

(2) ＤＢ施設としての設計の考え方

ａ．新規制基準における要求事項 

「実用発電用原子炉及びその附属施設の位置，構造及び設備の

基準に関する規則」の第 4 条（地震による損傷の防止）には，建

物・構築物，機器・配管系の区分なく，次の事項が規定されてい

る。 

・設計基準対象施設は，地震力に十分に耐えることができるもの

でなければならない。

・耐震重要施設は，その供用中に当該耐震重要施設に大きな影響

を及ぼすおそれのある地震による加速度によって作用する地震

力（以下「基準地震動による地震力」という。）に対して安全機

能が損なわれるおそれがないものでなければならない。

ｂ．JEAG4601 の規定内容（2.3 項に対する考え方） 

上記の規制要求を踏まえ，JEAG4601-1987 において，建物・構

築物に関する荷重の組合せと許容限界については，以下のように

規定されている。 

【荷重の組合せ】 

・地震力と常時作用している荷重，運転時（通常運転時，運転時

の異常な過渡変化時）に施設に作用する荷重とを組合せる。

・常時作用している荷重，及び事故時の状態で施設に作用する荷

重のうち長時間その作用が続く荷重と基準地震動Ｓ1 による荷

重を組合せる。

【許容限界】 

・基準地震動Ｓ1による地震力との組合せに対する許容限界

安全上適切と認められる規格及び基準による許容応力度を許容

限界とする。ただし，事故時の荷重と組合せる場合には，次項

による許容限界を適用する。

・基準地震動Ｓ２による地震力との組合せに対する許容限界

建物・構築物が構造物全体として十分変形能力（ねばり）の余

裕を有し，終局耐力に対して安全余裕をもたせることとする。

ここで，JEAG4601-1987 における建物・構築物の荷重の組合せ

は，2.3 項に示す機器・配管系の荷重の組合せと同じ考え方に基

づいて設定された結果として規定されているものである。 

(2) ＤＢ施設としての設計の考え方

(a) 新規制基準における要求事項

「実用発電用原子炉及びその附属施設の位置，構造及び設備の

基準に関する規則」の第４条(地震による損傷の防止)には，建物・

構築物，機器・配管系の区分なく，次の事項が規定されている。 

・設計基準対象施設は、地震力に十分に耐えることができるもの

でなければならない。

・耐震重要施設は、その供用中に当該耐震重要施設に大きな影響

を及ぼすおそれのある地震による加速度によって作用する地震

力(以下「基準地震動による地震力」という。)に対して安全機

能が損なわれるおそれがないものでなければならない。

(b) ＪＥＡＧ４６０１の規定内容(2.3 項に対する考え方)

上記の規制要求を踏まえ，ＪＥＡＧ４６０１－1987 において，

建物・構築物に関する荷重の組合せと許容限界については，以下

のように規定されている。 

【荷重の組合せ】 

・地震力と常時作用している荷重及び運転時(通常運転時，運転時

の異常な過渡変化時)に施設に作用する荷重とを組み合わせる。 

・常時作用している荷重及び事故時の状態で施設に作用する荷重

のうち長時間その作用が続く荷重と基準地震動Ｓ1による荷重

とを組み合わせる。

【許容限界】 

・基準地震動Ｓ1による地震力との組合せに対する許容限界

安全上適切と認められる規格及び基準による許容応力度を許容

限界とする。ただし，事故時の荷重と組み合わせる場合には，

次項による許容限界を適用する。

・基準地震動Ｓ２による地震力との組合せに対する許容限界

建物・構築物が構造物全体として十分変形能力(ねばり)の余裕

を有し，終局耐力に対して安全余裕をもたせることとする。

ここで，ＪＥＡＧ４６０１－1987 における建物・構築物の荷重

の組合せは，2.3 項に示す機器・配管系の荷重の組合せと同じ考

え方に基づいて設定された結果として規定されているものであ

る。 
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なお，JEAG4601-1987において，機器・配管系では運転状態が定

義されているが，建物・構築物については，細かな運転状態を設

定する必要がないため，運転状態は定義されていない。 

(3) SA 施設の荷重の組合せと許容限界の設定方針（3.(3)(4)項に

対する考え方） 

SA施設の建物・構築物における荷重の組合せと許容限界の設定

方針は，機器・配管系と同様，JEAG4601-1987のDB施設に対する記

載内容を踏まえ，以下のとおりとする（建物・構築物では，運転

状態及びそれに対応した許容応力状態が定義されていないことか

ら，機器・配管系とは下線部が異なる）。 

【SA施設（建物・構築物）における設定方針】 

・ Ss，Sdと運転状態の組合せを考慮する。

・ 地震の従属事象については，地震との組合せを実施する。ここ

で，耐震Sクラス施設はSsによる地震力に対して，その安全機能

が保持できるよう設計されていることから，地震の従属事象と

してのSAは発生しないこととなる。したがってSAは地震の独立

事象として取り扱う。

・ 地震の独立事象については，事象の発生確率，継続時間及びSs

若しくはSdの年超過確率の積等も考慮し，工学的，総合的に組

み合わせるかを判断する。

組み合わせるか否かの判断は，国内外の基準等でスクリーニン

グ基準として参照されている値，炉心損傷頻度及び格納容器機

能喪失頻度の性能目標値に保守性をもたせた値を目安とし，事

象の発生確率，継続時間及びSs若しくはSdの年超過確率の積と

比較等により判断する。 

・ また，上記により組合せ不要と判断された場合においても，事

故後長期間継続する荷重とSdによる地震力と組み合わせる。

・ 許容限界として，DB施設のSsに対する許容限界に加えて，SA

荷重と地震力との組合せに対する許容限界（機器・配管系の許

容応力状態ⅤASに相当するもの）を設定する。ここで，柏崎刈

羽6号及び7号炉では，SA荷重と地震力との組合せに対する許容

限界はDB施設のSsに対する許容限界（建物・構築物が構造物全

体として十分変形能力（ねばり）の余裕を有し，終局耐力に対

して安全余裕をもたせることとする）と同じとする。

なお，JEAG4601-1987 において，機器・配管系では運転状態が

定義されているが，建物・構築物については，細かな運転状態を

設定する必要がないため，運転状態は定義されていない。 

(3) ＳＡ施設の荷重の組合せと許容限界の設定方針（3.(3)(4)項

に対する考え方） 

ＳＡ施設の建物・構築物における荷重の組合せと許容限界の設

定方針は，機器・配管系と同様，JEAG4601-1987 のＤＢ施設に対

する規定内容を踏まえ，以下のとおりとする（建物・構築物では，

運転状態及びそれに対応した許容応力状態が定義されていないこ

とから，機器・配管系とは下線部が異なる）。 

【ＳＡ施設（建物・構築物）における設定方針】 

・Ｓｓ，Ｓｄと運転状態の組合せを考慮する。

・地震の従属事象については，地震との組合せを実施する。ここ

で，耐震Ｓクラス施設はＳｓによる地震力に対して，その安全

機能が保持できるよう設計されていることから，地震の従属事

象としてのＳＡは発生しないこととなる。したがって，ＳＡは

地震の独立事象として取り扱う。

・地震の独立事象については，事象の発生確率，継続時間及びＳ

ｓ若しくはＳｄの超過確率の積等も考慮し，工学的，総合的に

組み合わせるかを判断する。

組み合わせるか否かの判断は，国内外の基準等でスクリーニン

グ基準として参照されている値，炉心損傷頻度及び格納容器機

能喪失頻度の性能目標値に保守性をもたせた値を目安とし，事

象の発生確率，継続時間及びＳｓ若しくはＳｄの超過確率の積

と比較等により判断する。

・また，上記により組合せ不要と判断された場合においても，事

故後長期間継続する荷重とＳｄによる地震力と組み合わせる。

・許容限界として，ＤＢ施設のＳｓに対する許容限界に加えて，

ＳＡ荷重と地震力との組合せに対する許容限界（機器・配管系

の許容応力状態ⅤAS に相当するもの）を設定する。ここで，東

海第二発電所では，ＳＡ荷重と地震力との組合せに対する許容

限界はＤＢ施設のＳｓに対する許容限界（建物・構築物が構造

物全体として十分変形能力（ねばり）の余裕を有し，終局耐力

に対して安全余裕をもたせることとする）と同じとする。

なお，ＪＥＡＧ４６０１－1987 において，機器・配管系では運

転状態が定義されているが，建物・構築物については，細かな運

転状態を設定する必要がないため，運転状態は定義されていない。 

(3) ＳＡ施設の荷重の組合せと許容限界の設定方針(3.(3)(4)項

に対する考え方) 

ＳＡ施設の建物・構築物における荷重の組合せと許容限界の設

定方針は，機器・配管系と同様，ＪＥＡＧ４６０１－1987 のＤＢ

施設に対する規定内容を踏まえ，以下のとおりとする(建物・構 

築物では，運転状態及びそれに対応した許容応力状態が定義され

ていないことから，機器・配管系とは下線部が異なる)。 

【ＳＡ施設(建物・構築物)における設定方針】 

・Ｓｓ，Ｓｄと運転状態の組合せを考慮する。

・地震の従属事象については，地震との組合せを実施する。ここ

で，Ｓクラス施設はＳｓによる地震力に対して，その安全機能

が保持できるよう設計されていることから，地震の従属事象と

してのＳＡは発生しないこととなる。したがってＳＡは地震の

独立事象として取り扱う。

・地震の独立事象については，事象の発生確率，継続時間及びＳ

ｓ若しくはＳｄの年超過確率の積等も考慮し，工学的，総合的

に組み合わせるかを判断する。

組み合わせるか否かの判断は，国内外の基準等でスクリーニン

グ基準として参照されている値，炉心損傷頻度及び格納容器機

能喪失頻度の性能目標値に保守性をもたせた値を目安とし，事

象の発生確率，継続時間及びＳｓ若しくはＳｄの年超過確率の

積との比較等により判断する。

・また，上記により組合せ不要と判断された場合においても，事

故後長期間継続する荷重とＳｄによる地震力とを組み合わせ

る。

・許容限界として，ＤＢ施設のＳｓに対する許容限界に加えて，

ＳＡ荷重と地震力との組合せに対する許容限界(機器・配管系の

許容応力状態ⅤAS に相当するもの)を設定する。ここで，島根

２号炉では，ＳＡ荷重と地震力との組合せに対する許容限界は，

ＤＢ施設のＳｓに対する許容限界(建物・構築物が構造物全体と

して十分変形能力(ねばり)の余裕を有し，終局耐力に対して安

全余裕をもたせることとする)と同じとする。
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(4) 荷重の組合せと許容限界の検討結果(5.2.1項に対する考え

方) 

5.2.1項の全般施設の検討は，建物・構築物に対しても同様に適 

用される。すなわち，各項目に対する考え方は以下のとおりとな

る。 

SAの発生確率 ........... 炉心損傷頻度の性能目標値（10-4/炉

年）を設定 

継続時間 ............... 事故発生時を基点として，10-2年まで

の期間を地震荷重との組合せが不要

な短期（運転状態Ⅴ(S)），弾性設計用

地震動Ｓｄとの組合せが必要な10-2～

2×10-1年を長期(L)（運転状態Ⅴ(L)），

基準地震動Ｓｓとの組合せが必要な

期間2×10-1年以降を長期(LL)（運転状

態Ⅴ(LL)）とする。 

（建物・構築物について，SA時の荷重

条件を踏まえ5.2.1項(2)b.の分類を

設備ごとに検討した結果を添付資料

－4 補足資料－１に示す。） 

地震動の年超過確率 ....... JEAG4601の地震動の発生確率（Ss：

5×10-4/年以下，Sd：10-2/年以下）

を設定 

以上から，機器・配管系と同様，SAの発生確率，継続時間，地

震動の年超過確率の積等を考慮した工学的，総合的な判断として，

建物・構築物についても，SA荷重とSsによる地震力を組み合わせ

ることとする。 

(5) SAと地震の組合せに対する許容限界の考え方(6.1項に対する

考え方) 

(3)の荷重の組合せ方針から，SA施設（建物・構築物）の各組合

せ条件に対する許容応力状態をDB施設（建物・構築物）と比較し

て表2に示す。なお，表2に示す荷重の組合せケースのうち，他の

組合せケースと同一となる場合，又は他の組合せケースに包絡さ

れる場合は評価を省略することになる。 

(4) 荷重の組合せと許容限界の検討結果（5.2.1 項に対する考え

方） 

5.2.1 項の全般施設の検討は，建物・構築物に対しても同様に

適用される。すなわち，各項目に対する考え方は以下のとおりと

なる。 

ＳＡの発生確率 .. 炉心損傷頻度の性能目標値（10－４/炉年）を

設定 

継続時間 ........ 事象発生時を起点として，10－２年までの期間

を地震荷重との組合せが不要な短期(運転状

態Ⅴ(S))，弾性設計用地震動Ｓｄとの組合せ

が必要な 10－２から 2×10－１年を長期(L)（運

転状態Ⅴ(L)），基準地震動Ｓｓとの組合せが

必要な期間 2×10－１年以降を長期(LL)（運転

状態Ⅴ(LL)）とする。 

（建物・構築物について，ＳＡ時の荷重条件を

踏まえ，施設ごとに検討した結果を添付 4 補

足資料－１に示す。） 

地震動の超過確率.. JEAG4601 の地震動の発生確率（Ｓｓ：5× 

10－４／年以下，Ｓｄ：10－２／年以下）を設

定 

以上から，機器・配管系と同様，ＳＡの発生確率，継続時間，

地震動の超過確率の積等を考慮した工学的，総合的な判断として，

建物・構築物についても，ＳＡ荷重とＳｓによる地震力を組み合

わせることとする。 

(5) ＳＡと地震の組合せに対する許容限界の考え方（6.1 項に対

する考え方） 

(3)の荷重の組合せ方針から，ＳＡ施設（建物・構築物）の各組

合せ条件に対する許容応力状態をＤＢ施設（建物・構築物）と比

較して表 2 に示す。なお，表 2 に示す荷重の組合せケースのうち，

他の組合せケースと同一となる場合，又は他の組合せケースに包

絡される場合は評価を省略することになる。 

(4) 荷重の組合せと許容限界の検討結果(5.2.1 項に対する考え

方) 

5.2.1 項の全般施設の検討は，建物・構築物に対しても同様に

適用される。すなわち，各項目に対する考え方は以下のとおりと

なる。 

ＳＡの発生確率・・・・・・炉心損傷頻度の性能目標値(10－4/炉

年)を設定 

継続時間・・・・・・・・・事故発生時を基点として，10－2 年ま

での期間を地震荷重との組合せが不

要な短期（運転状態Ⅴ(S)），Ｓｄと

の組合せが必要な 10－2～２×10－1 

年を長期(L)（運転状態Ⅴ(L)），Ｓｓ

との組合せが必要な２×10－1 年以

降を長期(LL)（運転状態Ⅴ(LL)）と

する。 

（建物・構築物について，ＳＡ時の荷

重条件を踏まえ 5.2.1 項(2)b.の分

類を設備ごとに検討した結果を添付

４補足資料－１に示す。) 

地震動の年超過確率・・・・ＪＥＡＧ４６０１の地震動の発生確

率(Ｓｓ:５×10－4/年以下，Ｓｄ: 

10－2/年以下)を設定 

以上から，機器・配管系と同様，ＳＡの発生確率，継続時間，

地震動の年超過確率の積等を考慮した工学的，総合的な判断とし

て，建物・構築物についても，ＳＡ荷重とＳｓによる地震力を組

み合わせることとする。 

(5)�ＳＡと地震の組合せに対する許容限界の考え方(6.1 項に対

する考え方) 

(3)の荷重の組合せ方針から，ＳＡ施設(建物・構築物)の各組合

せ条件に対する許容応力状態をＤＢ施設(建物・構築物)と比較し

て表�2 に示す。なお，表�2 に示す荷重の組合せケースのうち，他

の組合せケースと同一となる場合，又は他の組合せケースに包絡

される場合は評価を省略することになる。 
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表2 荷重の組合せと許容限界 

※1：許容応力度：安全上適切と認められる規格及び基準による許

容応力度 

※2：終局：構造物全体として十分変形能力（ねばり）の余裕を有

し，終局耐力に対して安全余裕を持たせていること 

添付資料－4 補足資料-2に，Ssによる地震力と組み合わせる荷

重を，施設ごとに示す。 

使用済燃料プールを除く施設は，DB事故時（長期）の荷重は，

結果的に運転時と同じとなり，表2における「DB事故時（長期）＋

Sd」は地震力が大きい「運転時＋Ss」に包絡されることになる。 

使用済み燃料プールについては，「SA事故時＋Ss」の条件をDB設計

条件で包絡出来ないことから，「SA事故時＋Ss」の組合せを実施す

ることとする。 

以上より，建物・構築物は，PCV，RPV以外の機器・配管系と同

様に扱うことが可能であり，全般施設に分類することができる。 

表 2 荷重の組合せと許容限界 

※１：許容応力度：安全上適切と認められる規格及び基準による

許容応力度 

※２：終局：構造物全体として十分変形能力（ねばり）の余裕を

有し，終局耐力に対して，安全余裕を持たせている

こと 

添付 4 補足資料－２に，Ｓｓによる地震力と組み合わせる荷重

を，施設ごとに示す。 

いずれの施設も，ＤＢ事故時（長期）の荷重は，結果的に運転

時と同じとなり，表 2 における「ＤＢ事故時（長期）＋Ｓｄ」は

地震力が大きい「運転時＋Ｓｓ」に包絡されることになる。 

以上より，建物・構築物は，ＰＣＶ，ＲＰＶ以外の機器・配管

系と同様に扱うことが可能であり，全般施設に分類することがで

きる。 

表 2 荷重の組合せと許容限界 

※１：許容応力度：安全上適切と認められる規格及び基準による

許容応力度 

※２：終局：構造物全体として十分変形能力(ねばり)の余裕を有

し，終局耐力に対して安全余裕を持たせていること 

添付４補足資料－２に，地震力と組み合わせる荷重を施設ごと

に示す。 

いずれの施設も，ＤＢ事故時（長期）の荷重は，結果的に運転

時と同じとなり，表２における「ＤＢ事故時（長期）＋Ｓｄ」は

地震力が大きい「運転時＋Ｓｓ」に包絡されることになる。 

以上より，建物・構築物は，ＰＣＶ，ＲＰＶ以外の機器・配管

系と同様に扱うことが可能であり，全般施設に分類することがで

きる。 

・荷重条件の相違

【柏崎�6/7】 

 柏崎�6/7�の使用済

燃料プールはＲＣＣＶ

と一体構造であり，島根

２号炉の燃料プールと

荷重条件が異なる 

・同上
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添付資料－4 補足資料-1 

SA施設（建物・構築物）のSA時の条件を踏まえた分類 

※ 5.2.1項 継続時間設定の分類

ａ．SA条件がDB条件を超える既設施設 

(a) 新設のSA施設の運転によって，DB条件を超える既設施設

(b) SAによる荷重・温度の影響によってDB条件を超える既設施設

ｂ：SA条件がDB条件に包絡される既設施設 

ｃ：DB施設を兼ねないSA施設 

添付４補足資料－１ 

ＳＡ施設（建物・構築物）のＳＡ時の条件を踏まえた分類 

※荷重状態の分類

a. ＳＡ条件がＤＢ条件を超える施設

(a) 新設のＳＡ施設の運転によって，ＤＢ条件を超える施設

(b) ＳＡによる荷重・温度条件の影響によってＤＢ条件を超える施設

b. ＳＡ条件がＤＢ条件に包絡される施設

c. ＤＢ施設を兼ねないＳＡ施設

添付４補足資料－１ 

ＳＡ施設（建物・構築物）のＳＡ時の条件を踏まえた分類 

※ 荷重状態の分類

a：ＳＡ条件がＤＢ条件を超える既設施設 

(a) 新設のＳＡ施設の運転によって，ＤＢ条件を超える既設施設

(b) ＳＡによる荷重・温度の影響によってＤＢ条件を超える既設

施設 

b：ＳＡ条件がＤＢ条件に包絡される既設施設 

c：ＤＢ施設を兼ねないＳＡ施設 

・施設構成の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

 島根２は柏崎 6/7 及

び東海第二と施設構成

が異なる 

ＳＡ施設 

（建物・構築物） 

荷重状態 

の分類※ 
分類の根拠 

燃料プール a(b) 

ＤＢ設計では，常時作用している荷重（固

定荷重，積載荷重，水圧）及び運転時にお

いては通常時荷重（温度荷重），異常時荷重

（温度荷重）を考慮している。ＳＡ時には，

ＤＢ条件とは異なる異常時荷重（温度荷重）

が作用する。 

低圧原子炉代替注

水槽 
c 

低圧原子炉代替注水槽については，ＤＢ施

設ではない。 

第１ベントフィル
タ格納槽遮蔽 c 

第１ベントフィルタ格納槽遮蔽について
は，ＤＢ施設ではない。 

配管遮蔽 c 配管遮蔽については，ＤＢ施設ではない。 

原子炉建物原子炉

棟 

中央制御室遮蔽 

b 

ＤＢ設計では，常時作用している荷重（固

定荷重，積載荷重）を考慮している。ＳＡ

時においても，荷重条件は変わらないため，

ＤＢ条件を上回る荷重はない。 

緊急時対策所遮蔽 c 
緊急時対策所遮蔽については，ＤＢ施設で

はない。 

取水槽 

取水管 

取水口 

b 

ＤＢ設計では，地盤内に埋設されている構

造物として，常時作用している荷重（固定

荷重，積載荷重，土圧，水圧）を考慮して

いる。ＳＡ時においても，地盤内でＤＢ条

件を上回るような事象は発生しないため，

ＤＢ条件を上回る荷重はない。 

非常用ガス処理系

排気管 
b 

ＤＢ設計では，常時作用している荷重（固

定荷重）を考慮している。ＳＡ時において

も，荷重条件は変わらないため，ＤＢ条件

を上回る荷重はない。 

緊急時対策所用燃

料地下タンク 
c 

緊急時対策所用燃料地下タンクについて

は，ＤＢ施設ではない。 
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添付資料－4 補足資料-2 

建物・構築物においてSsによる地震力と組み合わせる荷重は補

足表2-1のとおりとなる。 

補足表2-1 SA施設（建物・構築物）において地震力と組み合わ

せる荷重（1/2） 

添付 4 補足資料－２ 

建物・構築物においてＳｓによる地震力と組み合わせる荷重は

補足表 2－1 のとおりとなる。 

補足表 2－1 ＳＡ施設（建物・構築物）において地震力と組み

合わせる荷重 

添付４補足資料－２ 

建物・構築物において地震力と組み合わせる荷重は補足表 2-1

のとおりとなる。 

補足表 2-1 ＳＡ施設(建物・構築物)において地震力と組み合

わせる荷重 

・施設構成の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

 島根２は柏崎 6/7 及

び東海第二と施設構成

が異なる 

運転時 
ＤＢ事故時 

(長期) 
ＳＡ事故時 

組み合わせる地震力 Ｓｓ Ｓｄ Ｓｓ 

許容限界 終局 終局 終局 

Ｓ
Ａ
施
設
（
建
物
・
構
築
物
） 

燃料プール 

固定荷重 

積載荷重 

水圧 

通常時温度荷重 

固定荷重 

積載荷重 

水圧 

ＤＢ長期温度荷重 

固定荷重 

積載荷重 

水圧 

ＳＡ時温度荷重 

低圧原子炉代替

注水槽 

固定荷重 

積載荷重 

土圧・水圧 

固定荷重 

積載荷重 

土圧・水圧 

固定荷重 

積載荷重 

土圧・水圧 

第１ベントフィ

ルタ格納槽遮蔽

固定荷重 

積載荷重 

土圧・水圧 

固定荷重 

積載荷重 

土圧・水圧 

固定荷重 

積載荷重 

土圧・水圧 

配管遮蔽 

固定荷重 

積載荷重 

土圧・水圧 

固定荷重 

積載荷重 

土圧・水圧 

固定荷重 

積載荷重 

土圧・水圧 

原子炉建物原子

炉棟 

中央制御室遮蔽 

固定荷重 

積載荷重 

固定荷重 

積載荷重 

固定荷重 

積載荷重 

緊急時対策所遮

蔽 

固定荷重 

積載荷重 

固定荷重 

積載荷重 

固定荷重 

積載荷重 

取水槽 

取水管 

取水口 

固定荷重 

積載荷重 

土圧・水圧 

固定荷重 

積載荷重 

土圧・水圧 

固定荷重 

積載荷重 

土圧・水圧 

非常用ガス処理

系排気管 
固定荷重 固定荷重 固定荷重 

緊急時対策所用

燃料地下タンク 

固定荷重 

積載荷重 

土圧 

固定荷重 

積載荷重 

土圧 

固定荷重 

積載荷重 

土圧 
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補足表2-1 SA施設（建物・構築物）において地震力と組み合わせ

る荷重（2/2） 

JEAG4601-1987では，熱応力の扱いとして，終局状態では「熱応

力は考慮しない」と記載されており，原子炉格納容器底部でない

基礎マットや使用済燃料プールの解析例においても，地震時荷重

と温度荷重は組み合わされていない（参考資料〔参考5〕参照）。

これを踏まえ，補足表2-1から温度荷重を消去すると使用済燃料プ

ールを除いた全ての荷重組合せケースにおいて，地震力と組み合

わせる荷重は常時作用している荷重（固定荷重，積載荷重，土圧，

水圧）のみとなるため，DB事故時（Sdとの組合せ）は運転時（Ss

との組合せ）に包絡され，SA事故時は運転時と同一となる。 

一方，使用済燃料プールについては，DB 設計条件とは異なる異

常時荷重を考慮する必要があり，DB条件では包絡できない荷重条

件となるため，SA事故時（Ssとの組合せ）による検討を実施する。 

JEAG4601-1987 では，熱応力の扱いとして，終局状態では「熱

応力は考慮しない」と記載されており，原子炉格納容器底部でな

い基礎マットや使用済燃料プールの解析例においても，地震時荷

重と温度荷重は組み合わされていない（参考資料〔参考５〕参照）。

これを踏まえ，補足表 2-1 から温度荷重を消去すると全ての荷重

組合せケースにおいて，地震力と組み合わせる荷重は常時作用し

ている荷重（固定荷重，積載荷重，土圧，水圧）のみとなるため，

ＤＢ事故時（Ｓｄとの組合せ）は運転時（Ｓｓとの組合せ）に包

絡され，ＳＡ事故時は運転時と同一となる。 

ＪＥＡＧ４６０１－1987 では，熱応力の扱いとして，終局状態

では「熱応力は考慮しない」と記載されており，原子炉格納容器

底部でない基礎マットや燃料プールの解析例においても，地震時

荷重と温度荷重は組み合わされていない(参考資料〔参考 5〕参照)。

これを踏まえ，補足表 2-1 から温度荷重を消去すると全ての荷重

組合せケースにおいて，地震力と組み合わせる荷重は常時作用し

ている荷重(固定荷重，積載荷重，土圧，水圧)のみとなるため，

ＤＢ事故時(Ｓｄとの組合せ)は運転時(Ｓｓとの組合せ)に包絡さ

れ，ＳＡ事故時は運転時と同一となる。 

・荷重条件の相違

【柏崎�6/7】 

 柏崎�6/7�の使用済

燃料プールはＲＣＣＶ

と一体構造であり，島根

２号炉の燃料プールと

荷重条件が異なる 

・同上
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添付資料－5. 対象設備，事故シーケンス，荷重条件の網羅性につ

いて 

ＳＡ荷重の組合せの検討においては，全ての対象設備，事故シ

ーケンス，荷重条件等を網羅的に検討している。以下では，それ

ぞれについて，その考え方を説明する。 

（１）対象設備

今回のＳＡ荷重の組合せの検討においては，常設耐震重要重大

事故防止設備，常設重大事故緩和設備を対象とし，全ての対象施

設を全般施設，原子炉格納容器バウンダリを構成する設備（以下

「ＰＣＶバウンダリ」という。），原子炉冷却材圧力バウンダリを

構成する設備（以下「ＲＰＶバウンダリ」という。）のいずれかに

分類している。 

（２）事故シーケンス

重大事故等対策の有効性を評価する事故シーケンスグループ等

は，本発電用原子炉施設を対象としたＰＲＡの結果を踏まえて，

以下のとおり選定されている。ここには「運転中の原子炉におけ

る重大事故に至るおそれがある事故」及び「運転中の原子炉にお

ける重大事故」，並びに「運転停止中の原子炉における重大事故に

至るおそれがある事故」を挙げており，考慮すべき全ての事故シ

ーケンスグループ等を挙げている。 

継続時間の検討に当たっては以下の全ての事故シーケンスグル

ープ等から，ＤＢ条件を超える事故シーケンスグループ等を抽出

し，その条件を超える時間を継続時間として設定している。 

また，地震と組み合わせるＳＡ荷重としては，全ての事故シー

ケンスグループ等における条件を包絡するよう設定している。

添付資料－5 

対象設備，事故シーケンス，荷重条件の網羅性 

ＳＡ荷重の組合せの検討においては，全ての対象設備，事故シ

ーケンス，荷重条件等を網羅的に検討している。以下では，それ

ぞれについて，その考え方を説明する。 

(1) 対象設備

今回のＳＡ荷重の組合せの検討においては，常設耐震重要重大

事故防止設備，常設重大事故緩和設備を対象とし，全ての対象施

設を全般施設，格納容器バウンダリを構成する設備（以下「ＰＣ

Ｖバウンダリ」という。），原子炉冷却材圧力バウンダリを構成す

る設備（以下「ＲＰＶバウンダリ」という。）のいずれかに分類し

ている。 

(2) 事故シーケンス

重大事故等対策の有効性を評価する事故シーケンスグループ等

は，東海第二発電所を対象としたＰＲＡの結果を踏まえて，以下

のとおり選定されている。ここには「運転中の原子炉における重

大事故に至るおそれがある事故」及び「運転停止中の原子炉にお

ける重大事故に至るおそれがある事故」を挙げており，考慮すべ

き全ての事故シーケンスグループ等を挙げている。 

継続時間の検討に当たっては以下の全ての事故シーケンスグル

ープ等から，ＤＢ条件を超える事故シーケンスグループ等を抽出

し，その条件を超える時間を継続時間として設定している。 

また，地震と組み合わせるＳＡ荷重としては，全ての事故シー

ケンスグループ等における条件を包絡するよう設定している。

添付資料５ 

対象設備，事故シーケンス，荷重条件の網羅性について 

ＳＡ荷重の組合せの検討においては，全ての対象設備，事故シ

ーケンス，荷重条件等を網羅的に検討している。以下では，それ

ぞれについて，その考え方を説明する。 

(1) 対象設備

今回のＳＡ荷重の組合せの検討においては，常設耐震重要重大

事故防止設備，常設重大事故緩和設備を対象とし，全ての対象施

設を全般施設，原子炉格納容器バウンダリを構成する設備(以下

「ＰＣＶバウンダリ」という。)，原子炉冷却材圧力バウンダリを

構成する設備(以下「ＲＰＶバウンダリ」という。)のいずれかに

分類している。 

(2) 事故シーケンス

重大事故等対策の有効性を評価する事故シーケンスグループ等

は，本発電用原子炉施設を対象としたＰＲＡの結果を踏まえて，

以下のとおり選定されている。ここには「運転中の原子炉におけ

る重大事故に至るおそれがある事故」及び「運転中の原子炉にお

ける重大事故」，並びに「運転停止中の原子炉における重大事故に

至るおそれがある事故」を挙げており，考慮すべき全ての事故シ

ーケンスグループ等を挙げている。 

継続時間の検討に当たっては以下の全ての事故シーケンスグル

ープ等から，ＤＢ条件を超える事故シーケンスグループ等を抽出

し，その条件を超える時間を継続時間として設定している。 

また，地震と組み合わせるＳＡ荷重としては，全ての事故シー

ケンスグループ等における条件を包絡するよう設定している。

39-182



柏崎刈羽原子力発電所 ６／７号炉 （2017.12.20版） 東海第二発電所（2018.9.18版） 島根原子力発電所 ２号炉 備考 

・事故シーケンスグルー

プ等の名称の相違（実

質的な相違なし） 

【柏崎 6/7，東海第二】
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（３）設計条件

耐震評価における考慮すべき荷重条件と組合せはJEAG4601・補

-1984より，下表のとおり整理されており，地震荷重以外では，以

下の荷重を考慮することとされている。 

・自重(D)

・圧力による荷重(P)

・機械的荷重（自重，地震による荷重を除く。）(M)

ＳＡ施設における上記の荷重と地震荷重の組合せを，下表のと

おり整理する。ＤＢ施設で考慮する荷重（自重，圧力による荷重，

機械的荷重）は全て考慮している。 

※１：ＤＢ施設を兼ねるＳＡ施設について考慮する。

※２：ⅤASの許容限界は，ⅣASと同じものを適用する。

【記号の説明】 

D：自重（JEAG4601・補-1984では「死荷重」と記載） 

P：地震と組み合わすべき圧力荷重，又は最高使用圧力等 

M：地震，自重以外で地震と組み合わせるべき機械的荷重，又は設

計機械荷重等 

PL：ＬＯＣＡ直後を除いてその後に生じる圧力荷重 

ML：ＬＯＣＡ直後を除いてその後に生じる自重及び地震荷重以外

の機械的荷重 

(3) 設計条件

耐震評価における考慮すべき荷重条件と組合せは JEAG4601・補

-1984 より，下表のとおり整理されており，地震荷重以外では，

以下の荷重を考慮することとされている。 

・自重（Ｄ）

・圧力による荷重（Ｐ）

・機械的荷重（自重，地震による荷重を除く。）（Ｍ）

ＳＡ施設における上記の荷重と地震荷重の組合せを，下表のと

おり整理する。ＤＢ施設で考慮する荷重（自重，圧力による荷重，

機械的荷重）は全て考慮している。 

※１ ＤＢ施設を兼ねるＳＡ施設についても考慮する。

※２ ⅤASの許容限界は，ⅣASと同じものを適用する。

※３ ＰＣＶについては，2×10－１年以降の状態，ＲＰＶについ

ては，10－２年以降の状態は，ＳＳを組み合わせて，許容応 

力状態ⅤASを満足する状態となっていることを確認してい 

る。 

【記号の説明】 

Ｄ ：自重（JEAG4601・補-1984 では「死荷重」と記載） 

Ｐ ：地震と組み合わせるべき圧力荷重，又は最高使用圧力等 

Ｍ ：地震，死荷重以外で地震と組み合わせるべき機械荷重，又は

設計機械荷重等 

ＰＬ ：ＬＯＣＡ直後を除いてその後に生じる圧力荷重 

ＭＬ ：ＬＯＣＡ直後を除いてその後に生じる死荷重及び地震荷重

以外の機械荷重 

(3) 設計条件

耐震評価における考慮すべき荷重条件と組合せはＪＥＡＧ４６

０１・補－1984 より，下表のとおり整理されており，地震荷重以

外では，以下の荷重を考慮することとされている。 

・自重(Ｄ)

・圧力による荷重(Ｐ)

・機械的荷重(自重，地震による荷重を除く。)(Ｍ)

ＳＡ施設における上記の荷重と地震荷重の組合せを，下表のと

おり整理する。ＤＢ施設で考慮する荷重(自重，圧力による荷重，

機械的荷重)は全て考慮している。 

※１：ＤＢ施設を兼ねるＳＡ施設について考慮する。

※２：ⅤAS の許容限界は，ⅣAS と同じものを適用する。

【記号の説明】 

Ｄ：自重(ＪＥＡＧ４６０１・補－1984 では「死荷重」と記載) 

Ｐ：地震と組み合わせるべき圧力荷重，又は最高使用圧力等 

Ｍ：地震，自重以外で地震と組み合わせるべき機械的荷重，又は

設計機械荷重等 

ＰL：ＬＯＣＡ直後を除いてその後に生じる圧力荷重 

ＭL：ＬＯＣＡ直後を除いてその後に生じる自重及び地震荷重以外

の機械的荷重 
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PD：地震と組み合わすべきプラントの運転状態Ⅰ及びⅡ（運転状

態Ⅲがある場合にはこれを含む），又は当該設備に設計上定め

られた最高使用圧力による荷重 

MD：地震と組み合わすべきプラントの運転状態Ⅰ及びⅡ（運転状

態Ⅲがある場合にはこれを含む）又は当該設備に設計上定め

られた機械的荷重 

PＰＳＡ：原子炉格納容器の重大事故発生後の最大圧力荷重 

PＰＳＡ（ＬＬ）：原子炉格納容器の重大事故における長期的な（長期（Ｌ

Ｌ））圧力荷重 

PＲＳＡ（Ｌ）：原子炉冷却材圧力バウンダリの重大事故における長期

的な（長期（Ｌ））圧力荷重 

PＲＳＡ（ＬＬ）：原子炉冷却材圧力バウンダリの重大事故における長期

的な（長期（ＬＬ））圧力荷重 

PＳＡ：重大事故における運転状態を考慮して設定した設計圧力に

よる荷重 

Ｓｄ：弾性設計用地震動Ｓｄにより定まる地震力，又は静的地震

力 

Ｓｓ：基準地震動Ｓｓにより定まる地震力 

ⅣAS：JSME S NC1の供用状態D相当の許容応力を基準として，それ

に地震により生じる応力に対する特別な応力制限を加えた

許容応力状態 

ⅤAS：運転状態Ⅴ相当の応力評価を行う許容応力を基本として，

それに地震により生じる応力に対する特別な応力制限を加

えた許容応力状態 

【JEAG4601・補-1984における記載からの読み替え】 

耐震クラスＡｓ，Ａ ⇒耐震クラスＳ 

第１種 ⇒クラス1 

第２種 ⇒クラスＭＣ 

第３種 ⇒クラス２ 

第４種 ⇒クラス３ 

第５種 ⇒クラス４ 

Ｓ1 ⇒Ｓｄ 

Ｓ2 ⇒Ｓｓ 

ＰＤ ：地震と組み合わすべきプラントの運転状態Ⅰ及びⅡ（運転

状態Ⅲがある場合にはこれを含む），又は当該設備に設計上

定められた最高使用圧力による荷重 

ＭＤ ：地震と組み合わすべきプラントの運転状態Ⅰ及びⅡ（運転

状態Ⅲがある場合にはこれを含む），又は当該設備に設計上

定められた機械的荷重 

ＰPSA(L) :格納容器の重大事故における長期的(長期(L))な圧力荷重 

ＰPSA(LL):格納容器の重大事故における長期的(長期(LL))な圧力荷

重 

ＰRSA(L) ：原子炉冷却材圧力バウンダリの重大事故における長期的

(長期(L))な圧力荷重 

ＰRSA(LL)：原子炉冷却材圧力バウンダリの重大事故における長期的

(長期(LL))な圧力荷重 

ＰSA ：重大事故における運転状態を考慮して設定した設計圧力に

よる荷重 

Ｓｄ ：弾性設計用地震動Ｓｄにより定まる地震力又は静的地震力 

Ｓｓ：基準地震動Ｓｓにより定まる地震力 

ⅣAS ：JSME S NC1 の供用状態Ｄ相当の許容応力を基準として，

それに地震により生じる応力に対する特別な応力制限を加

えた許容応力状態 

ⅤAS ：運転状態Ⅴ相当の応力評価を行う許容応力を基本として，

それに地震により生じる応力に対する特別な応力制限を加

えた許容応力状態 

【JEAG4601・補-1984 における記載からの読み替え】 

耐震クラスＡｓ，Ａ ⇒耐震クラスＳ 

第１種 ⇒クラス１ 

第２種 ⇒クラスＭＣ 

第３種 ⇒クラス２ 

第４種 ⇒クラス３ 

第５種 ⇒クラス４ 

Ｓ１⇒Ｓｄ 

Ｓ２⇒Ｓｓ 

ＰD：地震と組み合わすべきプラントの運転状態Ⅰ及びⅡ(運転状

態Ⅲがある場合にはこれを含む)，又は当該設備に設計上定め

られた最高使用圧力による荷重 

ＭD：地震と組み合わすべきプラントの運転状態Ⅰ及びⅡ(運転状

態Ⅲがある場合にはこれを含む)，又は当該設備に設計上定

められた機械的荷重 

ＰPSA：原子炉格納容器の重大事故発生後の最大圧力荷重 

ＰPSA(LL)：原子炉格納容器の重大事故における長期的な（長期(LL)）

圧力荷重 

ＰRSA(L)：原子炉冷却材圧力バウンダリの重大事故における長期的

な（長期(L)）圧力荷重 

ＰRSA(LL)：原子炉冷却材圧力バウンダリの重大事故における長期的

な（長期(LL)）圧力荷重 

ＰSA：重大事故における運転状態を考慮して設定した設計圧力によ

る荷重 

Ｓｄ：弾性設計用地震動Ｓｄにより定まる地震力，又は静的地震

力 

Ｓｓ：基準地震動Ｓｓにより定まる地震力 

ⅣAS：JSME S NC1 の供用状態Ｄ相当の許容応力を基準として，そ

れに地震により生じる応力に対する特別な応力制限を加え

た許容応力状態 

ⅤAS：運転状態Ⅴ相当の応力評価を行う許容応力を基本として，

それに地震により生じる応力に対する特別な応力制限を加

えた許容応力状態 

【ＪＥＡＧ４６０１・補－1984 における記載からの読み替え】 

耐震クラスＡｓ ⇒耐震クラスＳ 

第１種 ⇒クラス１ 

第２種 ⇒クラスＭＣ 

第３種 ⇒クラス２ 

第４種 ⇒クラス３ 

第５種 ⇒クラス４ 

Ｓ１ ⇒Ｓｄ 

Ｓ２ ⇒Ｓｓ 
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添付資料－6. 継続時間の検討における対象荷重の網羅性につい

て 

（１）はじめに

ＳＡ施設は，ＳＡ施設としての機能要求を考慮した荷重条件に

より設計する。また，温度条件についても許容値の数値に影響を

与える(温度が高くなると許容値が小さくなる場合がある)ことか

ら，ＳＡ施設としての温度条件を設定する。 

ＳＡ施設のうち，ＤＢ施設を兼ねるものについては，ＤＢ条件

とＳＡ条件の包絡関係により，実際の設計では，以下のように扱

うこととしている。 

・ＳＡ時の荷重，温度がＤＢ設計条件を上回る場合

ＤＢ設計条件とは別に，ＳＡ設計条件を設ける。

・ＳＡ時の荷重，温度がＤＢ設計条件に包絡される場合（※）

ＳＡ設計条件はＤＢ設計条件で代表させる。

※「ＳＡ時の荷重，温度がＤＢ設計条件に包絡される」とは，耐

震設計において考慮する全ての荷重及び温度について，ＳＡを考

慮した条件がＤＢ設計条件に包絡される場合を指す 

以下では，ＤＢ施設を兼ねるＳＡ施設を対象に，ＳＡ荷重と地

震荷重の組合せ検討において，検討対象とすべき荷重が網羅され

ていることを施設分類（全般施設，ＰＣＶ，ＲＰＶ）ごとに示す。 

（２）継続時間の検討で対象とする条件（荷重・温度）の網羅性

ａ．全般施設 

【ＤＢ設計条件とＳＡ設計条件の整理】 

全般施設はRPV（現クラス1機器(JEAG4601においては，第1種機

器)）とＰＣＶ（現クラスＭＣ容器(JEAG4601においては，第２種

容器)）以外の施設となることから，ＤＢ施設としての設計では

JEAG4601に記載の「クラス2,3,4(JEAG4601においては第3,4,5種)」

及び「その他」の組合せに基づくことになる。したがって全般施

設は運転状態Ⅰ～Ⅲ※1を考慮して設定した設計用荷重PD，MD（以下

「ＤＢ設計荷重」という。）及び温度条件と，Ｓｓとを組み合わせ

ている。 

このことから，ＳＡ施設としての設計においては，ＳＡ時の荷

添付資料－6 

継続時間の検討における対象荷重の網羅性について 

（１）はじめに

ＳＡ施設は，ＳＡ施設としての機能要求を考慮した荷重条件に

より設計する。また，温度条件についても許容値の数値に影響を

与える（温度が高くなると許容値が小さくなる場合がある）こと

から，ＳＡ施設としての温度条件を設定する。 

ＳＡ施設のうち，ＤＢ施設を兼ねるものについては，ＤＢ条件

とＳＡ条件の包絡関係により，実際の設計では，以下のように扱

うこととしている。 

・ＳＡ時の荷重，温度がＤＢ設計条件を上回る場合

ＤＢ設計条件とは別に，ＳＡ設計条件を設ける。

・ＳＡ時の荷重，温度がＤＢ設計条件に包絡される場合（※）

ＳＡ設計条件はＤＢ設計条件で代表させる。

※ 「ＳＡ時の荷重，温度がＤＢ設計条件に包絡される」とは，耐

震設計において考慮する全ての荷重及び温度について，ＳＡを考

慮した条件がＤＢ設計条件に包絡される場合を指す 

以下では，ＤＢ施設を兼ねるＳＡ施設を対象に，ＳＡ荷重と地

震荷重の組合せ検討において，検討対象とすべき荷重が網羅され

ていることを施設分類（全般施設，ＰＣＶ，ＲＰＶ）ごとに示す。 

（２）継続時間の検討で対象とする条件（荷重・温度）の網羅性

ａ．全般施設 

【ＤＢ設計条件とＳＡ設計条件の整理】 

全般施設はＲＰＶ（現クラス１機器（JEAG4601においては，第

１種機器））とＰＣＶ（現クラスＭＣ機器（JEAG4601においては，

第２種機器））以外の施設となることから，ＤＢ施設としての設計

では JEAG4601 に記載の「クラス 2,3,4（JEAG4601 においては第

3,4,5種）」及び「その他」の組合せに基づくことになる。したが

って全般施設は運転状態Ⅰ～Ⅲ※１を考慮して設定した設計用荷

重 PD,MD（以下「ＤＢ設計荷重」という。）及び温度条件と，Ｓｓ

とを組み合わせている。 

このことから，ＳＡ施設としての設計においては，ＳＡ時の荷

添付資料６ 

継続時間の検討における対象荷重の網羅性について 

(1) はじめに

ＳＡ施設は，ＳＡ施設としての機能要求を考慮した荷重条件に

より設計する。また，温度条件についても許容値の数値に影響を

与える(温度が高くなると許容値が小さくなる場合がある)ことか

ら，ＳＡ施設としての温度条件を設定する。 

ＳＡ施設のうち，ＤＢ施設を兼ねるものについては，ＤＢ条件

とＳＡ条件の包絡関係により，実際の設計では，以下のように扱

うこととしている。 

・ＳＡ時の荷重，温度がＤＢ設計条件を上回る場合

ＤＢ設計条件とは別に，ＳＡ設計条件を設ける。

・ＳＡ時の荷重，温度がＤＢ設計条件に包絡される場合(※)

ＳＡ設計条件はＤＢ設計条件で代表させる。

※「ＳＡ時の荷重，温度がＤＢ設計条件に包絡される」とは，耐

震設計において考慮する全ての荷重及び温度について，ＳＡを考

慮した条件がＤＢ設計条件に包絡される場合を指す。 

以下では，ＤＢ施設を兼ねるＳＡ施設を対象に，ＳＡ荷重と地

震荷重の組合せ検討において，検討対象とすべき荷重が網羅され

ていることを施設分類(全般施設，原子炉格納容器バウンダリを構

成する設備，原子炉冷却材圧力バウンダリを構成する設備)毎に示

す。 

(2) 継続時間の検討で対象とする条件(荷重・温度)の網羅性

a. 全般施設

【ＤＢ設計条件とＳＡ設計条件の整理】 

全般施設は原子炉冷却材圧力バウンダリを構成する設備 (現ク

ラス１機器(ＪＥＡＧ４６０１においては，第１種機器))と原子炉

格納容器バウンダリを構成する設備(現クラスＭＣ容器(ＪＥＡＧ

４６０１においては，第２種容器))以外の施設となることから，

ＤＢ施設としての設計ではＪＥＡＧ４６０１に記載の「クラス２，

３，４(ＪＥＡＧ４６０１においては第３，４，５種)」及び「そ

の他」の組合せに基づくことになる。したがって，全般施設は運

転状態Ⅰ～Ⅲ※1 を考慮して設定した設計用荷重ＰD，ＭD(以下「Ｄ

Ｂ設計荷重」という。)及び温度条件とＳｓを組み合わせている。 

このことから，ＳＡ施設としての設計においては，ＳＡ時の荷
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重がＤＢ設計荷重を超える場合は，ＳＡ時の荷重をもとに新たに

設定した設計荷重（以下「ＳＡ設計荷重」という。）とＳｓを組み

合わせる。また，ＳＡ時の荷重がＤＢ設計荷重以下の場合は，Ｄ

Ｂ設計荷重とＳｓとの組合せの評価で代表させる。温度条件につ

いても同様に扱う。 

※１：ＥＣＣＳ等については運転状態Ⅳ(L)も含む。その理由は以

下のとおり。 

ＥＣＣＳ等については，JEAG4601・補-1984において，運転状態

Ⅳ(L)に対する許容応力状態がⅠA
*と定められており，ⅠA

*の定義

としては，「ＥＣＣＳ等のように運転状態Ⅳ(L)が設計条件となっ

ているものに対する許容応力状態で許容応力状態ⅠAに準ずる。」

とされている。 

つまり，ＥＣＣＳ等については，運転状態Ⅰ～Ⅲだけでなく，

運転状態Ⅳ(L)も設計条件となっており，運転状態Ⅰ～Ⅳ(L)を考

慮してＤＢ設計条件（荷重・温度）を設定している。 

なお，JEAG4601においては荷重の組合せの考え方は，運転状態

Ⅰ～ⅢとＳ２を，運転状態Ⅳ(L)とＳ１を組み合わせることとなっ

ているが，実設計においては，設計用荷重であるPD，MDを用いて設

計を行うことから，運転状態Ⅰ～Ⅳ(L)を包絡するようにPD，MDを

設定し，それらとＳｓを組み合わせている。 

ここで，旧指針においては，耐震Ａｓ，Ａ，Ｂ，Ｃクラスとい

うクラス分類がなされていたことから，耐震Ａクラスの設備にお

いては，Ｓ２との組合せは実施せず，Ｓ１との組合せにより設計が

なされていた。一方，現在の規制基準においては，耐震Ａ・Ａs

クラスを統合して，耐震Ｓクラスとし，Ｓｓ，Ｓｄ双方との組合

せで設計することとなっていることから，上述のとおり，PD，MD

とＳｓの組合せを実施することになる。 

【継続時間の検討における対象条件の網羅性】 

ＤＢ設計においてＳｓ，Ｓｄとの組合せを行う荷重，温度条件は，

「ＤＢ設計荷重・温度」の一種類であるため，継続時間としてこ

の条件を超える時間を検討している。 

重がＤＢ設計荷重を超える場合は，ＳＡ時の荷重を元に新たに設

定した設計荷重（以下「ＳＡ設計荷重」という。）とＳｓを組合せ

る。また，ＳＡ時の荷重がＤＢ設計荷重以下の場合は，ＤＢ設計

荷重とＳｓとの組合せの評価で代表させる。温度条件についても

同様に扱う。 

※１：ＥＣＣＳ等については運転状態Ⅳ（L）も含む。その理由は

以下のとおり。 

ＥＣＣＳ等については，JEAG4601・補-1984 において，運転状

態Ⅳ(L)に対する許容応力状態が IA
*と定められており，IA

*の定義

としては，「ＥＣＣＳ等のように運転状態Ⅳ(L)が設計条件となっ

ているものに対する許容応力状態で許容応力状態 IA に準ずる。」

とされている。 

つまり，ＥＣＣＳ等については，運転状態Ⅰ～Ⅲだけでなく，

運転状態Ⅳ(L)も設計条件となっており，運転状態Ⅰ～Ⅳ(L)を考

慮してＤＢ設計条件（荷重・温度）を設定している。 

なお，JEAG4601においては荷重の組合せの考え方は，運転状態

Ⅰ～ⅢとＳＳを，運転状態Ⅳ(L)とＳｄと組み合わせることとなっ

ているが，実設計においては，設計用荷重である PＤ，MＤを用いて

設計を行うことから，運転状態Ⅰ～Ⅳ(L)を包絡するようにを設定

し，それらとＳｓを組み合わせている。 

ここで，旧指針においては，耐震Ａｓ，Ａ，Ｂ，Ｃクラスとい

うクラス分類がなされていることから，耐震Ａクラスの設備にお

いては，Ｓｓとの組合せは実施せず，Ｓ１との組合せにより設計が

なされていた。一方，現在の規制基準においては，耐震Ａs，Ａク

ラスを統合して，耐震Ｓクラスとし，Ｓｓ，Ｓｄ双方との組合せ

で設計することとなっていることから，上述のとおり，PＤ，MＤと

Ｓｓの組合せを実施することになる。 

【継続時間の検討における対象条件と網羅性】 

ＤＢ設計においてＳｓ，Ｓｄとの組合せを行う荷重，温度条件

は，「ＤＢ設計荷重・温度」の一種類であるため，継続時間として

この条件を超える時間を検討している。 

重がＤＢ設計荷重を超える場合は，ＳＡ時の荷重をもとに新たに

設定した設計荷重(以下「ＳＡ設計荷重」という。)とＳｓを組み

合わせる。また，ＳＡ時の荷重がＤＢ設計荷重以下の場合は，Ｄ

Ｂ設計荷重とＳｓとの組合せの評価で代表させる。温度条件につ

いても同様に扱う。 

※１：ＥＣＣＳ等については運転状態Ⅳ(L)も含む。その理由は以

下のとおり。 

ＥＣＣＳ等については，ＪＥＡＧ４６０１・補－1984 において，

運転状態Ⅳ(L)に対する許容応力状態がⅠA
＊と定められており，ⅠA

＊の定義としては，「ＥＣＣＳ等のように運転状態Ⅳ(L)が設計条件

となっているものに対する許容応力状態で許容応力状態ⅠA に準

ずる。」とされている。 

つまり，ＥＣＣＳ等については，運転状態Ⅰ～Ⅲだけでなく，

運転状態Ⅳ(L)も設計条件となっており，運転状態Ⅰ～Ⅳ(L)を考

慮してＤＢ設計条件(荷重・温度)を設定している。 

なお，ＪＥＡＧ４６０１においては荷重の組合せの考え方は，

運転状態Ⅰ～ⅢとＳ２を，運転状態Ⅳ(L)とＳ１を組み合わせること

となっているが，実設計においては，設計用荷重であるＰD，ＭD を

用いて設計を行うことから，運転状態Ⅰ～Ⅳ(L)を包絡するように

ＰD，ＭD を設定し，それらとＳｓを組み合わせている。 

ここで，旧指針においては，Ａｓ，Ａ，Ｂ，Ｃクラスというク

ラス分類がなされていたことから，Ａクラスの設備においては，

Ｓ２との組合せは実施せず，Ｓ１との組合せにより設計がなされて

いた。一方，現在の規制基準においては，Ａｓ，Ａクラスを統合

して，Ｓクラスとし，Ｓｓ，Ｓｄ双方との組合せで設計すること

となっていることから，上述のとおり，ＰD，ＭD とＳｓの組合せ

を実施することになる。 

【継続時間の検討における対象条件の網羅性】 

ＤＢ設計においてＳｓ，Ｓｄとの組合せを行う荷重，温度条件

は，「ＤＢ設計荷重・温度」の一種類であるため，継続時間として

この条件を超える時間を検討している。 
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添付6.1表 全般施設の荷重組合せで用いる地震以外の荷重と温度

条件 

添付 6－1表 全般施設の荷重組合せで用いる地震以外の荷重と

温度条件 

添付 6－1表 全般施設の荷重組合せで用いる地震以外の荷重と

温度条件 
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ｂ．ＰＣＶ 

【ＤＢ設計条件とＳＡ設計条件の整理】 

ＤＢ設計での組合せではJEAG4601に記載のとおり，運転状態Ⅰ

～Ⅲの荷重はＳｓと組み合わせ，また運転状態Ⅳ(L)の荷重はＳｄ

と組み合わせている。 

ここで，ＰＣＶの運転状態Ⅰ～Ⅲの荷重・温度は通常運転状態

と同じ，また，運転状態Ⅳ(L)（ＬＯＣＡ後長期間経過した状態）

の荷重・温度は，運転状態I～Ⅲの条件よりも厳しい条件となって

いることから，ＤＢ設計で考慮している荷重条件は次の2種類とな

る。 

・運転状態Ⅰ～Ⅲを踏まえて設定した条件：通常運転時圧力・温

度 

・運転状態Ⅳ(L)を踏まえて設定した条件 ：ＬＯＣＡ後の最大内

圧・温度 

以上を踏まえ，ＰＣＶのＳＡ施設としての設計においては，組

合せを検討する条件として，以下の2種類を設定し，それぞれの継

続時間を考慮して実際の組合せを設定している。 

•ＳＡ発生後の最大荷重・温度

•ＳＡ後の長期(LL)における荷重・温度

【継続時間の検討における対象条件の網羅性】 

ＤＢにおいては，以下の組合せに対する設計を行っている。 

・ 通常運転時圧力＋Ｓｓ

・ ＬＯＣＡ後の最大内圧＋Ｓｄ

ＳＡにおける設計条件（組合せ）は，このＤＢ設計条件への包絡

性を踏まえ 

① Ａ後の長期(LL)荷重＋Ｓｓ

→Ｓｓには，継続時間を考慮して長期(LL)荷重（2×10-1年以降）

を組み合わせる。

②ＳＡ発生後の最大荷重（有効性評価結果の最高圧力・最高温度）

＋Ｓｄ

→Ｓｄには，継続時間を考慮して最大となる荷重（有効性評価結

果の最高圧力・最高温度）を組み合わせる。

ｂ．ＰＣＶ 

【ＤＢ設計条件とＳＡ設計条件の整理】 

ＤＢ設計での組合せでは，JEAG4601に記載のとおり，運転状態

Ⅰ～Ⅲの荷重はＳｓと組み合わせ，また運転状態Ⅳ(L)の荷重はＳ

ｄと組み合わせている。 

ここで，ＰＣＶの運転状態Ⅰ～Ⅲの荷重・温度は通常運転状態

と同じ，また，運転状態Ⅳ(L)（ＬＯＣＡ後長期間経過した状態）

の荷重・温度は，運転状態Ⅰ～Ⅲの条件よりも厳しい条件となっ

ているこいとから，ＤＢ設計で考慮している荷重条件は次の 2 種

類となる。 

・運転状態Ⅰ～Ⅲを踏まえて設定した条件：通常運転時圧力・温

度 

・運転状態Ⅳ(L)を踏まえて設定した条件：ＬＯＣＡ後の最大内

圧・温度 

以上を踏まえ，ＰＣＶのＳＡ施設としての設計においては，組

合せを検討する条件として，以下の 2 種類を設定し，それぞれの

継続時間を考慮して実際の組合せを設定している。 

・ＳＡ後の長期(L)における荷重・温度

・ＳＡ後の長期(LL)における荷重・温度

【継続時間の検討における対象条件の網羅性】 

ＤＢにおいては，以下の組合せに対する設計を行っている。 

・通常運転圧力＋Ｓｓ

・ＬＯＣＡ後の最大圧力＋Ｓｄ

ＳＡにおける設計条件（組合せ）は，このＤＢ設計条件への包絡

性を踏まえ， 

① ＳＡ後の長期(LL)荷重＋Ｓｓ

→Ｓｓには，継続時間を考慮して長期(LL)荷重(2×10－１年以降)

を組み合わせる。

② ＳＡ後の長期(L)荷重（ＳＡ後の最高圧力・温度）＋Ｓｄ

→Ｓｄには，継続時間を考慮して長期(L)荷重(10－２～2×10－１年)

を組み合わせる。

b. 原子炉格納容器バウンダリを構成する設備

【ＤＢ設計条件とＳＡ設計条件の整理】 

ＤＢ設計での組合せでは，ＪＥＡＧ４６０１に記載のとおり，

運転状態Ⅰ～Ⅲの荷重はＳｓと組み合わせ，また運転状態Ⅳ(L)

の荷重はＳｄと組み合わせている。 

ここで，ＰＣＶの運転状態Ⅰ～Ⅲの荷重・温度は通常運転状態

と同じ，また，運転状態Ⅳ(L)（ＬＯＣＡ後長期間経過した状態）

の荷重・温度は，運転状態Ⅰ～Ⅲの条件よりも厳しい条件となっ

ていることから，ＤＢ設計で考慮している荷重条件は次の２種類

となる。 

・運転状態Ⅰ～Ⅲを踏まえて設定した条件：通常運転時圧力・温

度 

・運転状態Ⅳ(L)を踏まえて設定した条件：ＬＯＣＡ後の最大内

圧・温度 

以上を踏まえ，ＰＣＶのＳＡ施設としての設計においては，組

合せを検討する条件として，以下の２種類を設定し，それぞれの

継続時間を考慮して実際の組合せを設定している。 

・ＳＡ発生後の最大荷重・温度

・ＳＡ後の長期(LL)における荷重・温度

【継続時間の検討における対象条件の網羅性】 

ＤＢにおいては，以下の組合せに対する設計を行っている。 

・通常運転時圧力+Ｓｓ

・ＬＯＣＡ後の最大内圧+Ｓｄ

ＳＡにおける設計条件(組合せ)は，このＤＢ設計条件への包絡性

を踏まえ 

① ＳＡ後の長期(LL)荷重+Ｓｓ

→Ｓｓには，継続時間を考慮して長期(LL)荷重（2×10－1年以降）

を組み合わせる。

② ＳＡ発生後の最大荷重（有効性評価結果の最高圧力・最高温

度）＋Ｓｄ 

→Ｓｄには，継続時間を考慮して最大となる荷重（有効性評価結

果の最高圧力・最高温度）を組み合わせる。
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添付6.2表 ＰＣＶの荷重組合せで用いる地震以外の荷重と温度 添付 6－2 表 ＰＣＶの荷重組合せで用いる地震以外の荷重と温度条

件 

添付 6－2表 ＰＣＶの荷重組合せで用いる地震以外の荷重と温

度条件 

39-190



 

柏崎刈羽原子力発電所 ６／７号炉 （2017.12.20版） 東海第二発電所（2018.9.18版） 島根原子力発電所 ２号炉 備考 

ｃ．ＲＰＶ 

【ＤＢ設計条件とＳＡ設計条件の整理】 

ＤＢ設計での組合せではJEAG4601に記載のとおり，運転状態Ⅰ

～Ⅲの荷重はＳｓと組合せ，また運転状態Ⅳ(L)の荷重はＳｄと組

み合わせている。 

ここで，ＲＰＶの運転状態Ⅰ～Ⅲを踏まえて設定される圧力・

温度は運転状態Ⅱ（給水流量の全喪失又はタービントリップ）で

あり，これは運転状態Ⅳ(L)（ＬＯＣＡ後長期間経過した状態）の

圧力・温度より高いため，実際の評価では「給水流量の全喪失又

はタービントリップ」による圧力・温度とＳｓ，Ｓｄを組み合わ

せて評価している。 

以上を踏まえ，ＲＰＶのＳＡ施設としての設計においては，組

合せを検討する荷重として，ＳＡ後長期(L)荷重・温度を設定する。

ＳＡにおける設計条件（組合せ）は，このＤＢ設計条件への包絡

性を踏まえＳＡ後の長期(LL)荷重とＳｓ，ＳＡ後の長期(L)荷重と

Ｓｄを組み合わせる方針とする。 

【継続時間の検討における対象条件の網羅性】 

ＤＢにおいては，以下の組合せに対する設計を行っている。 

・給水流量の全喪失又はタービントリップ＋Ｓｓ

・給水流量の全喪失又はタービントリップ＋Ｓｄ

ＳＡにおける設計条件（組合せ）は，このＤＢ設計条件への包絡

性を踏まえ 

① Ａ後の長期(LL)荷重＋Ｓｓ

→Ｓｓには，継続時間を考慮して長期(LL)荷重（2×10-1年以降）

を組み合わせる。

③ Ａ後の長期(L)荷重（ＳＡ後の最高圧力・温度）＋Ｓｄ

→Ｓｄには，継続時間を考慮して長期(L)荷重（10-2～2×10-1年）

を組み合わせる。

添付6.3表 ＲＰＶの荷重組合せで用いる地震以外の荷重と温度条

件 

ｃ．ＲＰＶ 

【ＤＢ設計条件とＳＡ設計条件の整理】 

ＤＢ設計での組合せでは，JEAG4601に記載のとおり，運転状態Ⅰ

～Ⅲの荷重はＳｓと組み合わせ，また運転状態Ⅳ(L)の荷重はＳｄ

と組み合わせている。 

ここで，ＲＰＶの運転状態Ⅰ～Ⅲを踏まえて設定される圧力・温

度は運転状態Ⅱ（全給水流量喪失又はタービントリップ）であり，

これは運転状態Ⅳ(L)（ＬＯＣＡ後長期間経過した状態）の圧力・

温度より高いため，実際の評価では，「全給水流量喪失又はタービ

ントリップ」による圧力・温度とＳｓ，Ｓｄを組み合わせて評価

している。 

以上を踏まえ，ＲＰＶのＳＡ施設としての設計においては，組

合せを検討する荷重として，ＳＡ後の長期(L)荷重・温度を設定す

る。ＳＡにおける設計条件（組合せ）は，このＤＢ設計条件への

包絡性を踏まえＳＡ後の長期(LL)荷重とＳｓ，ＳＡ後の長期(L)

荷重とＳｄを組み合わせる方針とする。 

【継続時間の検討における対象条件の網羅性】 

ＤＢにおいては，以下の組合せに対する設計を行っている。 

・全給水流量喪失又はタービントリップ＋Ｓｓ

・全給水流量喪失又はタービントリップ＋Ｓｄ

ＳＡにおける設計条件（組合せ）は，このＤＢ設計条件への包絡

性を踏まえ， 

① ＳＡ後の長期(LL)荷重＋Ｓｓ

→Ｓｓには，継続時間を考慮して長期(LL)荷重(2×10－１年以降)

を組み合わせる。

② ＳＡ後の長期(L)荷重（ＳＡ後の最高圧力・温度）＋Ｓｄ

→Ｓｄには，継続時間を考慮して長期(L)荷重(10－２～2×10－１年)

を組み合わせる。

添付 6－3表 ＲＰＶの荷重組合せで用いる地震以外の荷重と温

度条件 

c. 原子炉冷却材圧力バウンダリを構成する設備

【ＤＢ設計条件とＳＡ設計条件の整理】 

ＤＢ設計での組合せではＪＥＡＧ４６０１に記載のとおり，運

転状態Ⅰ～Ⅲの荷重はＳｓと組合せ，また運転状態Ⅳ(L)の荷重は

Ｓｄと組み合わせている。 

ここで，ＲＰＶの運転状態Ⅰ～Ⅲを踏まえて設定される圧力・

温度は運転状態Ⅱ(全給水流量喪失又はタービントリップ)であ

り，これは運転状態Ⅳ(L)(ＬＯＣＡ後長期間経過した状態)の圧

力・温度より高いため，実際の評価では「全給水流量喪失又はタ

ービントリップ」による圧力・温度とＳｓ，Ｓｄを組み合わせて

評価している。 

以上を踏まえ，ＲＰＶのＳＡ施設としての設計においては，組

合せを検討する荷重として，ＳＡ後長期(L)荷重・温度を設定する。

ＳＡにおける設計条件（組合せ）は，このＤＢ設計条件への包絡

性を踏まえＳＡ後の長期(LL)荷重とＳｓ，ＳＡ後の長期(L)荷重と

Ｓｄを組み合わせる方針とする。 

【継続時間の検討における対象条件の網羅性】 

ＤＢにおいては，以下の組合せに対する設計を行っている。 

・全給水流量喪失又はタービントリップ+Ｓｓ

・全給水流量喪失又はタービントリップ+Ｓｄ

ＳＡにおける設計条件(組合せ)は，このＤＢ設計条件への包絡性

を踏まえ 

① ＳＡ後の長期(LL)荷重+Ｓｓ

→Ｓｓには，継続時間を考慮して長期(LL)荷重（2×10－1年以降）

を組み合わせる。

② ＳＡ後の長期(L)荷重（ＳＡ後の最高圧力・温度）＋Ｓｄ

→Ｓｄには，継続時間を考慮して長期(L)荷重（10－2～2×10－1 年）

を組み合わせる。

添付 6－3表 ＲＰＶの荷重組合せで用いる地震以外の荷重と温

度条件 
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（３）JEAG4601のアプローチを用いた検討

本項では，ＤＢ設備における荷重の組合せ（JEAG4601）と今回

の検討にて用いたＳＡ荷重の組合せの考え方を整理する。 

ａ．JEAG4601における荷重の組合せ検討のアプローチ 

①運転状態の発生確率を設定

②地震の発生確率を設定

③「運転状態の発生確率」，「地震の発生確率」，「継続時間」の積

が10-7/炉年になる継続時間を設定

④10-7/炉年となる継続時間における荷重を，地震と組み合わせる

条件とする

ｂ．今回の検討に用いたＳＡ荷重の組合せ検討のアプローチ 

①ＳＡ事象の発生確率を設定

②地震の発生確率を設定

③「ＳＡ事象の発生確率」，「地震の発生確率」，「継続時間」の積

が10-8/炉年になる継続時間を設定

④10-8/炉年となる継続時間における荷重を，地震と組み合わせる

条件とする

以上より，③，④で用いた組合せの判定基準は，今回のＳＡ荷

重の組合せの検討（10-8/炉年）の方が，JEAG4601における荷重の

組合せ検討（10-7/炉年）のアプローチよりも，保守的な条件とな

っている。 

（４）まとめ

以上のとおり，各施設のＳＡ荷重と組合せの検討では，Ｓｓ，

ＳｄとＳＡ荷重を適切に考慮しており，JEAG4601における検討ア

プローチよりも保守的な条件となっている。 

（３）JEAG4601のアプローチを用いた検討

本項では，ＤＢ設備における荷重の組合せ(JEAG4601)と今回の

検討にて用いたＳＡ荷重の組合せの考え方を整理する。 

ａ．JEAG4601における荷重の組合せ検討のアプローチ 

① 運転状態の発生確率を設定

② 地震の発生確率を設定

③ 「運転状態の発生確率」，「地震の発生確率」，「継続時間」の積

が 10－７／炉年になる継続時間を設定

④ 10－７／炉年となる継続時間における荷重を，地震と組み合わ

せる条件とする。

ｂ．今回の検討に用いたＳＡ荷重の組合せ検討のアプローチ 

① ＳＡ事象の発生確率を設定

② 地震の発生確率を設定

③ 「ＳＡ事象の発生確率」，「地震の発生確率」，「継続時間」の積

が 10－８／炉年になる継続時間を設定

④ 10－８／炉年となる継続時間における荷重を，地震と組み合わ

せる条件とする。

以上より，③，④で用いた組合せの判定基準は，今回のＳＡ荷

重の組合せの検討（10－8／炉年）の方が，JEAG4601 における荷重

の組合せ検討（10－７／炉年）のアプローチよりも，保守的な条件

となっている。 

（４）まとめ

以上のとおり，各施設のＳＡ荷重と組合せの検討では，Ｓｓ，

ＳｄとＳＡ荷重を適切に考慮しており，JEAG4601における検討ア

プローチよりも保守的な条件となっている。 

(3) ＪＥＡＧ４６０１のアプローチを用いた検討

本項では，ＤＢ設備における荷重の組合せ（ＪＥＡＧ４６０１）

と今回の検討にて用いたＳＡ荷重の組合せの考え方を整理する。 

a. ＪＥＡＧ４６０１における荷重の組合せ検討のアプローチ

① 運転状態の発生確率を設定

② 地震の発生確率を設定

③ 「運転状態の発生確率」，「地震の発生確率」，「継続時間」の積

が 10-7/炉年になる継続時間を設定

④ 10-7/炉年となる継続時間における荷重を，地震と組み合わせる

条件とする。

b. 今回の検討に用いたＳＡ荷重の組合せ検討のアプローチ

① ＳＡ事象の発生確率を設定

② 地震の発生確率を設定

③ 「ＳＡ事象の発生確率」，「地震の発生確率」，「継続時間」の積

が 10－8/炉年になる継続時間を設定

④ 10-8/炉年となる継続時間における荷重を，地震と組み合わせる

条件とする。

以上より，③，④で用いた組合せの判定基準は，今回のＳＡ荷

重の組合せの検討（10－8/炉年）の方が，ＪＥＡＧ４６０１におけ

る荷重の組合せ検討（10-7/炉年）のアプローチよりも，保守的な

条件となっている。 

(4) まとめ

以上のとおり，各施設のＳＡ荷重と組合せの検討では，Ｓｓ，

ＳｄとＳＡ荷重を適切に考慮しており，ＪＥＡＧ４６０１におけ

る検討アプローチよりも保守的な条件となっている。 
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添付資料－7. 荷重の組合せ表 

(1) 記号の説明

D ：自重 

PD ：地震と組み合わすべきプラントの運転状態Ⅰ及びⅡ（運転状

態Ⅲがある場合にはこれを含む），又は当該設備に設計上定め

られた最高使用圧力による荷重 

PPSA ：原子炉格納容器の重大事故発生後の最大圧力荷重 

PPSA(LL) ：原子炉格納容器の重大事故における長期圧力荷重（長期

（LL）） 

PRSA(L) ：原子炉冷却材圧力バウンダリの重大事故における長期圧

力荷重(長期(L)) 

PRSA(LL) ：原子炉冷却材圧力バウンダリの重大事故における長期圧

力荷重（長期（LL）） 

PＳＡ ：重大事故における運転状態を考慮して設定した設計圧力に

よる荷重 

M ：地震及び死荷重以外で地震と組み合わすべきプラントの運転

状態（冷却材喪失事故後の状態は除く）で設備に作用している

機械的荷重（各運転状態におけるP及びMについては，安全側に

設定された値（最高使用圧力，設計機械荷重等）を用いてもよ

い。） 

MD ：地震と組み合わすべきプラントの運転状態Ⅰ及びⅡ（運転状

態Ⅲがある場合にはこれを含む），又は当該設備に設計上定め

られた機械的荷重 

TD ：設計基準対象施設の耐震設計上の設計温度 

TＰSA ：原子炉格納容器の重大事故発生後の最大温度（最高使用温

度を用いてもよい。） 

TＰSA(LL) ：原子炉格納容器の重大事故における長期温度（最高使用

温度を用いてもよい。）（長期(LL)） 

TＲSA(L) ：原子炉冷却材圧力バウンダリの重大事故における長期温

度（最高使用温度を用いてもよい。）(長期(L)) 

TＲSA(LL) ：原子炉冷却材圧力バウンダリの重大事故における長期温

度（最高使用温度を用いてもよい。）（長期（LL）） 

TＳＡ ：重大事故における運転状態を考慮して設定した設計温度 

Ta ：重大事故における施設本体の温度，及び施設周囲の雰囲気温

度を考慮して設定した温度 

Ｓｄ ：弾性設計用地震動Ｓｄにより定まる地震力又は静的地震力 

添付資料－7 

荷重の組合せ表 

(1)記号の説明

D：死荷重 

PD：地震と組合すべきプラントの運転状態Ⅰ及びⅡ（運転状態Ⅲ

がある場合にはこれを含む），又は当該設備に設計上定められ

た最高使用圧力による荷重 

PPSA(L)：格納容器の重大事故における長期圧力(長期(L)) 

PPSA(LL)：格納容器の重大事故における長期圧力(長期(LL)) 

PRSA(L)：原子炉冷却材圧力バウンダリの重大事故における長期圧力

(長期(L))  

PRSA(LL)：原子炉冷却材圧力バウンダリの重大事故における長期圧力

(長期(LL))  

PSA：重大事故における運転状態を考慮して設定した設計圧力 

M:地震及び死荷重以外で地震と組合すべきプラントの運転状態

（冷却材喪失事故後の状態は除く）で設備に作用している機械

的荷重（各運転状態における P及び Mについては，安全側に設

定された値（最高使用圧力，設計機械荷重等）を用いてもよい。） 

MD：地震と組合すべきプラントの運転状態Ⅰ及びⅡ（運転状態Ⅲ

がある場合にはこれを含む），又は当該設備に設計上定められ

た機械的荷重 

TD：設計基準対象施設の耐震設計上の温度 

TPSA：格納容器の重大事故における長期温度（最高使用温度を用い

てもよい。） 

TRSA(L)：原子炉冷却材圧力バウンダリの重大事故における長期温度

(最高使用温度を用いてもよい。 

TSA：重大事故における運転状態を考慮して設定した設計温度 

TD：重大事故における施設本体の温度，及び施設周辺の雰囲気温

度を考慮して設定した温度 

Sd:弾性設計用地震動Ｓｄにより定まる地震力又は静的地震力 

添付資料７ 

荷重の組合せ表 

(1) 記号の説明

Ｄ：自重（ＪＥＡＧ４６０１・補－1984 では「死荷重」と記載） 

ＰD：地震と組み合わせるべきプラントの運転状態Ⅰ及びⅡ(運転

状態Ⅲがある場合にはこれを含む)，又は当該設備に設計上定

められた最高使用圧力による荷重 

ＰPSA：原子炉格納容器の重大事故発生後の最大圧力荷重 

ＰPSA(L)：原子炉格納容器の重大事故における長期圧力(長期(L)) 

ＰPSA(LL)：原子炉格納容器の重大事故における長期圧力荷重（長期

(LL)） 

ＰRSA(L)：原子炉冷却材圧力バウンダリの重大事故における長期圧

力荷重（長期(L)） 

ＰRSA(LL)：原子炉冷却材圧力バウンダリの重大事故における長期圧

力荷重（長期(LL)） 

ＰSA：重大事故における運転状態を考慮して設定した設計圧力によ

る荷重 

Ｍ ：地震及び死荷重以外で地震と組み合わせるべきプラントの運

転状態(冷却材喪失事故後の状態は除く)で設備に作用してい

る機械的荷重(各運転状態におけるＰ及びＭについては，安全

側に設定された値(最高使用圧力，設計機械荷重等)を用いて

もよい。) 

ＭD：地震と組み合わすべきプラントの運転状態Ⅰ及びⅡ(運転状

態Ⅲがある場合にはこれを含む)，又は当核設備に設計上定め

られた機械的荷重 

ＴD：設計基準対象施設の耐震設計上の設計温度 

ＴPSA：原子炉格納容器の重大事故発生後の最大温度(最高使用温度

を用いてもよい。) 

ＴPSA(LL)：原子炉格納容器の重大事故における長期温度(最高使用温 

度を用いてもよい。) （長期(LL)） 

ＴRSA(L)：原子炉冷却材圧力バウンダリの重大事故における長期温

度(最高使用温度を用いてもよい。) （長期(L)） 

ＴRSA(LL)：原子炉冷却材圧力バウンダリの重大事故における長期温

度（最高使用温度を用いてもよい。）（長期（LL）） 

ＴSA：重大事故における運転状態を考慮して設定した設計温度 

Ｔa ：重大事故における施設本体の温度及び施設周囲の雰囲気温

度を考慮して設定した温度 

Ｓｄ：弾性設計用地震動Ｓｄにより定まる地震力，又は静的地震 
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Ｓｓ ：基準地震動Ｓｓにより定まる地震力 

ⅣAS ：JSME S NC1の供用状態D相当の許容応力を基準として，そ

れに地震により生じる応力に対する特別な応力制限を加え

た許容応力状態 

ⅤAS ：運転状態Ⅴ相当の応力評価を行う許容応力を基本として，

それに地震により生じる応力に対する特別な応力制限を加

えた許容応力状態 

Ss：基準地震動ＳＳにより定まる地震力 

ⅣAS：JSME S NC1 の供用状態 D 相当の許容応力を基準として，そ

れに地震により生じる応力に対する特別な応力制限を加えた

許容応力状態 

ⅤAS：運転状態Ⅴ相当の応力評価を行う許容応力を基本として， 

それに地震により生じる応力に対する特別な応力制限を加 

えた許容応力状態 

力 

Ｓｓ：基準地震動Ｓｓにより定まる地震力 

ⅣAS：JSME S NC1 の供用状態Ｄ相当の許容応力を基準として，そ

れに地震により生じる応力に対する特別な応力制限を加え

た許容応力状態 

ⅤAS：運転状態Ⅴ相当の応力評価を行う許容応力を基本として，

それに地震により生じる応力に対する特別な応力制限を加えた許

容応力状態 
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(2) 荷重の組合せ表

※1 ＤＢ施設を兼ねるＳＡ施設について考慮する。

※2 ⅤASの許容限界は，ⅣASと同じものを適用する。

(2)荷重の組合せ表

※１：ＤＢ施設を兼ねるＳＡ施設についても考慮する。

※２：ⅤＡＳの許容限界は，ⅣＡＳと同じものを適用する。

(2) 荷重の組合せ表

※1 ＤＢ施設を兼ねるＳＡ施設について考慮する。

※2 ⅤAS の許容限界は，ⅣAS と同じものを適用する。
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添付資料－8. 重大事故時の荷重条件の妥当性について 

（1） はじめに

重大事故時の耐震評価においては，地震力と重大事故時の原子

炉冷却材圧力バウンダリ(ＲＰＶ)及び原子炉格納容器(ＰＣＶ)に

かかる圧力・温度を組み合わせる場合，耐震評価に用いる圧力・

温度は高い方が評価結果は厳しくなる。したがって，重大事故時

の耐震評価における地震力と組み合わせる圧力・温度条件として

は，有効性評価結果の中から事象発生時のＲＰＶ及びＰＣＶにか

かる最高圧力及び最高温度を選定することとし，全ての事故シー

ケンスグループ等のうち，ＲＰＶ及びＰＣＶの圧力・温度が最も

厳しくなるものを選定することとした。 

選定した事故シーケンスグループ等の有効性評価では，不確か

さの影響評価（別紙1参照）を行っており，解析コードにおける重

要物理現象及び解析条件（初期条件，事故条件，機器条件）に対

して，評価項目となるパラメータに与える不確かさの影響につい

て評価している。 

有効性評価における解析条件設定は，解析条件及び解析コード

の不確かさを考慮して，現実的な条件を基本としつつ，原則，評

価項目となるパラメータに対して余裕が小さくなるような設定と

することとしており（別紙2～別紙4参照），耐震評価に用いるＲＰ

Ｖ及びＰＣＶ圧力・温度条件として，有効性評価結果から得られ

る最高圧力・温度を用いることとした。 

耐震評価に用いる重大事故時の地震力と組み合わせるＲＰＶ及

びＰＣＶの具体的な圧力・温度条件について，次項以降に示す。 

（2） 耐震評価で用いるＲＰＶの圧力・温度について

ＲＰＶの圧力・温度が最高となる事故シーケンスは，有効性評

価で考慮する全ての事故シーケンスグループ等のうち，「原子炉停

止機能喪失」であり，ＡＴＷＳで考慮する運転中の異常な過渡変 

添付資料－8 

重大事故時の荷重条件の妥当性について 

(1) はじめに

重大事故時の耐震評価においては，地震力と重大事故時の原子

炉冷却材圧力バウンダリ及び格納容器にかかる圧力・温度を組み

合わせる場合，耐震評価に用いる圧力・温度は高い方が評価結果

は厳しくなる。したがって，重大事故時の耐震評価における地震

力と組み合わせる圧力・温度条件としては，有効性評価結果の中

から事象発生時の原子炉冷却材圧力バウンダリ及び格納容器にか

かる最高圧力及び最高温度を選定することとし，全ての事故シー

ケンスグループ等のうち，原子炉冷却材圧力バウンダリ及び格納

容器の圧力・温度が最も厳しくなるものを選定することとした。 

選定した事故シーケンスグループ等の有効性評価では，不確か

さの影響評価（別紙 1 参照）を行っており，解析コードにおける

重要物理現象及び解析条件（初期条件，事故条件，機器条件）に

対して，評価項目となるパラメータに与える不確かさの影響につ

いて評価している。 

有効性評価における解析条件設定は，解析条件及び解析コード

の不確かさを考慮して，設計値を用いるか又は評価項目となるパ

ラメータに対して余裕が小さくなるような設定とすることとして

おり（別紙 2から別紙 4参照），解析コード及び解析条件の不確か

さについて確認した結果，評価項目となるパラメータに与える影

響は小さいことを確認していることから，耐震評価に用いる原子

炉冷却材圧力バウンダリ及び格納容器の圧力・温度条件として，

不確かさは考慮せず，有効性評価結果から得られる最高圧力・温

度に基づいた保守的な圧力・温度を用いることとした。 

耐震評価に用いる重大事故時の地震力と組み合わせる原子炉冷

却材圧力バウンダリ及び格納容器の具体的な圧力・温度条件につ

いて次項以降に示す。 

(2) 耐震評価で用いる原子炉冷却材圧力バウンダリの圧力・温

度について 

原子炉冷却材圧力バウンダリにかかる圧力及び温度が最高とな

る事故シーケンスは，有効性評価で考慮する全ての事故シーケン

スグループ等のうち，「原子炉停止機能喪失」であり，ＡＴＷＳで

添付資料８ 

重大事故時の荷重条件等の妥当性について 

(1) はじめに

重大事故時の耐震評価においては，地震力と重大事故時の原子

炉冷却材圧力バウンダリ（ＲＰＶ）及び原子炉格納容器（ＰＣＶ）

にかかる荷重を組み合わせる場合，耐震評価に用いる圧力・温度

は高い方が評価結果は厳しくなる。したがって，重大事故時の耐

震評価における地震力と組み合わせる荷重条件としては，有効性

評価結果の中から事象発生時のＲＰＶ及びＰＣＶにかかる最高圧

力及び最高温度を選定することとし，全ての事故シーケンスグル

ープ等のうち，ＲＰＶ及びＰＣＶの荷重が最も厳しくなるものを

選定することとした。 

選定した事故シーケンスグループ等の有効性評価では，不確か

さの影響評価（別紙１参照）を行っており，解析コードにおける

重要物理現象及び解析条件（初期条件，事故条件，機器条件）に

対して，評価項目となるパラメータに与える不確かさの影響につ

いて評価している。 

有効性評価における解析条件設定は，解析条件及び解析コード

の不確かさを考慮して，現実的な条件を基本としつつ，原則，評

価項目となるパラメータに対して余裕が小さくなるような設定と

することとしており，（別紙２～別紙４参照），耐震評価に用いる

ＲＰＶ及びＰＣＶの荷重条件として，有効性評価結果から得られ

る最高圧力・温度を用いることとした。 

また，重大事故時の耐震評価において考慮する水位条件等につ

いても有効性評価結果を踏まえて設定する。 

重大事故時の耐震評価に用いる荷重条件等について，次項以降

に示す。 

(2) 耐震評価で用いるＲＰＶの荷重について

ＲＰＶの圧力・温度が最高となる事故シーケンスは，有効性評

価で考慮する全ての事故シーケンスグループ等のうち，「原子炉停

止機能喪失」であり，ＡＴＷＳで考慮する運転中の異常な過渡変 

・記載方針の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

　Mark-Ⅰ型原子炉格納

容器の耐震評価には，

原子炉格納容器の水位

も影響することから，

島根２号炉では水位条

件等の設定を説明

（以下，①の相違） 
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化のうち，過渡事象として主蒸気隔離弁の誤閉止の発生を仮定す

るとともに，原子炉自動停止機能が喪失する事象であり，緩和措

置がとられない場合には，原子炉出力が維持されるため，原子炉

圧力容器が高温・高圧状態となる。 

「原子炉停止機能喪失」の炉心損傷防止対策は，主として当該事 

故の発生防止のために代替制御棒挿入機能（ＡＲＩ）を備えてお 

り，プラント過渡事象が発生し，通常のスクラム機能が，電気的 

な故障により喪失した場合に，後備の手段としてARIを作動させる 

ことにより原子炉停止機能を確保することとなる。有効性評価 

では，このARIの機能に期待せず，最も厳しい過渡事象として主蒸 

気隔離弁の閉止を条件とし，これによる原子炉圧力上昇による反 

応度投入，また，主蒸気隔離弁の閉止に伴う給水過熱喪失による 

反応度投入を評価している。これに対し，原子炉出力を抑制する 

ための代替冷却材再循環ポンプ・トリップ機能，運転員による原 

子炉水位維持操作（自動減圧系の自動起動阻止含む）及びほう酸 

水注入系による原子炉未臨界操作により原子炉を未臨界へ移行さ 

せることとなる。 

この事故シーケンスにおけるＳＡ発生後の原子炉圧力の最高

値，原子炉冷却材温度の最高値を添付8.1表に示す。スクラムを前

提とした他の事故シーケンスグループ等と比較し，最も早く原子

炉圧力が上昇する事象である。 

添付8.1表に示す原子炉停止機能喪失の有効性評価における解

析条件設定は，解析条件及び解析コードの不確かさを考慮して，

現実的な条件を基本としつつ，原則，評価項目となるパラメータ

に対して余裕が小さくなるような設定とすることとしている。ま

た，不確かさの影響評価を行っており，添付8.1表に示す評価結果

より高くなる。しかしながら，短期荷重の継続時間として考慮す

る時間設定として，事象発生後に低温停止状態に至る時間を包絡

するものとしているため，結果として不確かさの重畳の影響はな

い。 

「原子炉停止機能喪失」の過渡応答図を添付8.1図～8.2図に示

す。原子炉圧力は10秒以内に代替冷却材再循環ポンプ・トリップ

機能による原子炉出力の低下により，耐震設計上の設計圧力であ

る8.38MPa[gage]を下回っている。また，冷却材温度も，原子炉圧 

考慮する運転時の異常な過渡変化のうち，過渡事象として主蒸気

隔離弁の誤閉止の発生を仮定するとともに，原子炉自動停止機能

が喪失する事象であり，緩和措置がとられない場合には，原子炉

出力が維持されるため，原子炉圧力容器が高温・高圧状態となる。 

「原子炉停止機能喪失」の炉心損傷防止対策は，主として当該

事故の発生防止のために代替制御棒挿入機能（以下「ＡＲＩ」と

いう。）を備えており，プラント過渡事象が発生し，通常のスクラ

ム機能が，電気的な故障により喪失した場合に，後備の手段とし

てＡＲＩを作動させることにより原子炉停止機能を確保すること

となる。有効性評価では，このＡＲＩの機能に期待せず，最も厳

しい過渡事象として主蒸気隔離弁の閉止を条件とし，これによる

原子炉圧力上昇による反応度投入，また，主蒸気隔離弁の閉止に

伴う給水加熱喪失による反応度投入を評価している。これに対し，

原子炉出力を抑制するためのＡＴＷＳ緩和設備（代替原子炉再循

環ポンプトリップ機能），運転員による原子炉水位維持操作（自動

減圧系の自動起動阻止含む）及びほう酸水注入系による原子炉未

臨界操作により原子炉を未臨界へ移行させることとなる。 

この事故シーケンスにおけるＳＡ発生後の原子炉圧力の最高

値，原子炉冷却材温度の最高値を添付 8－1表に示す。スクラムを

前提とした他の事故シーケンスグループ等と比較し，最も早く原

子炉圧力が上昇する事象である。 

添付 8－1表に示す「原子炉停止機能喪失」の有効性評価におけ

る解析条件設定は，解析条件及び解析コードの不確かさを考慮し

て，設計値を用いるか又は評価項目となるパラメータに対して余

裕が小さくなるような設定とすることとしている。また，不確か

さの影響評価を行っており，その結果として，解析コード及び解

析条件の不確かさについて操作への影響を含めて確認した結果，

評価項目となるパラメータに与える影響は小さいことを確認して

いることから，ここでは不確かさは考慮しない。 

「原子炉停止機能喪失」の過渡応答図を添付 8－1図及び添付 8

－2図に示す。原子炉圧力は 10秒以内にＡＴＷＳ緩和設備（代替

再循環系ポンプトリップ機能）による原子炉出力の低下により，

耐震設計上の設計圧力である約 8.14MPa[gage]を下回っている。 

化のうち，過渡事象として主蒸気隔離弁の誤閉止の発生を仮定す

るとともに，原子炉自動停止機能が喪失する事象であり，緩和措

置がとられない場合には，原子炉出力が維持されるため，原子炉

圧力容器が高温・高圧状態となる。スクラムを前提とした他の事

故シーケンスグループ等と比較し，最も早く原子炉圧力が上昇す

る事象である。 

「原子炉停止機能喪失」の炉心損傷防止対策は，主として当該

事故の発生防止のために代替制御棒挿入機能（ＡＲＩ）を備えて

おり，プラント過渡事象が発生し，通常のスクラム機能が，電気

的な故障により喪失した場合に，後備の手段としてＡＲＩを作動

させることにより原子炉停止機能を確保することとなる。有効性

評価では，このＡＲＩの機能に期待せず，最も厳しい過渡事象と

して主蒸気隔離弁の閉止を条件とし，これによる原子炉圧力上昇

による反応度投入，また，主蒸気隔離弁の閉止に伴う給水過熱喪

失による反応度投入を評価している。これに対し，原子炉出力を

抑制するための代替原子炉再循環ポンプトリップ機能，運転員に

よる原子炉水位維持操作（自動減圧系の自動起動阻止含む）及び

ほう酸水注入系による原子炉未臨界操作により原子炉を未臨界へ

移行させることとなる。重大事故時において，ＲＰＶの耐震評価

で考慮する事故シーケンス選定の考え方を添付 8.1表に示す。 

選定した事故シーケンス「原子炉停止機能喪失」の過渡応答図

を添付 8.1 図～8.2 図に示す。原子炉圧力は 10 秒以内に代替原

子炉再循環ポンプトリップ機能による原子炉出力の低下により，

耐震設計上の設計圧力である 8.28MPa[gage]を下回っている。 

柏崎 6/7 号炉及び東海

第二の(2)項内に同一記

載あり（差異なし） 

柏崎 6/7号炉の添付 8.3

表及び東海第二の添付

8-3表に対応

島根 2 号炉における(2)

項内に同一記載あり（差

異なし） 

・設計値の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 
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力の上昇に伴う飽和蒸気温度の上昇により，耐震設計上の設計温

度をわずかに超過するが，原子炉圧力の低下に伴い，同様に低下

する傾向となる。長期的な観点では，事象発生後10秒以降，逃が

し安全弁による原子炉圧力制御が行われ，原子炉圧力はほぼ一定

で推移する。 

事象発生後11分で運転員がほう酸注入系によるほう酸水の注入 

を開始することにより，原子炉出力は崩壊熱レベルまで速やかに

低下する。その後，運転員が原子炉の減圧，除熱及び残留熱除去

系による炉心冷却を行うことにより，低温停止状態に至る。 

以上より，事象発生直後の圧力上昇以降，ＲＰＶの圧力・温度 

は，ＤＢ施設の耐震設計上の設計圧力・温度を十分に下回る。 

添付8.1表 原子炉冷却材圧力バウンダリのＳＡ時の圧力・温度（有

効性評価結果） 

また，冷却材温度も，原子炉圧力の上昇に伴う飽和蒸気温度が上

昇するが，耐震設計上の設計温度である 301℃を下回っている。

長期的な観点では，事象発生後 10秒以降，逃がし安全弁（逃がし

弁機能）による原子炉圧力制御が行われ，原子炉圧力はほぼ一定

で推移する。 

運転員がほう酸注入系を起動し，事象発生後 9分 30秒にほう酸

水の注入が開始されることにより，原子炉出力は崩壊熱レベルま

で速やかに低下する。その後，運転員が原子炉の減圧，除熱及び

残留熱除去系による炉心冷却を行うことにより，低温停止状態に

至る。 

以上より，事象発生直後の圧力上昇以降，原子炉冷却材圧力バ

ウンダリの圧力・温度は，ＤＢ施設の耐震設計上の設計圧力・温

度を十分に下回る。 

添付 8－1表 原子炉冷却材バウンダリのＳＡ時の圧力・温度

（有効性評価結果） 

また，冷却材温度も，原子炉圧力の上昇に伴う飽和蒸気温度の上

昇により，耐震設計上の設計温度をわずかに超過するが，原子炉

圧力の低下に伴い，同様に低下する傾向となる。長期的な観点で

は，事象発生後 10 秒以降，逃がし安全弁による原子炉圧力制御

が行われ，原子炉圧力はほぼ一定で推移する。 

事象発生後 11.6 分で運転員がほう酸水注入系によるほう酸水

の注入を開始することにより，原子炉出力は崩壊熱レベルまで速

やかに低下する。その後，運転員が原子炉の減圧，除熱及び残留

熱除去系による炉心冷却を行うことにより，低温停止状態に至る。

この事故シーケンスにおけるＳＡ発生後の原子炉の最高圧力，原

子炉冷却材の最高温度を添付 8.2 表に示す。 

原子炉停止機能喪失の有効性評価における解析条件設定は，解

析条件及び解析コードの不確かさを考慮して，現実的な条件を基

本としつつ，原則，評価項目となるパラメータに対して余裕が小

さくなるような設定とすることとしている。また，不確かさの影

響評価を行っており，その場合の圧力・温度は添付 8.2 表に示す

評価結果より高くなる。しかしながら，短期荷重の継続時間とし

て考慮する時間設定として，事象発生後に低温停止状態に至る時

間を包絡するものとしているため，結果として不確かさの重畳の

影響はない。 

以上より，事象発生直後の圧力上昇以降，ＲＰＶの圧力・温度

は，ＤＢ施設の耐震設計上の設計圧力・温度を十分に下回る。 

添付 8.1表 ＲＰＶの耐震評価で考慮する事故シーケンス選定の

考え方 

事故シーケンスと 

選定の考え方 
条件設定の考え方 

原子炉停止機能喪失 

（全事故シーケンスのうち，

原子炉の荷重が最も厳しくな

る事故シーケンスを選定） 

原子炉熱出力，原子炉圧力，炉心流量，給水温度は，最確条件

を使用するが，本事故シーケンスの事象進展に最も影響の大き

い，主蒸気隔離弁の誤閉止を過渡事象として選定するとともに

核データ（動的ボイド係数・動的ドップラ係数）を反応度印加

割合が大きくなるような保守的な条件として設定している。 

添付 8.2表 ＲＰＶのＳＡ時の圧力・温度（有効性評価結果） 

原子炉停止機能喪失 ＤＢ条件 

最高圧力 約 8.98MPa[gage] 8.28MPa[gage] 

最高温度 約 304℃ 298℃ 

・解析結果の相違

【東海第二】 

　島根２号炉は，冷却

材温度が，DB条件をわ

ずかに上回る。 

・解析結果の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

柏崎 6/7 号炉及び東海

第二における(2)項内に

同一記載あり（差異な

し） 

・解析条件の相違

【東海第二】 

（東海第二の添付�8-3

表に対応）有効性評価

で用いる解析条件の

保守性の取り方によ

る相違 

・解析結果及び設計値の

相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 
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添付8.1図 原子炉停止機能喪失における中性子束の時間変化 

（事象発生から40分後まで） 

添付8.2図 原子炉停止機能喪失における原子炉圧力,原子炉水位

（シュラウド外水位）

の時間変化（事象発生から40分後まで） 

添付 8－1図 原子炉停止機能喪失における中性子束の推移 

（事象発生から 60分まで） 

添付 8－2図 原子炉停止機能喪失における原子炉水位及び原子

炉圧力の推移 

（事象発生から 60分まで） 

添付 8.1図 原子炉停止機能喪失に中性子束の時間変化 

（事象発生から 50分後まで） 

添付 8.2図 原子炉停止機能喪失における原子炉圧力，原子炉水

位（シュラウド外水位） 

の時間変化（事象発生から 50分後まで） 

・解析結果の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

　詳細な相違内容は，

有効性評価比較表に

記載 

・解析結果の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

　詳細な相違内容は，

有効性評価比較表に

記載 
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（3）耐震評価で用いるＰＣＶの圧力・温度について

原子炉格納容器の圧力・温度条件が最も厳しくなるという点で，

最高使用圧力・温度を超え，さらに継続期間の長い事故シーケン

スグループ等を抽出することを目的に，事故発生後10-2年(約3日

後)以内及び事象発生後10-2年(約3日後)の圧力・温度が最も高い事

故シーケンスグループ等を抽出した結果，以下の事故シーケンス

が挙げられる。 

・雰囲気圧力・温度による静的負荷(格納容器過圧・過温破損)（代

替循環冷却系を使用する場合）

・雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過圧・過温破損）

（代替循環冷却系を使用しない場合）

なお，有効性評価においては，いずれの事故シーケンスグルー

プ等において，事象発生後10-2年(約3日後)後前までに原子炉格納

容器圧力逃がし装置又は代替原子炉補機冷却系による除熱機能が

確保され，10-2年(約3日後)以降の原子炉格納容器圧力及び温度は

低下傾向が維持されることから，10-2年(約3日後)までの圧力・温

度に基づき，事故シーケンスグループ等を選定することは妥当で

ある。 

なお，「高圧溶融物放出／格納容器雰囲気直接加熱」，「原子炉圧力

容器外の溶融燃料－冷却材相互作用」及び「溶融炉心・コンクリ

ート相互作用」は同じ事故シーケンスにより各格納容器破損モー

ドの評価を行っている。これら格納容器破損モードを評価する際

には，原子炉圧力容器破損に至るまで炉心損傷を進展させ，その

後に生じうる格納容器破損モードに対する有効性を確認する必要

があるため，解析の前提として，重大事故等対処設備として整備

した原子炉への注水機能は使用しないとの前提で評価すること

で，各々の格納容器破損モードに対して厳しい条件となるよう保

守的な条件設定を行っており，他の事故シーケンス等と比較して

前提条件が異なる（本来は，高圧代替注水系により炉心損傷回避

が可能な事故シーケンス）。一方，原子炉格納容器に対する静的な

過圧・過温に対する長期の頑健性を確認する上では，原子炉格納

容器圧力及び温度は原子炉停止後の崩壊熱と除熱能力の関係が支

(3) 耐震評価で用いる格納容器の圧力・温度について

格納容器の圧力・温度条件が最も厳しくなるという点で，最高

使用圧力・温度を超え，さらに継続期間の長い事故シーケンスグ

ループ等を抽出することを目的に，事故発生後 10－２年（約 3日後）

以内及び事故発生後 10－２年（約 3日後）の圧力・温度が最も高い

事故シーケンスグループ等を抽出した結果，以下の事故シーケン

スが挙げられる。

・雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過圧・過温破損）

（代替循環冷却系を使用する場合）

・雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過圧・過温破損）

（代替循環冷却系を使用できない場合）

上記のいずれの事故シーケンスにおいても，事象発生後 10－２年

（約�3�日後）前までに格納容器圧力逃がし装置又は緊急用海水系

を用いた代替循環冷却系等による除熱機能が確保され，最高使用

圧力・温度以下に維持される。10－２年（約�3�日後）以降の格納容

器圧力については，格納容器内の水素燃焼を防止する観点から格

納容器内への窒素注入を実施する運用としていることから，一時

的に格納容器圧力が最高使用圧力以下の範囲で圧力上昇する期間

が生じるが，上記の除熱機能により，最高使用圧力以下に抑えら

れる。 

したがって，10－２年（約�3�日後）以内の温度及び最高使用圧力

に基づき，事故シーケンスグループ等を選定することは妥当であ

る。 

なお，「高圧溶融物放出／格納容器雰囲気直接加熱」，「原子炉圧力

容器外の溶融燃料－冷却材相互作用」及び「溶融炉心・コンクリ�

ート相互作用」は同じ事故シーケンスにより各格納容器破損モー

ドの評価を行っている。これら格納容器破損モードを評価する際

には，原子炉圧力容器破損に至るまで炉心損傷を進展させ，その

後に生じうる格納容器破損モードに対する有効性を確認する必要

があるため，解析の前提として，重大事故等対策設備として整備

した原子炉への注水機能は使用しないとの前提で評価すること

で，各々の格納容器破損モードに対して厳しい条件となるよう保

守的な条件設定を行っており，他の事故シーケンス等と比較して

前提条件が異なる（本来は，高圧代替注水系により炉心損傷回避

が可能な事故シーケンスである）。一方，格納容器に対する静的な

過圧・過温に対する長期の頑健性を確認する上では，格納容器圧

力及び温度は原子炉停止後の崩壊熱と除熱能力の関係が支配的な

(3) 耐震評価で用いるＰＣＶの荷重について

原子炉格納容器の荷重条件が最も厳しくなるという点で，最高

使用圧力・温度を超え，さらに継続期間の長い事故シーケンスグ

ループ等を抽出することを目的に，事故発生後 10-2 年（約 3.5日

後）以内及び事象発生後 10-2 年（約 3.5日後）の圧力・温度が最

も高い事故シーケンスグループ等を抽出した結果，以下の事故シ

ーケンスが挙げられる。 

・雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過圧・過温破損）

（残留熱代替除去系を使用する場合） 

・雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過圧・過温破損）

（残留熱代替除去系を使用しない場合） 

なお，有効性評価においては，いずれの事故シーケンスグルー

プ等においても，事象発生後�10-2 年（約�3.5�日後）までに格納

容器フィルタベント系又は原子炉補機代替冷却系を用いた残留熱

代替除去系による除熱機能が確保され，格納容器の圧力・温度条

件は最高使用圧力・温度以下に維持される。10-2�年（約�3.5�日

後）以降の格納容器圧力については，格納容器内の水素燃焼を防

止する観点から原子炉格納容器内への窒素注入を実施する運用として

いることから，一時的に格納容器圧力が最高使用圧力以下の範囲

で圧力上昇する期間が生じるが，上記の除熱機能により，最高使

用圧力以下に抑えられる。 

したがって， 10-2年（約 3.5日後）以内の温度及び最高使用圧

力に基づき，事故シーケンスグループ等を選定することは妥当で

ある。 

なお，「高圧溶融物放出／格納容器雰囲気直接加熱」，「原子炉圧

力容器外の溶融燃料－冷却材相互作用」及び「溶融炉心・コンク

リート相互作用」は同じ事故シーケンスにより格納容器破損モー

ドの評価を行っている。これら格納容器破損モードを評価する際

には，原子炉圧力容器破損に至るまで炉心損傷を進展させ，その

後に生じうる格納容器破損モードに対する有効性を確認する必要

があるため，解析の前提として，重大事故等対処設備として整備

した原子炉への注水機能は使用しないとの前提で評価すること

で，各々の格納容器破損モードに対して厳しい条件となるよう保

守的な条件設定を行っており，他の事故シーケンス等と比較して

前提条件が異なる（本来は，高圧原子炉代替注水系により炉心損

傷回避が可能な事故シーケンス）。一方，原子炉格納容器に対する

静的な過圧・過温に対する長期の頑健性を確認する上では，原子

炉格納容器圧力及び温度は原子炉停止後の崩壊熱と除熱能力の関

・解析結果の相違

【柏崎 6/7】 

　島根２号炉は水素燃

焼を防止する観点か

ら，格納容器の最高使

用圧力到達までは窒

素注入を実施する運

用としており，格納容

器圧力が最大となる

のは�10-2�年以降

（以下，②の相違） 
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配的な要素であることから，「運転中の原子炉における重大事故」 要素であることから，「運転中の原子炉における重大事故」に係る 係が支配的な要素であることから，「運転中の原子炉における重大 

に係る格納容器破損モードとして参照する事故シナリオとして，

雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過圧・過温破損）を

代表シナリオとすることは，原子炉圧力容器破損後のシナリオも

考慮していることと等しい。 

格納容器破損モード「雰囲気圧力・温度による静的負荷(格納容

器過圧・過温破損)（代替循環冷却系を使用する場合）」及び「雰

囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過圧・過温破損）（代替

循環冷却系を使用しない場合）」は，大破断ＬＯＣＡが発生し，流

出した原子炉冷却材及び溶融炉心の崩壊熱等の熱によって発生し

た水蒸気，炉心損傷に伴うジルコニウム－水反応によって発生し

た非凝縮性ガスなどの蓄積により，原子炉格納容器の雰囲気圧

力・温度が上昇することになる。 

上記2つの事故シーケンスグループ等について，事故発生後のＰ

ＣＶの最高圧力及び最高温度を添付8.2表に示す。添付8.2表に示

すとおり，最高圧力及び最高温度はほぼ同等であり，これら2つの

事故シーケンスグループでの最高圧力・温度を，耐震評価におけ

る重大事故時の地震力と組み合わせるＰＣＶの圧力・温度条件と

する。 

なお，上記の2つの事故シーケンスグループ等の有効性評価で

は，不確かさの影響評価を行っており，解析コードにおける重要

物理現象及び解析条件（初期条件，事故条件，機器条件）に対し

て，評価項目となるパラメータに与える不確かさの影響について

評価している。 

有効性評価における解析条件設定は，解析条件及び解析コード

の不確かさを考慮して，現実的な条件を基本としつつ，原則，評

格納容器破損モードとして参照する事故シナリオとして，雰囲気

圧力・温度による静的負荷（格納容器過圧・過温破損）を代表シ

ナリオとすることは，原子炉圧力容器破損後のシナリオも考慮し

ていることと等しい。 

格納容器破損モード「雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納

容器過圧・過温破損）（代替循環冷却系を使用する場合）」及び「雰

囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過圧・過温破損）（代替

循環冷却系を使用できない場合）」は，大破断ＬＯＣＡが発生し，

流出した原子炉冷却材及び溶融炉心の崩壊熱等の熱によって発生

した水蒸気，炉心損傷を伴うジルコニウム－水反応によって発生

した非凝縮性ガスなどの蓄積により，格納容器の雰囲気圧力・温

度が上昇することになる。 

上記 2 つの事故シーケンスグループ等について，事故発生後の

格納容器の最高圧力及び最高温度（壁面温度）を添付 8－2表に示

す。添付 8.2 表に示すとおり，最高圧力及び温度（壁面温度）は

ほぼ同等であり，これら 2 つの事故シーケンスグループでの最高

圧力・温度（壁面温度）を，耐震評価における重大事故時の地震

力と組み合わせる格納容器の圧力・温度条件とする。 

なお，上記の 2 つの事故シーケンスグループ等の有効性評価で

は，不確かさの影響評価を行っており，解析コードにおける重要

物理現象及び解析条件（初期条件，事故条件，機器条件）に対し

て，評価項目となるパラメータに与える不確かさの影響について

評価している。 

有効性評価における解析条件設定は，解析条件及び解析コード

の不確かさを考慮して，設計値を用いるか又は評価項目となるパ

事故」に係る格納容器破損モードとして参照する事故シナリオと

して，雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過圧・過温破

損）を代表シナリオとすることは，原子炉圧力容器破損後のシナ

リオも考慮していることと等しい。

格納容器破損モード「雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納

容器過圧・過温破損）（残留熱代替除去系を使用する場合）」及び

「雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過圧・過温破損）

（残留熱代替除去系を使用しない場合）」では，大破断ＬＯＣＡが

発生し，流出した原子炉冷却材及び溶融炉心の崩壊熱等の熱によ

って発生した水蒸気，炉心損傷に伴うジルコニウム－水反応によ

って発生した非凝縮性ガスなどの蓄積により，原子炉格納容器の

雰囲気圧力・温度が上昇することになる。重大事故時において，

ＰＣＶの耐震評価で考慮する事故シーケンス選定の考え方を添付

8.3表に示す。 

選定した２つの事故シーケンスグループ等について，格納容器

圧力及び温度の解析結果を添付 8.3図～8.10図に示す。ＳＡ発生

後 10－２年（約 3.5日後）までに，原子炉格納容器の圧力及び温度

はそれぞれ最高圧力及び最高温度となり，10－２年（約 3.5日後）

以降は，格納容器フィルタベント系又は原子炉補機代替冷却系を

用いた残留熱代替除去系による除熱機能が確保され，最高使用圧

力・温度以下に維持される。残留熱代替除去系を使用する場合に

おける 10－２年（約 3.5日後）以降の格納容器圧力については，格

納容器内の水素燃焼の防止のため格納容器内への窒素封入を実施

する運用としていることから，一時的に上昇する期間があるが，

上記の除熱機能により最高使用圧力以下に抑えられる。上記２つ

の事故シーケンスグループ等における，ＳＡ発生後のＰＣＶの圧

力及び温度を添付 8.4 表に示す。 

なお，上記の２つの事故シーケンスグループ等の有効性評価で

は，不確かさの影響評価を行っており，解析コードにおける重要

物理現象及び解析条件（初期条件，事故条件，機器条件）に対し

て，評価項目となるパラメータに与える不確かさの影響について

評価している。 

有効性評価における解析条件設定は，解析条件及び解析コード

の不確かさを考慮して，現実的な条件を基本としつつ，原則，評

柏崎 6/7号炉の添付 8.3

表及び東海第二の添付

8-3表に対応

・解析結果の相違

【柏崎 6/7】 

②の相違

・解析結果の相違

【柏崎�6/7，東海第二】 

　島根２号炉は，格納容

器圧力は同等とならな

い（前者のシーケンスに

おいて残留熱代替除去

系のインサービスが早

く格納容器圧力の上昇

が抑制されるため） 

39-201



柏崎刈羽原子力発電所 ６／７号炉 （2017.12.20版） 東海第二発電所（2018.9.18版） 島根原子力発電所 ２号炉 備考 

価項目となるパラメータに対して余裕が小さくなるような設定と

することとしており，また，解析条件や解析コードの不確かさに

ついては，極端な条件設定とすることは現実的ではないと考えら

れる。しかしながら，耐震評価に用いるＰＣＶの圧力・温度条件

には，格納容器過圧・過温破損（代替循環冷却系を使用しない場

合）において，格納容器圧力の上昇の速度が遅く，格納容器スプ

レイ流量が抑制できるなど，格納容器圧力逃がし装置の使用タイ

ミングが遅くなる可能性があることから，ＳＡ発生後10-2年以上2

×10-1年未満の期間として組み合わせる荷重は，添付8.2表の事象

発生後以降の最大となる荷重（有効性評価結果の最高圧力・最高

温度）をＳｄと組み合わせる。 

上記の 2 つの事故シーケンスグループ等について，格納容器圧

力・温度の解析結果を添付 8.3 図～8.6 図に示す。添付 8.3 図～

8.6 図より，ＳＡ発生後 10-2年(約 3 日後)前までに，原子炉格納

容器の最高圧力及び最高温度となり，10-2 年(約 3 日後)以降は，

原子炉格納容器圧力逃がし装置又は代替原子炉補機冷却系による

除熱機能の効果により，格納容器圧力及び温度は低下傾向が維持

されていることが確認できる。 

ラメータに対して余裕が小さくなるような設定とすることとして

おり，また，不確かさの影響評価を行っており，その結果として，

解析コード及び解析条件の不確かさについて操作への影響を含め

て確認した結果，評価項目となるパラメータに与える影響は小さ

いことを確認している。しかしながら，ＰＣＶバウンダリは，Ｓ

Ａ発生時における最終障壁となることから，その重要性を考慮し，

ＳＡ発生後 10－２年以降 2×10－１年未満の期間として組み合わせ

る荷重は，保守的に事象発生以降の最大となる荷重（有効性評価

結果の最高圧力・最高温度（壁面温度））をＳｄと組み合わせる。 

上記の 2 つの事故シーケンスグループ等について，格納容器圧

力・雰囲気温度の解析結果を添付 8－3 図から 8－6 図に示す。添

付 8－3図から 8－6図より，重大事故発生後 10－２年（約 3日後）

前までに，格納容器圧力逃がし装置又は緊急用海水系を用いた代

替循環冷却系による除熱機能が確保され，最高使用圧力・温度以

下に維持される。代替循環冷却系を使用する場合における 10－２年

（約 3 日後）以降の格納容器圧力については，格納容器内の水素

燃焼の防止のため格納容器内への窒素封入を実施する運用として

いることから，一時的に上昇する期間があるが，上記の除熱機能

により最高使用圧力以下に抑えられる。 

価項目となるパラメータに対して余裕が小さくなるような設定と

することとしており，また，解析条件や解析コードの不確かさに

ついては，極端な条件設定とすることは現実的ではないと考えら

れる。しかしながら，格納容器過圧・過温破損（残留熱代替除去

系を使用しない場合）において，格納容器圧力の上昇の速度が遅

く格納容器スプレイ流量が抑制できるなど，格納容器フィルタベ

ント系の使用タイミングが遅くなる可能性があることや，格納容

器過圧・過温破損（残留熱代替除去系を使用する場合）において，

重大事故が発生して 10時間後から残留熱代替除去系を使用する

ことを想定しているが，準備時間の遅れ等により残留熱代替除去

系の使用開始が遅くなりＰＣＶ圧力が上昇する可能性がある等，

ＳＡ発生後 10－２年以上 2×10－１年未満の期間にＰＣＶの耐震評

価と組み合わせる荷重には不確かさが想定される。 

上記を踏まえると，ＳＡ発生後 10-2 年以上２×10-1 年未満の期

間における荷重は，事象進展に応じて変動する可能性があること

から，包絡的な荷重条件を耐震評価に用いるため，添付 8.4 表に

おいて事象発生後の最大値である，有効性評価結果の最高圧力・

最高温度をＳｄと組み合わせる。 

添付 8.4 表の 2×10-１年後におけるＰＣＶ圧力は，格納容器過

圧・過温破損（残留熱代替除去系を使用する場合）の方が高く，

温度は，格納容器過圧・過温破損(残留熱代替除去系を使用しない

場合)の方が高い結果となっており，いずれの事故シーケンスも荷

重条件として厳しい側面を持っている。ただし，除熱機能の確保

は，ＳＡ設備である残留熱代替除去系の確保を優先に行うことか

ら，格納容器過圧・過温破損(残留熱代替除去系を使用しない場合)

においても，ベントの停止判断基準が整えば，格納容器除熱手段

を切り替えることでＰＣＶ温度を低下させることが可能である。

これに加えて，その他の格納容器除熱手段に期待することができ

・記載方針の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

　島根２号炉は，Ｓｓと

組み合わせる荷重とし

て，格納容器過圧・過

温破損（残留熱代替除去

系を使用する場合）に

おける最高圧力・最高

温度を用いることを記

載 
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る。一例として，格納容器過圧・過温破損(残留熱代替除去系を使 

添付8.2表 原子炉格納容器のＳＡ時の圧力・温度（有効性評価結

果） 

※1：原子炉格納容器バウンダリにかかる温度（壁面温度）

※2：原子炉格納容器バウンダリにかかる温度（壁面温度）は165℃

であるが，保守的に最高温度は0.62MPa[gage]の飽和温度とす

る 

※3：サプレッション・チェンバの最高温度

添付 8－2表 格納容器のＳＡ時の圧力・温度 

（有効性評価結果） 

用しない場合)において，事象発生から約 30 日後に可搬型格納容

器除熱系に切り替えた場合のＰＣＶ温度の推移を添付 8.11 図に

示す。可搬型格納容器除熱系に切り替えた以降は，ＰＣＶ温度は

緩やかに低下し，低下傾向が継続する。このように，2×10-１年後

におけるＰＣＶ温度は，格納容器過圧・過温破損(残留熱代替除去

系を使用しない場合)においても，格納容器除熱手段を切り替える

ことで，格納容器過圧・過温破損(残留熱代替除去系を使用する場

合)と同様の傾向となる。 

以上のことから，ＳＡ発生後 2×10－１年以降の期間において組み

合わせる荷重としては，格納容器過圧・過温破損(残留熱代替除去

系を使用する場合)の 2×10－１年以降の最高圧力・最高温度をＳｓ

と組み合わせる。 

添付 8.3表 ＰＣＶの耐震評価で考慮する事故シーケンス選定の

考え方 

事故シーケンスと 

選定の考え方 
条件設定の考え方 

格納容器過圧・過温破損 

（全事故シーケンスのう

ち，格納容器の荷重が最も

厳しくなる事故シーケン

スを選定）

格納容器空間部容積は設計値を，サプレッション・プ

ール水位，初期格納容器温度は，最確条件を使用する

が，格納容器圧力・温度に対して最も影響の大きい条

件である崩壊熱及び外部水源の温度については，保守

的な条件として設定している。 

添付�8.4�表 ＰＣＶのＳＡ時の圧力・温度（有効性評価結果） 

格納容器過圧・過温破損 

(残留熱代替除去系を使用する場合) 

格納容器過圧・過温破損 

(残留熱代替除去系を使用しない場合) 

圧力 温度 圧力 温度 

ＳＡ事象発生

後の最大値 
約 427kPa[gage] 約 181℃※１ 約 659kPa[gage] 約 181℃※１ 

10-2年後 約 317kPa[gage] 約 131℃※２ 約 109kPa[gage] 約 144℃※３ 

２×10-1年後 約 372kPa[gage] 約 62℃※２ 約 26kPa[gage] 約 113℃※３ 

※１：原子炉格納容器バウンダリにかかる温度（壁面温度）

※２：サプレッション・チェンバの温度

※３：ドライウェル気相温度

・解析条件の相違

【東海第二】 

（東海第二の添付�8-3

表に対応）有効性評価

で用いる解析条件の

保守性の取り方によ

る相違 

・解析結果の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 
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添付8.3図 格納容器過圧・過温破損（代替循環冷却系を使用する

場合）における 

格納容器圧力の推移 

添付8.4図 格納容器過圧・過温破損（代替循環冷却系を使用する

場合）における 

格納容器温度（気相部）の推移 

添付 8－3図 「雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過 

圧・過温破損）（代替循環冷却系を使用する場 

  合）」における格納容器圧力の推移 

添付 8－4図 「雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過 

圧・過温破損）（代替循環冷却系を使用する場 

合）」における格納容器雰囲気温度の推移 

添付 8.3図 格納容器過圧・過温破損（残留熱代替除去系を使用

する場合）における格納容器圧力の推移 

添付�8.4�図 格納容器過圧・過温破損（残留熱代替除去系を使用

する場合）における格納容器温度（気相部）の推移 

・解析結果の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

　詳細な相違内容は，

有効性評価比較表に

記載 

・解析結果の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

　詳細な相違内容は，

有効性評価比較表に

記載 
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添付8.5図 格納容器過圧・過温破損（代替循環冷却系を使用しな

い場合）における 

格納容器圧力の推移 

添付8.6図 格納容器過圧・過温破損（代替循環冷却系を使用しな

い場合）における 

格納容器温度（気相部）の推移 

添付 8－5図 「雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過圧・

過温破損）（代替循環冷却を使用できない場合）」における格納容

器圧力の推移 

添付 8－6図 「雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過 

圧・過温破損）（代替循環冷却系を使用できない 

場合）」における格納容器雰囲気温度の推移 

添付 8.5図 格納容器過圧・過温破損（残留熱代替除去系を使用

しない場合）における格納容器圧力の推移 

添付 8.6図 格納容器過圧・過温破損（残留熱代替除去系を使用

しない場合）における格納容器温度（気相部）の推移 

・解析結果の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

　詳細な相違内容は，有

効性評価比較表に記載 

・解析結果の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

　詳細な相違内容は，有

効性評価比較表に記載 
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添付 8.7図 格納容器過圧・過温破損（残留熱代替除去系を使用

する場合）における格納容器圧力の推移（長期間解析） 

添付 8.8図 格納容器過圧・過温破損（残留熱代替除去系を使用

する場合）における格納容器温度（気相部）の推移（長期間解析） 

・記載方針の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

　島根２号炉は，長期間

の解析図についても記

載 

・記載方針の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

　島根２号炉は，長期間

の解析図についても記

載 
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添付 8.9図 格納容器過圧・過温破損（残留熱代替除去系を使用

しない場合）における格納容器圧力の推移（長期間解析） 

添付 8.10図 格納容器過圧・過温破損（残留熱代替除去系を使用

しない場合）における格納容器温度（気相部）の推移（長期間解

析） 

・記載方針の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

　島根２号炉は，長期間

の解析図についても記

載 

・記載方針の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

　島根２号炉は，長期間

の解析図についても記

載 
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（4） ＳＡ時の耐震評価で用いるＲＰＶ及びＰＣＶの圧力・温度

条件について 

(4) 重大事故等時の耐震評価で用いる原子炉冷却材圧力バウン

ダリ及び格納容器の圧力・温度評価のための解析条件につ

いて

添付 8.11図 格納容器過圧・過温破損（残留熱代替除去系を使用

しない場合）において，可搬型格納容器除熱系に切り替えた場合

の格納容器温度の推移 

(4) 地震応答解析モデルの水位条件等について

重大事故時の耐震評価において考慮する，地震応答解析モデル

の水位条件等の考え方を以下に示す。 

ＲＰＶでは，耐震評価上，重心位置が高い方が地震時の荷重が

大きくなる傾向があることから，重大事故時における原子炉圧力

容器の水位及び燃料状態としては，冷却材喪失や燃料破損等の状

態を考慮せず，ＤＢ時の地震応答解析モデルに考慮されている諸

元を適用する。 

ＰＣＶでは，耐震評価上，水位が高い方が地震時の荷重が大き

くなる傾向があることから，ＳＡ発生後 10－２年以上 2×10－１年未

満の期間に組み合わせる水位条件としては，事象初期の不確かさ

等を考慮して，有効性評価結果の最大値を包絡するサプレッショ

ン・プール水位（約 5.05m）を用いる。また，ＳＡ発生後，外部

水源を用いた注水等によりサプレッション・プール水位が一度上

昇すると，長期的にも水位が低下しない可能性があることから，

ＳＡ発生後 2×10－１年以降において組み合わせるサプレッショ

ン・プール水位としても上記の水位（約 5.05m）を用いる。

原子炉建物の剛性については，コンクリート温度が 100℃を超

える高温環境になった場合，コンクリート水分逸散による剛性低

下が考えられるため，重大事故時の格納容器温度を考慮し，原子

炉建物の剛性を低下させた場合の影響を検討する。 

・記載方針の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

　島根２号炉は，長期間

の解析図についても記

載 

・記載方針の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

　PCVの水位条件等の

設定方針を記載 
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前述のとおり，重大事故等対処施設の耐震評価で用いるＲＰＶ

及びＰＣＶの圧力・温度は高い方が耐震評価は厳しくなる。この

ため，耐震評価における重大事故時の地震力と組み合わせるＲＰ

Ｖ及びＰＣＶの圧力・温度条件については，有効性評価で考慮す

る全ての事故シーケンスのうち，最も厳しくなる事故シーケンス

の圧力及び温度を選定することとした。 

耐震評価に用いる重大事故時の地震力と組み合わせるＲＰＶ及

びＰＣＶの圧力・温度条件の考え方を添付8.3表に示す。 

前述のとおり，重大事故等対処施設の耐震評価で用いる原子炉

冷却材圧力バウンダリ及び格納容器の圧力・温度は高い方が耐震

評価は厳しくなる。このため，耐震評価における重大事故時の地

震力と組み合わせる原子炉冷却材圧力バウンダリ及び格納容器の

圧力・温度条件については，有効性評価で考慮する全ての事故シ

ーケンスのうち，最も厳しくなる事故シーケンスの圧力及び温度

（壁面温度）を選定することとした。 

耐震評価に用いる重大事故時の地震力と組み合わせる原子炉冷

却材圧力バウンダリ及び格納容器の圧力・温度評価のための解析

条件の考え方を添付 8.3表に示す。 

重大事故時を考慮した地震応答解析モデルにおける水位条件等

の考え方を添付 8.5表に示す。また，重大事故時のサプレッショ

ン・プールの水位と耐震評価に用いる水位との関係を添付 8.12図

に示す。 

・記載方針の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

　島根２号炉では，ＲＰ

Ｖ及びＰＣＶの水位条

件を記載 
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添付8.3表 重大事故等対処施設の耐震評価で用いる圧力及び温度

条件の考え方 

添付 8－3表 重大事故等対処施設の耐震評価で用いる圧力及び 

温度条件の考え方 

・解析条件の相違

【東海第二】 

（島根�2�号炉の添付

8.1�表及び添付�8.3�表

に対応）有効性評価で

用いる解析条件の保

守性の取り方による

相違 
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添付 8.5表 重大事故時を考慮した地震応答解析モデルの水位条

件等の考え方 

条件 
事故シーケンスと 

選定の考え方 
条件設定の考え方 

ＲＰＶ 水位 

（質量） 

全事故シーケンス 

（重心位置が高くなる

ように水位等を選定） 

重大事故時の原子炉圧力容器のモデル化におい

ては，耐震評価上，重心位置が高い方が地震時

の荷重が大きくなる傾向があることから，重大

事故時における原子炉圧力容器の水位及び燃料

状態としては，冷却材喪失や燃料破損等の状態

を考慮せず，ＤＢ時の地震応答解析モデルに考

慮されている諸元を適用する。 

ＰＣＶ 水位 

（質量） 

格納容器過圧・過温破

損 

（全事故シーケンスの

うち，格納容器水位が

最も厳しくなる事故シ

ーケンスを選定） 

重大事故時の原子炉格納容器のモデル化にお

いては，耐震評価上，水位が高い方が地震時

の荷重が大きくなる傾向があることから，重

大事故時におけるサプレッション・プール水

位としては，以下の事故シーケンスを考慮

し，ダウンカマ取付け部下端位置（約 5.05m）を用いる。

・格納容器過圧・過温破損（残留熱代替除去

系を使用しない場合）（２Pd に到達する

までに操作を実施しなかった場合（大破断

ＬＯＣＡ発生時））で約 5.03m

重大事故時におけるドライウェルの水位として

は，ドライウェル床面＋約１m（ベント開口下端

位置）の水位が形成されることの影響を検討す

る。 

原子炉 

建物 

（原子

炉本体

の基礎

を 含

む） 

剛性 格納容器過圧・過温破

損 

（全事故シーケンスの

うち，格納容器温度が

最も厳しくなる事故シ

ーケンスを選定） 

コンクリート温度が 100℃を超える高温環境に

なった場合，コンクリート水分逸散による剛性

低下が考えられるため，重大事故時の格納容器

温度を考慮し，原子炉建物の剛性を低下させた

場合の影響を検討する。

なお，原子炉本体の基礎のコンクリートが鋼板

で覆われているため，影響が小さいと考えられ

るが，念のため，格納容器温度を考慮し，原子

炉本体の基礎の剛性を低下させる。

添付�8.12�図 重大事故時のサプレッション・プール水位と耐震評

価に用いる水位との関係 

・記載方針の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

①の相違

サプレッション・プール水位

水位 水量 位置 事故シーケンス等

約4,580m3
ダウンカマ取付け
部下端位置

SAの耐震評価(Ss，Sd)に用いる水位※1

DBの耐震評価(Ss，Sd)に用いる水位※2

約4,550m3 ―
格納容器過圧・過温破損
残留熱代替除去系を使用しない場合
（不確かさケース：２Pdに到達）

約4,410m3
真空破壊弁下端位
置 －0.4m

格納容器過圧・過温破損
残留熱代替除去系を使用しない場合
（ベースケース）

約3,390m3 ―
格納容器過圧・過温破損
残留熱代替除去系を使用する場合

約3,010m3
通常運転範囲の上
限値（H.W.L）

―

※1 SA時の耐震評価にてSsと組み合わせるサプレッション・プール水位を約４mから約5.05mに変更
※2 SA時と同様にDB時の耐震評価に用いるサプレッション・プール水位を約3.7mから約5.05mに変更

サプレッション・プール水位とSA時の耐震評価に用いる水位

約5.05m

約5.03m

約4.9m

約４m

約3.7m
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別紙1 

解析コード及び解析条件の不確かさの影響評価フロー 

別紙 1 

解析コード及び解析条件の不確かさ影響評価フロー 

別紙１ 

解析コード及び解析条件の不確かさの影響評価フロー 

６因子に分解した要因分析※１ 

解析条件（操作条件） 

解析条件（操作条件）の不確かさ 

 
評価項目となるパラメータ 

に対して余裕が大きくなる 

方向か？※２ 

評価項目となるパラメータ 

に与える影響 

解析条件（初期条件，事故条 

件及び機器条件）の不確かさ 

解析コードにおける 

重要現象の不確かさ 

運転員等操作時間 
に与える影響 

訓練実績等

 
定量的な方法により影響が無

いことを容易に判断 

できるか？※２ 

 解析条件のうち操作条件か？ 

感度解析により影響を確認 
操作開始時間の遅れを考慮した

条件を設定し感度解析を実施 

操作遅れ等を考慮した 

時間余裕の把握 

 
操作時間余裕は概ね 

１時間以上か？ 

 

定量的な方法により影響が無

いことを容易に判断 

できるか？ 

定性的な考察により 

影響を確認する 

解析結果等を用いて，

影響の程度を確認する 

比較 

Yes 

Yes 

Yes Yes 

Yes 

No 

No 

No 

No 

No 

解析上の操作時間 

解析条件(初期条件，事故条件)の不確かさの場合 

① 最確条件※３が解析条件に包含されるもの

⇒定性的に影響が無いことを確認

※３ プラントパラメー
タの最確条件には実測
値（実績値）を，機器
の最確条件には設計値
を用いる

解析結果 

最確条件 

※１ 操作の不確かさの要因を以下の

６因子に分解して運転員等操作時間に

与える影響を分析 

・認知

・要員配置

・移動

・操作所要時間

・他の並列操作有無

・操作の確実さ

定性的な考察により 

影響を確認する 

解析結果等を用いて，

影響の程度を確認する 

解析コードにおける重要現象の不確かさの場合 解析条件(操作条件)の不確かさの場合 

※２ 評価項目となるパラメータに対する影響評価の考え方

① 真値が解析結果に包含されるもの

⇒定性的に影響が無いことを確認

② 真値が解析結果に包含されないもの

⇒定量的に影響を確認又は

感度解析にて影響を確認 

① 解析上の操作時間の余裕があるもの

⇒定性的に影響が無いことを確認

② 解析上の操作時間の余裕がないもの

⇒定量的に影響を確認

又は感度解析にて影響を確認

② 最確条件が解析条件に対して正負の値を

取るもの

⇒厳しい側において定量的に影響を確認

又は感度解析にて影響を確認

真値 

解析結果 

解析結果 

真値 

最確条件 
実際の操作時間 

解析上の操作時間 

実際の操作時間 

解析条件 
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別紙2 別紙 2 別紙２ ・解析条件の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

　詳細な相違内容は，有

効性評価比較表に記載 

主
要
解
析
条
件
（
原
子
炉
停
止
機
能
喪
失
）
（
1/
5）

 

主
要
解
析
条
件
（
原
子
炉
停
止
機
能
喪
失
）
（
1／

6）
 

主
要
解
析
条
件
（
原
子
炉
停
止
機
能
喪
失
）
（
１
／
５
）
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・解析条件の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

　詳細な相違内容は，有

効性評価比較表に記載 

主
要
解
析
条
件
（
原
子
炉
停
止
機
能
喪
失
)（

2/
5）

 

主
要
解
析
条
件
（
原
子
炉
停
止
機
能
喪
失
）
（

2／
6）

 

主
要
解
析
条
件
（
原
子
炉
停
止
機
能
喪
失
）
（
２
／
５
）
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・解析条件の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

　詳細な相違内容は，有

効性評価比較表に記載 

主
要
解
析
条
件
（
原
子
炉
停
止
機
能
喪
失
）
（

3/
5）

 

主
要
解
析
条
件
（
原
子
炉
停
止
機
能
喪
失
）
（

3／
6）

 

主
要
解
析
条
件
（
原
子
炉
停
止
機
能
喪
失
）
（
３
／
５
）
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・解析条件の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

　詳細な相違内容は，有

効性評価比較表に記載 

主
要
解
析
条
件
（
原
子
炉
停

止
機
能
喪
失
）
（

4／
6）
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・解析条件の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

　詳細な相違内容は，有

効性評価比較表に記載 

主
要
解
析
条
件
（
原
子
炉
停
止
機
能
喪
失
）
（
4/
5）

 

主
要
解
析
条
件
（
原
子
炉
停
止
機
能
喪
失
）
（

5／
6）

 

主
要
解
析
条
件
（
原
子
炉
停
止
機
能
喪
失
）
（
４
／
５
）
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・解析条件の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

　詳細な相違内容は，有

効性評価比較表に記載 

主
要
解
析
条
件
（
原
子
炉
停
止
機
能
喪
失
）
（

5/
5）

 

主
要
解
析
条
件
（
原
子
炉
停
止
機
能
喪
失
）
（

6／
6）

 

主
要
解
析
条
件
（
原
子
炉
停
止
機
能
喪
失
）
（
５
／
５
）
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別紙3 別紙3 別紙３ ・解析条件の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

　詳細な相違内容は，有

効性評価比較表に記載 

主
要
解
析
条
件
（
雰
囲
気
圧
力
・
温
度
に
よ
る
静
的
負
荷
（
格
納
容
器
過
圧
・
過
温
破
損
）
）（

代
替
循
環
冷
却
系
を
使
用
す
る
場
合
）（

1／
4）

 

主
要
解
析
条
件
（
雰
囲
気
圧
力
・
温
度
に
よ
る
静
的
負
荷
（
格
納
容
器
過
圧
・
過
温
破
損
）
）
 

（
代
替
循
環
冷
却
系
を
使
用
す
る
場
合

)（
1／

4）
 

主
要
解
析
条
件
（
雰
囲
気
圧
力
・
温
度
に
よ
る
静
的
負
荷
（
格
納
容
器
過
圧
・
過
温
破
損
）
）
 

（
残
留
熱
代
替
除
去
系
を
使
用
す
る

場
合
）
（
１
／
４
）
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・解析条件の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

　詳細な相違内容は，有

効性評価比較表に記載 

主
要
解
析
条
件
（
雰
囲
気
圧
力
・
温
度
に
よ
る
静
的
負
荷
（
格
納
容
器
過
圧
・
過
温
破
損
）
）（

代
替
循
環
冷
却
系
を
使
用
す
る
場
合
）（

2／
4）

 

主
要
解
析
条
件
（
雰
囲
気
圧
力
・
温
度
に
よ
る
静
的
負
荷
（
格

納
容
器
過
圧
・
過
温
破
損
）
）
 

（
代
替
循
環
冷
却
系
を
使
用
す
る
場
合
)（

2／
4）

 

主
要
解
析
条
件
（
雰
囲
気
圧
力
・
温
度
に
よ
る
静
的
負
荷
（
格
納
容
器
過
圧
・
過
温
破
損
）
）
 

（
残
留
熱
代
替
除
去
系
を
使
用
す
る
場
合
）
（
２
／
４
）
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・解析条件の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

　詳細な相違内容は，有

効性評価比較表に記載 

主
要
解
析
条
件
（
雰
囲
気
圧
力
・
温
度
に
よ
る
静
的
負
荷
（
格
納
容
器
過
圧
・
過
温
破
損
）
）（

代
替
循
環
冷
却
系
を
使
用
す
る
場
合
）（

3／
4）

 

主
要
解
析
条
件
（
雰
囲
気
圧
力
・
温
度
に
よ
る
静
的
負
荷
（
格
納
容
器
過
圧
・
過
温
破
損
）
）
 

（
代
替
循
環
冷
却
系
を
使
用
す
る
場
合
)（

3／
4）

 

主
要
解
析
条
件
（
雰
囲
気
圧
力
・
温
度
に
よ
る
静
的

負
荷
（
格
納
容
器
過
圧
・
過
温
破
損
）
）
 

（
残
留
熱
代
替
除
去
系
を
使
用
す

る
場
合
）
（
３
／
４
）
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・解析条件の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

　詳細な相違内容は，有

効性評価比較表に記載 

主
要
解
析
条
件
（
雰
囲
気
圧
力
・
温
度
に
よ
る
静
的
負
荷
（
格
納
容
器
過
圧
・
過
温
破
損
）
）（

代
替
循
環
冷
却
系
を
使
用
す
る
場
合
）（

4／
4）

 

主
要
解
析
条
件
（
雰
囲
気
圧
力
・
温
度
に
よ
る
静
的
負
荷
（
格
納
容
器
過
圧
・
過
温
破
損
）
）
 

（
代
替
循
環
冷
却
系
を
使
用
す
る
場
合
)（

4／
4）

 

主
要
解
析
条
件
（
雰
囲
気
圧
力
・
温
度
に
よ
る
静
的
負
荷
（
格
納
容
器
過
圧
・
過
温
破
損
）
）
 

（
残
留
熱
代
替
除
去
系
を
使
用
す
る
場
合
）
（
４
／
４
）
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別紙4 別紙 4 別紙４ ・解析条件の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

　詳細な相違内容は，有

効性評価比較表に記載 

主
要
解
析
条
件
（
雰
囲
気
圧
力
・
温
度
に
よ
る
静
的
負
荷
（
格
納
容
器
過
圧
・
過
温
破
損
）
）（

代
替
循
環
冷
却
系
を
使
用
し
な
い
場
合
）
（

1／
4）

 

主
要
解
析
条
件
（
雰
囲
気
圧
力
・
温
度
に
よ
る
静
的
負
荷
（
格
納
容
器
過
圧
・
過
温
破
損
）
）
 

（
代
替
循
環
冷
却
系
を
使
用
で
き
な
い
場
合
）
（

1／
4）

 

主
要
解
析
条
件
（
雰
囲
気
圧
力
・
温
度
に
よ
る
静
的
負
荷
（
格
納
容
器
過
圧
・
過
温
破
損
）
）
 

（
残
留
熱
代
替
除
去
系
を
使
用
し
な
い
場
合
）
（
１
／
４
）
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・解析条件の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

　詳細な相違内容は，有

効性評価比較表に記載 

主
要
解
析
条
件
（
雰
囲
気
圧
力
・
温
度
に
よ
る
静
的
負
荷
（
格
納
容
器
過
圧
・
過
温
破
損
）
）（

代
替
循
環
冷
却
系
を
使
用
し
な
い
場
合
）
（

2／
4）

 

主
要

解
析

条
件

（
雰

囲
気

圧
力

・
温

度
に

よ
る

静
的

負
荷

（
格

納
容

器
過

圧
・

過
温

破
損

）
）
 

（
代
替
循
環
冷
却
系
を
使
用
で
き
な
い
場
合
）
（
2／

4）
 

主
要
解
析
条
件
（
雰
囲
気
圧
力
・
温
度
に
よ
る
静
的
負
荷
（
格
納
容
器
過

圧
・
過
温
破
損
）
）
 

（
残
留
熱
代
替
除
去
系
を
使
用
し
な
い
場
合
）
（
２
／
４
）
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・解析条件の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

　詳細な相違内容は，有

効性評価比較表に記載 

主
要
解
析
条
件
（
雰
囲
気

圧
力
・
温
度
に
よ
る
静
的
負
荷
（
格
納
容
器
過
圧
・
過
温
破
損
）
）（

代
替
循
環
冷
却
系
を
使
用
し
な
い
場
合
）
（

3／
4）

 

主
要
解
析
条
件
（
雰
囲
気
圧
力
・
温
度
に
よ
る
静
的
負
荷
（
格
納
容
器
過
圧
・
過
温
破
損
）
）
 

（
代
替
循
環
冷
却
系
を
使
用
で
き
な
い
場
合
）
（

3／
4）

 

主
要
解
析
条
件
（
雰
囲
気
圧
力
・
温
度
に
よ
る
静
的
負
荷
（
格
納
容
器
過
圧
・
過
温
破
損
）
）
 

（
残
留
熱
代
替
除
去
系
を
使
用
し
な
い
場
合
）
（
３
／
４
）
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・解析条件の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

　詳細な相違内容は，有

効性評価比較表に記載 

主
要
解
析
条
件
（
雰
囲
気
圧
力
・
温
度
に
よ
る
静
的
負
荷
（
格
納
容
器
過
圧
・
過
温
破
損
）
）（

代
替
循
環
冷
却
系
を
使
用
し
な
い
場
合
）
（

4／
4）

 

主
要
解
析
条
件
（
雰
囲
気
圧
力
・
温
度
に
よ
る
静
的
負
荷
（
格
納
容
器
過
圧
・
過
温
破
損
）
）
 

（
代
替
循
環
冷
却
系
を
使
用
で
き
な
い
場
合
）
（

4／
4）

 

主
要
解

析
条
件
（
雰
囲
気
圧
力
・
温
度
に
よ
る
静
的
負
荷
（
格
納
容
器
過
圧
・
過
温
破
損
）
）
 

（
残
留
熱
代
替
除
去
系
を
使
用
し
な
い
場
合
）
（
４
／
４
）
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添付資料－9.ＡＢＷＲにおける運転状態Ⅴ(LL)の適切性について 

（１）はじめに

ＳＡ施設は，ＤＢを超え，ＳＡが発生した場合に必要な措置を

講じるための施設であることから，運転状態として従来のⅠ～Ⅳ

に加え，ＳＡの発生している状態として運転状態Ⅴを新たに定義

している。さらに重大事故等の状態が設計基準事故を超える更に

厳しい状態であることを踏まえ，事象発生直後の短期的に荷重が

作用している状態を運転状態Ⅴ(S)とし，一連の過渡状態を除き，

ある程度落ち着いた状態を長期的に荷重が作用している状態とし

て運転状態Ⅴ(L)，Ⅴ(L)より更に長期的に荷重が作用している状

態を運転状態Ⅴ(LL)として定義している。ここでは，ＡＢＷＲに

おいて新たに定義した運転状態Ⅴ(LL)の適切性について示す。 

（２）ＡＢＷＲにおける格納容器除熱評価

添付9.1表に格納容器過圧・過温破損シナリオ（代替循環冷却系を

使用する場合）における格納容器圧力・温度の推移を示す。添付

9.1表に示すとおり，事故後長期においても格納容器圧力は炉心損

傷に伴い発生した非凝縮性ガスによる影響が支配的となる格納容

器圧力まで低下可能であるものの，格納容器温度は後述（３）に

示すＡＢＷＲの格納容器の特性により,海水温度を設計温度であ

る30℃とした場合には，格納容器温度はＤＢ耐震条件35℃（通常

運転状態）まで低下しない。 

添付9.1表 格納容器過圧・過温破損シナリオ（代替循環冷却系を

使用する場合）における格納容器圧力・温度の推移 

添付資料-9 

東海第二発電所における運転状態Ｖ(LL)の適切性について 

(1) はじめに

ＳＡ施設は，ＤＢを超え、ＳＡが発生した場合に必要な措置を

講じるための施設であることから，運転状態として従来のⅠ～Ⅳ

に加え，ＳＡの発生している状態として運転状態Ｖを新たに定義

している。さらに重大事故等の状態が設計基準事故を超える更に

厳しい状態であることを踏まえ，事象発生直後の短期的に荷重が

作用している状態を運転状態Ｖ(S)とし，一連の過渡状態を除き，

ある程度落ち着いた状態を長期的に荷重が作用している状態とし

て運転状態Ｖ(L)，Ｖ(L)より更に長期的に荷重が作用している状

態を運転状態Ｖ(LL)として定義している。ここでは，東海第二発

電所において新たに定義した運転状態Ｖ(LL)の適切性について示

す。 

(2) 東海第二発電所における格納容器除熱評価

添付 9－1 表に雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過圧・

過温破損）（代替循環冷却系を使用できない場合）における格納容

器圧力・温度の推移を示す。添付 9－1 表に示す事象発生後 2×10

－１年（73日後）の格納容器圧力及び温度のとおり，事故後長期に 

おいても格納容器圧力及び温度は安定した状態を維持する。 

添付 9－1 表 雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過圧・

過温破損）（代替循環冷却系を使用できない場合）

における格納容器圧力・温度の推移 

添付資料９ 

島根原子力発電所２号炉における運転状態Ⅴ（LL）の適切性につ

いて 

(1) はじめに

ＳＡ施設は，ＤＢを超え，ＳＡが発生した場合に必要な措置を

講じるための施設であることから，運転状態として従来のⅠ～Ⅳ

に加え，ＳＡの発生している状態として運転状態Ⅴを新たに定義

している。さらに重大事故等の状態が設計基準事故を超える更に

厳しい状態であることを踏まえ，事象発生直後の短期的に荷重が

作用している状態を運転状態Ⅴ（S）とし，一連の過渡状態を除き，

ある程度落ち着いた状態を長期的に荷重が作用している状態とし

て運転状態Ⅴ（L），Ⅴ（L）より更に長期的に荷重が作用している

状態を運転状態Ⅴ（LL）として定義している。ここでは，島根原

子力発電所２号炉において新たに定義した運転状態Ⅴ（LL）の適

切性について示す。 

(2) 島根原子力発電所２号炉における格納容器除熱評価

添付 9.1 表に雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過圧・

過温破損）（残留熱代替除去系を使用する場合）における格納容器

圧力・温度の推移を示す。添付 9.1 表に示すとおり，事故後長期

においても格納容器圧力は炉心損傷に伴い発生した非凝縮性ガス

による影響が支配的となる格納容器圧力まで低下可能であるもの

の，格納容器温度は後述(3)に示すＢＷＲの格納容器の特性によ

り，海水温度を設計温度である 30℃とした場合には，格納容器温

度はＤＢ耐震条件 35℃（通常運転状態）まで低下しない。 

添付 9.1表 雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過圧・

過温破損）（残留熱代替除去系を使用する場合）における格納容器

圧力・温度の推移 

項目 10-2年後（約 3.5日後） 
２×10-1年後（約 70

日後） 

ＤＢ耐震条件 

（Ｓｓ） 

ドライウェル圧力 約 317kPa[gage] 約 372kPa[gage] 
大気圧相当 

（+14kPa） 
サプレッション・

チェンバ圧力

約 308 kPa[gage] 約 358 kPa[gage] 

ドライウェル気相

温度 

約 110℃ 約 48℃ 
57℃ 

サプレッション・

チェンバ気相温度

約 131℃ 約 62℃ 

35℃ 
サプレッション・

チェンバ水温度

約 127℃ 約 57℃ 

サプレッション・

チェンバ水位

約 3.9m 約 3.8m 
HWL（3.66m） 

（海水温度は設計温度である 30℃を条件とする） 

・解析結果の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

　設備，運用，解析条

件等の違いによる相違 
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（３） ＡＢＷＲの格納容器の特性について

(２)において，事故後長期においてもＡＢＷＲの格納容器温度

は通常運転温度まで低下しないことを示したが，これはＡＢＷＲ

の格納容器の特性に起因するものである。以下にＰＷＲと比較し

た当社ＡＢＷＲの格納容器の特性を示す。 

・ＡＢＷＲでは格納容器下部ドライウェルに熱の蓄積場所として

のサプレッション・プールが存在しており,その水温はＰＣＶ評

価において考慮されている。このような大規模なプールがない

ＰＷＲとは状況が異なる

・ＡＢＷＲではＥＣＣＳが機能喪失する前提では，原子炉への注

水及び格納容器スプレイに外部水源（復水貯蔵槽）を使用する。

これにより通常運転時よりサプレッション・プール水位が高く

なることから，これを荷重条件として考慮した場合の影響を確

認する必要がある

上記より，ＡＢＷＲでは格納容器の特徴を踏まえ，ＰＷＲ(伊方

３号)とは異なり運転状態Ⅴ(LL)のような更に長期的に荷重が作

用している状態を定義し，格納容器内の条件（温度，圧力，水位

上昇）による影響を確認する必要がある。 

なお，長期安定状態におけるＡＢＷＲとＰＷＲ(伊方３号)の格

納容器除熱手段は，添付9.2表であり，同等の除熱設備を有してい

る。 

添付9.2表 長期安定状態におけるＡＢＷＲとＰＷＲ（伊方３号）

の格納容器除熱手段 

（４）現実的な格納容器除熱評価

上記（２）（３）で述べたとおり,ＡＢＷＲの格納容器の特性によ

り海水温度を設計値である30℃として評価した場合には，格納容

器温度をＤＢ耐震条件35℃（通常運転状態）まで低下させること

は難しいが，実測値に基づく海水温度を用いた場合の格納容器圧

力・温度の推移を添付9.3表に示す。添付9.3表に示すとおり，事 

(3) ＢＷＲの格納容器の特性について

(2)において，事故後長期においても格納容器温度は通常運転温

度まで低下しないことを示したが，これはＢＷＲの格納容器の特

性に起因するものである。以下にＰＷＲと比較したＢＷＲの格納

容器の特性を示す。 

・ＢＷＲでは格納容器底部に熱の蓄積場所としてのサプレッショ

ン・プールが存在しており，その水温は格納容器の挙動評価に

おいて考慮されている。このような大規模なプールがないＰＷ 

Ｒとは状況が異なる 

・ＢＷＲにおいて，ＥＣＣＳが機能喪失する前提では，原子炉へ

の注水及び格納容器スプレイに外部水源(代替淡水貯槽)を使用

する。これにより通常運転時よりサプレッション・プール水位

が高くなることから，これを荷重条件として考慮した場合の影

響を確認する必要がある

上記より，東海第二発電所ではその特徴を踏まえ，ＰＷＲ(伊方

３号)とは異なり運転状態Ｖ(LL)のような更に長期的に荷重が作

用している状態を定義し，格納容器内の条件(温度，圧力，水位上

昇)による影響を確認する必要がある。 

なお，長期安定状態における東海第二発電所とＰＷＲ(伊方３

号)の格納容器除熱手段は，添付 9－2表であり，同等の除熱設備

を有している。 

添付 9－2表 長期安定状態における東海第二発電所とＰＷＲ(伊

方３号)の格納容器除熱手段 

(3) ＢＷＲの格納容器の特性について

(2)において，事故後長期においてもＢＷＲの格納容器温度は通

常温度まで低下しないことを示したが，これはＢＷＲの格納容器

の特性に起因するものである。以下にＰＷＲと比較したＢＷＲの

格納容器の特性を示す。 

・ＢＷＲの格納容器には，熱の蓄積場所としてサプレッション・

プールが存在しており，その水温はＰＣＶ評価において考慮さ

れている。このような大規模なプールがないＰＷＲとは状況が

異なる。

・ＢＷＲではＥＣＣＳが機能喪失する前提では，原子炉への注水

及び格納容器スプレイに外部水源（低圧原子炉代替注水槽等）

を使用する。これにより通常運転時よりサプレッション・チェ

ンバ水位が高くなることから，これを荷重条件として考慮した

場合の影響を確認する必要がある。 

上記より，ＢＷＲでは格納容器の特徴を踏まえ，ＰＷＲとは異

なり運転状態Ⅴ（LL）のような更に長期的に荷重が作用している

状態を定義し，格納容器内の条件（温度，圧力，水位）による影

響を確認する必要がある。 

なお，長期安定状態における島根原子力発電所２号炉とＰＷＲ

（伊方３号炉）の格納容器除熱手段は，添付 9.2 表であり，同等

の除熱設備を有している。 

添付 9.2表 長期安定状態におけるＢＷＲとＰＷＲ（伊方３号炉）

の格納容器除熱手段 

ＢＷＲ 

（島根２号

炉） 

残留熱除去系 

（原子炉補機冷却系） 

残留熱除去系 

（原子炉補機代替冷却系） 

残留熱代替除去系 

（原子炉補機代替冷却系） 

格納容器フィルタ

ベント系 

ＰＷＲ 

（伊方３号

炉） 

余熱除去系 

（余熱除去

冷却器） 

格納容器スプレ

イ再循環

（格納容器スプ

レイ冷却器）

仮設格納容器スプレイ再循

環 

（除熱除去冷却器，使用済燃

料ピット冷却器） 

格納容器再循環ユ

ニットによる自然

循環冷却

・設備の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

・設備の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

・評価方針の相違

【柏崎 6/7】 

　現実的な格納容器

除熱評価については，海

水温度を実測値に基づ

き感度評価を実施 
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象開始後7日後からRHR1系列による格納容器除熱を追加し，実測値

に基づく海水温度を用いた場合には，格納容器温度をＤＢ耐震条

件35℃（通常運転状態）まで低下させることが可能となる。しか

しながら，通常運転時よりサプレッション・プール水位が高くな

ることから，安全性確保の観点からこれを荷重条件として考慮し，

荷重組合せに運転状態Ⅴ(LL)の考え方を適用して影響を確認す

る。 

添付9.3表 実測値に基づく海水温度を用いた場合の格納容器圧

力・温度の推移 

※1：海水温度は10年間の観測記録の平均値である約17℃，最小値

である約3℃，最大値である約33℃を用いて評価している。 

※2：有効性評価ではRHR系によるサプレッション・チェンバへの

スプレイを模擬していないため，サプレッション・チェンバ

気相温度はサプレッション・プール水温度より低下していな 

いが，現実的な操作では，サプレッション・チェンバへのス 

プレイにて，サプレッション・プール水温度付近まで低下す 

るものと考えられる。 

し，格納容器温度をＤＢ

条件相当まで低下させ

ることが可能かどうか

を評価したものであり，

荷重条件が緩和される

評価結果となり，荷重条

件への影響はないこと

から，島根２号炉は記載

していない 
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(５) まとめ

ＡＢＷＲはその格納容器の特徴を踏まえ，ＰＷＲ(伊方３号)と

は異なる運転状態Ⅴ(LL)のような更に長期的に荷重が作用してい

る状態を定義する必要があり，ＳＡ時の運転状態Ⅴ(LL)の格納容

器内の条件（温度，圧力，水位上昇）による影響を確認すること

が適切であると考える。 

(4)まとめ

東海第二発電所はその格納容器の特徴を踏まえ，ＰＷＲ（伊方 3

号）とは異なる運転状態Ｖ(LL)のような更に長期的に荷重が作用

している状態を定義する必要があり，ＳＡ時の運転状態Ｖ(LL)の

格納容器内の条件（温度，圧力，水位上昇）による影響を確認す

ることが適切であると考える。 

(4) まとめ

島根原子力発電所２号炉はその格納容器の特徴を踏まえ，ＰＷ

Ｒ（伊方３号炉）とは異なる運転状態Ⅴ（LL）のような更に長期

的に荷重が作用している状態を定義する必要があり，ＳＡ時の運

転状態Ⅴ（LL）の格納容器内の条件（温度，圧力，水位上昇）に

よる影響を確認することが適切であると考える。 
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添付資料－10.荷重条件として組み合わせるシナリオの選定及び

その荷重条件の保守性について 

（１）はじめに

「原子炉格納容器バウンダリを構成する設備」について，格納

容器過圧・過温破損シナリオ「大破断ＬＯＣＡ+ＥＣＣＳ機能喪失

+ＳＢＯ」を荷重条件として組み合わせるシナリオとして選定し,

荷重条件を設定している。 

ここでは，当該シナリオを荷重条件として組み合わせることの

適切性及びその荷重条件の保守性について示す。 

（２）荷重条件として組み合わせるシナリオの選定について

「原子炉格納容器バウンダリを構成する設備」に対して，荷重

条件は以下の二つのシナリオのうち,①格納容器過圧・過温破損シ

ナリオ「大破断ＬＯＣＡ+ＥＣＣＳ機能喪失+ＳＢＯ」を荷重条件

として組み合わせるシナリオとして選定している。 

① 格納容器過圧・過温破損シナリオ：「大破断ＬＯＣＡ+ＥＣＣＳ

機能喪失+ＳＢＯ」 

② ＲＰＶ破損後の格納容器破損モードの評価シナリオ：「過渡事

象+ＥＣＣＳ機能喪失+（ＳＡ炉心注水無し）」

②のシナリオは,ＲＰＶ破損後の格納容器破損モードを評価す

るため，重大事故等防止対策による原子炉注水は実施しないもの

として評価しており，本来は高圧代替注水系又は低圧代替注水系

による原子炉注水により炉心損傷の回避が可能なシナリオであ

る。また，原子炉注水の失敗によって炉心損傷までは事象が進展

する前提とし，これに①のシナリオ（格納容器過圧・過温破損シ

ナリオ）同様に,ＳＢＯが重畳するものとした場合においても，事

象発生から70分までに電源復旧及び低圧代替注水系による原子炉

注水を開始することで，下部プレナムへのリロケーション※１を回

避可能である。 

添付資料－10 

荷重条件として組み合わせるシナリオの選定及び 

その荷重条件の保守性について 

(1) はじめに

「原子炉格納容器バウンダリを構成する設備」について，雰囲

気圧力・温度による静的負荷（格納容器過圧・過温破損）シナリ

オ「大破断ＬＯＣＡ＋高圧炉心冷却失敗＋低圧炉心冷却失敗」を

荷重条件として組み合わせるシナリオとして選定し,荷重条件を

設定している。 

ここでは，当該シナリオを荷重条件として組み合わせることの

適切性及びその荷重条件の保守性について示す。 

(2) 荷重条件として組み合わせるシナリオの選定について

「原子炉格納容器バウンダリを構成する設備」に対して，荷重

条件は以下の二つのシナリオのうち,①雰囲気圧力・温度による静

的負荷（格納容器過圧・過温破損）シナリオ「大破断ＬＯＣＡ＋

高圧炉心冷却失敗＋低圧炉心冷却失敗」を荷重条件として組み合

わせるシナリオとして選定している。 

①雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過圧・過温破損）

「大破断ＬＯＣＡ＋高圧炉心冷却失敗＋低圧炉心冷却失敗」 

② ＲＰＶ破損後の格納容器破損モードの評価シナリオ

「過渡事象＋高圧炉心冷却失敗＋低圧炉心冷却失敗＋損

傷炉心冷却失敗」 

②のシナリオは,ＲＰＶ破損後の格納容器破損モードを評価す

るため，重大事故等対処設備による原子炉注水は実施しない想定

として評価しており，本来は高圧代替注水系又は低圧代替注水系

（常設）による原子炉注水により炉心損傷の回避が可能なシナリ

オである。なお，原子炉注水の失敗によって炉心損傷までは事象

が進展する前提とした場合においても，事象発生から 2 時間まで

に低圧代替注水系（常設）による原子炉注水を開始することで，

下部プレナムへのリロケーションを回避可能である。 

添付資料１０ 

荷重条件として組み合わせるシナリオの選定及びその荷重条件の

保守性について 

(1) はじめに

「原子炉格納容器バウンダリを構成する設備」について，雰囲

気圧力・温度による静的負荷（格納容器過圧・過温破損）シナリ

オ「冷却材喪失（大破断ＬＯＣＡ）＋ＥＣＣＳ注水機能喪失＋全

交流動力電源喪失」を荷重条件として組み合わせるシナリオとし

て選定し，荷重条件を設定している。 

ここでは，当該シナリオを荷重条件として組み合わせることの

適切性及びその荷重条件の保守性について示す。 

(2) 荷重条件として組み合わせるシナリオの選定について

「原子炉格納容器バウンダリを構成する設備」に対して，荷重

条件は以下の２つのシナリオのうち，①雰囲気圧力・温度による

静的負荷（格納容器過圧・過温破損）シナリオ「冷却材喪失（大

破断ＬＯＣＡ）＋ＥＣＣＳ注水機能喪失＋全交流動力電源喪失」

を荷重条件として組み合わせるシナリオとして選定している。 

① 格納容器過圧・過温破損シナリオ：「冷却材喪失（大破断ＬＯ

ＣＡ）＋ＥＣＣＳ注水機能喪失＋全交流動力電源喪失」

② ＲＰＶ破損後の格納容器破損モードの評価シナリオ：「過渡事

象＋高圧炉心冷却失敗＋原子炉減圧失敗＋炉心損傷後の原子炉

減圧失敗＋原子炉注水失敗＋ＤＣＨ発生」 

②のシナリオは，ＲＰＶ破損後の格納容器破損モードを評価す

るため，重大事故等対処設備による原子炉注水は実施しないもの

として評価しており，本来は高圧原子炉代替注水系又は低圧原子

炉代替注水系（常設）による原子炉注水により炉心損傷の回避が

可能なシナリオである。また，原子炉注水の失敗によって炉心損

傷までは事象が進展する前提とした場合においても，事象発生か

ら 60 分までに電源復旧及び低圧原子炉代替注水系（常設）によ

る原子炉注水を開始することで，下部プレナムへのリロケーショ

ン※１を回避可能である。

・解析結果の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

　リロケーション防

止可能な操作開始時間

を設定しており，設

備，運用の差異により異

なる 
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また,炉心損傷頻度及び低圧代替注水系による下部プレナムへ

の炉心のリロケーション回避の失敗確率と，荷重の組合せにおい

て用いた考え方を適用すると，添付10.1表に示すとおり保守性を

考慮しても10-8/炉年未満となり,荷重の組合せの判断目安を下回

る。 

上記より,「原子炉格納容器バウンダリを構成する設備」に対し

て，荷重条件は格納容器過圧・過温破損シナリオ「大破断ＬＯＣ

Ａ+ＥＣＣＳ機能喪失+ＳＢＯ」を選定することが適切である。 

※1：内部事象レベル1.5PRAにおいて設定しているIVR失敗確率は，

炉心が下部プレナムへ移行した後からの原子炉注水による

IVRに失敗する確率として設定したもの。 

添付10.1表 ＲＰＶ破損発生と地震動が重畳する頻度 

※1：原子力安全委員会「発電用軽水型原子炉施設の性能目標につ

いて」に記載されている炉心損傷頻度の性能目標値を踏まえ，

重大事故等の発生確率として10-4/炉年とした。柏崎刈羽原子

力発電所6号及び7号炉の炉心損傷頻度は10-4/炉年よりも十分

に小さいものと評価しており，この値の使用は保守的と考え

る。 

※2：事象発生後，低圧代替注水系により下部プレナムへの炉心の

リロケーションを回避可能な時間余裕のうちに，低圧代替注

水系による原子炉注水の開始に失敗する確率。原子炉減圧，

電源復旧，低圧代替注水系運転等の失敗確率を組み合わせて

算出。 

※3：JEAG4601-1984に記載されている地震動の発生確率S2，S1の発

生確率をSs，Sdに読み換えた。 

また,炉心損傷頻度及び低圧代替注水系（常設）による下部プレ

ナムへの炉心のリロケーション回避の失敗確率と，荷重の組合せ

において用いた考え方を適用すると，添付 10－1 表に示すとおり

10－８／炉年未満となり,荷重の組合せの判断目安を下回る。 

上記より,「原子炉格納容器バウンダリを構成する設備」に対し

て，荷重条件は雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過圧・

過温破損）シナリオ「大破断ＬＯＣＡ＋高圧炉心冷却失敗＋低圧

炉心冷却失敗」を選定することが適切である。 

添付 10－1表 ＲＰＶ破損発生と地震動が重畳する頻度 

※１：原子力安全委員会「発電用軽水型原子炉施設の性能目標に

ついて」に記載されている炉心損傷頻度の性能目標値を踏 

まえ，重大事故等の発生確率として 10－４／炉年とした。東 

海第二発電所の炉心損傷頻度は 10－４／炉年よりも十分に 

小さいものと評価しており，この値の使用は保守的と考え 

る。 

※２：事象発生後，低圧代替注水系（常設）により下部プレナム

への炉心のリロケーションを回避可能な時間余裕のうち

に，低圧代替注水系（常設）による原子炉注水の開始に失

敗する確率。原子炉減圧，電源復旧，低圧代替注水系（常

設）運転等の失敗確率を組み合わせて算出。 

※３：JEAG4601-1984 に記載されている地震動の発生確率Ｓ２，Ｓ

１の発生確率をＳＳ，Ｓｄに読み替えた。 

※４：弾性設計用地震動Ｓｄを考慮する場合，荷重の組合せの対象

期間は事象発生 1 年以降であり，その時点では格納容器圧

力・温度は十分低下している。基準地震動ＳＳを考慮する場

合は，荷重の組合せの対象期間は 20年以降とさらに長期と

なる。 

また，炉心損傷頻度及び低圧原子炉代替注水系による下部プレ

ナムへの炉心のリロケーション回避の失敗確率と，荷重の組合せ

において用いた考え方を適用すると，添付 10.1 表に示すとおり

保守性を考慮しても 10-8 /炉年未満となり，荷重の組合せの判断目

安を下回る。 

上記より，「原子炉格納容器バウンダリを構成する設備」に対し

て，荷重条件は格納容器過圧・過温破損シナリオ「冷却材喪失（大

破断ＬＯＣＡ）＋ＥＣＣＳ注水機能喪失＋全交流動力電源喪失」

を選定することが適切である。 

※１：内部事象レベル 1.5ＰＲＡにおいても，炉心損傷後の原子

炉注水によって下部プレナムへのリロケーションを回避可

能な事故シーケンスを評価している。 

添付�10.1�表 ＲＰＶ破損発生と地震動が重畳する頻度 

※１：原子力安全委員会「発電用軽水型原子炉施設の性能目標に

ついて」に記載されている炉心損傷頻度の性能目標値を踏ま

え，重大事故等の発生確率として 10-4 /炉年とした。島根原

子力発電所２号炉の炉心損傷頻度は 10-4 /炉年よりも十分に

小さいものと評価しており，この値の使用は保守的と考え

る。 

※２：事象発生後，低圧原子炉代替注水系により下部プレナムへ

の炉心のリロケーションを回避可能な時間余裕のうちに，低

圧原子炉代替注水系による原子炉注水の開始に失敗する確

率。原子炉減圧，電源復旧，低圧原子炉代替注水系運転等の

失敗確率を組み合わせて算出。 

※３：ＪＥＡＧ４６０１・補－1984 に記載されている地震動の発

生確率 S2，S1 の発生確率をＳｓ，Ｓｄに読み替えた。 

※４：弾性設計用地震動Ｓｄを考慮する場合，荷重の組合せの対象

期間は事象発生 1 年以降であり，その時点では格納容器圧

力・温度は十分低下している。基準地震動ＳＳを考慮する場

合は，荷重の組合せの対象期間は 20 年以降とさらに長期と

なる。 

・解析条件の相違

【柏崎 6/7】 

島根２号炉は，レベル

1.5ＰＲＡで溶融炉心が

下部プレナムへ移行し

た後の IVR に期待して

いない 
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（３）荷重条件の保守性について

運転状態Ⅴ（L）,Ⅴ(LL)に用いる荷重条件は,本文5.2.2(4) a.

に示すように格納容器過圧・過温破損シナリオ「大破断ＬＯＣＡ+

ＥＣＣＳ機能喪失+ＳＢＯ」の有効性評価結果を用いることとして

いる。 

運転状態Ⅴ（L）に用いる荷重条件は,本文5.2.2(4)b.に示すよ

うに格納容器過圧・過温破損（代替循環冷却系を使用しない場合）

において，格納容器圧力の上昇の速度が遅く，格納容器スプレイ

流量が抑制できるなど，格納容器圧力逃がし装置の使用タイミン

グが遅くなる可能性があることから，事象発生後以降の最大とな

る荷重（有効性評価結果の最高圧力約0.62MPa・最高温度約168℃）

をＳｄと組み合わせることとしており,保守性を確保している。な

お,この荷重はＣＵＷボトムドレン配管破断シナリオ（約0.45MPa）

及びＲＰＶ破損後のシナリオ（約0.48MPa）の3日後（10-2年後）に

おける荷重を包絡している。 

運転状態Ⅴ(LL)に用いる荷重条件は,本文5.2.2(4)b.に示すよ

うに除熱能力の観点から格納容器過圧・過温破損（代替循環冷却

系を使用する場合）を参照している。さらに有効性評価では,格納

容器圧力に対して厳しい条件となるよう,格納容器漏えい率は考

慮しておらず,添付10.2表に示すとおり運転状態Ⅴ（LL）のような

長期間の圧力・温度挙動では,この格納容器漏えい率の考慮の有無

の影響は大きく，十分な保守性を確保している。 

長期的に安定状態を維持するにあたり，原子炉格納容器が隔離

されている又は隔離した場合，水-放射線分解により発生する可燃

性ガスの濃度制御が必要となる。この濃度制御は，事故後7日以降

において，可燃性ガス濃度制御系の復旧により，格納容器内の酸

素／水素を再結合することにより，可燃限界濃度に到達すること

なく長期安定停止状態を維持することが可能となる。仮に可燃性

ガス濃度制御系の復旧に期待できない場合，原子炉格納容器内の

酸素濃度監視により，酸素濃度が5％に至る前に排気（ベント）す

る運用としている。このとき，ベント弁の開度を調整することに

より，徐々に格納容器圧力を低下させ，かつ，原子炉格納容器が

負圧となることを防止するための措置として，窒素注入を継続し，

長期的な安定状態を維持する。この長期解析について，格納容器

圧力及び格納容器温度の推移について，添付10.1図及び添付10.2

図に示す。2×10-1年後（60日後）の運転状態Ⅴ(LL)に用いる荷重

条件と排気（ベント）した場合の格納容器圧力・温度の比較にお

いては，添付10.3表に示すとおり，運転状態Ⅴ(LL)に用いる荷重

(3) 荷重条件の保守性について

運転状態Ⅴ（L），Ⅴ（LL）に用いる荷重条件は，本文 5.2.2(4)a.

に示すように格納容器過圧・過温破損シナリオ「冷却材喪失（大

破断ＬＯＣＡ）＋ＥＣＣＳ注水機能喪失＋全交流動力電源喪失」

の有効性評価結果を用いることとしている。 

運転状態Ⅴ（L）に用いる荷重条件は，本文 5.2.2(4)b.に示す

ように格納容器過圧・過温破損（残留熱代替除去系を使用しない

場合）において，格納容器圧力の上昇の速度が遅く，格納容器ス

プレイ流量が抑制できるなど，格納容器フィルタベント系の使用

タイミングが遅くなる可能性があることから，事象発生後以降の

最大となる荷重（有効性評価結果の最高圧力約 659kPa，最高温度

181℃）をＳｄと組み合わせることとしており，保守性を確保して

いる。なお，この荷重はＲＰＶ破損後のシナリオ（約 362kPa）の

10-2 年後（約 3.5 日後）における荷重を包絡している。

運転状態Ⅴ（LL）に用いる荷重条件は，本文 5.2.2(4)b.に示す

ように除熱能力の観点から格納容器過圧・過温破損（残留熱代替

除去系を使用する場合）を参照している。さらに有効性評価では，

格納容器圧力に対して厳しい条件となるよう，格納容器漏えい率

は考慮しておらず，運転状態Ⅴ（LL）のような長期間の圧力・温

度挙動では，この格納容器漏えい率の考慮の有無の影響は大きく，

十分な保守性を確保している。 

・解析結果の相違

【柏崎 6/7】 

　設備，運用，解析条件

等の違いによる相違 

・記載方針の相違

【柏崎 6/7】 

　島根２号炉は，有効性

評価のベースケースに

おいて窒素を注入する

解析としているため，

記載していない。 

39-233



柏崎刈羽原子力発電所 ６／７号炉 （2017.12.20版） 東海第二発電所（2018.9.18版） 島根原子力発電所 ２号炉 備考 

条件は上述の運用を考慮した場合においても，十分な保守性を確

保している。なお，格納容器温度については，代替循環冷却系［排

気（ベント）した場合］はドライウェル温度が約78℃と，僅かな

がら排気（ベント）しない場合に比べて高いことから，この増分

を荷重条件の保守性として見込むこととする。 

添付10.1図 格納容器過圧・過温破損シナリオにおける長期解析 

格納容器圧力推移 

（代替循環冷却系を使用する場合［排気（ベント）した場合］） 

添付10.2図 格納容器過圧・過温破損シナリオにおける長期解析 

格納容器温度推移 

（代替循環冷却系を使用する場合［排気（ベント）した場合］） 
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添付10.2表 格納容器からの漏洩の有無による格納容器圧力・温度

の差異 

添付10.3 表 運転状態Ⅴ(LL)に用いる荷重条件と 

排気（ベント）した場合の格納容器圧力・温度の差異 

(４) まとめ

上記(２)，(３)より「原子炉格納容器バウンダリを構成する設

備」について，格納容器過圧・過温破損シナリオ「大破断ＬＯＣ

Ａ+ＥＣＣＳ機能喪失+ＳＢＯ」を荷重条件として組み合わせるシ

ナリオとして選定することは適切であり,また,その荷重条件つい

ては保守性が確保されている。 

(4) まとめ

上記(2)，(3)より「原子炉格納容器バウンダリを構成する設備」

について，格納容器過圧・過温破損シナリオ「冷却材喪失（大破

断ＬＯＣＡ）＋ＥＣＣＳ注水機能喪失＋全交流動力電源喪失」を

荷重条件として組み合わせるシナリオとして選定することは適切

であり，また，その荷重条件については保守性が確保されている。 
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柏崎刈羽原子力発電所 ６／７号炉 （2017.12.20版） 東海第二発電所（2018.9.18版） 島根原子力発電所 ２号炉 備考 

参考資料 

〔参考１〕設置許可基準規則第39条及び解釈（抜粋） 

〔参考２〕設置許可基準規則第4条及び解釈 

〔参考３〕設置許可基準規則第4条解釈の別記2（抜粋） 

〔参考４〕耐震設計に係る工認審査ガイド（抜粋） 

〔参考５〕JEAG4601（抜粋） 

〔参考６〕鉄筋コンクリート製原子炉格納容器 評価温度・圧力負

荷後の耐震性 

〔参考７〕ＤＢ施設を兼ねる主なＳＡ施設等のＤＢＡとＳＡの荷

重条件の比較 

〔参考８〕「重大事故に至るおそれがある事故」に関する補足説明 

〔参考９〕重大事故等時の長期安定冷却手段について 

参考資料 

〔参考１〕設置許可基準規則第 39 条及び解釈（抜粋） 

〔参考２〕設置許可基準規則第４ 条及び解釈 7 

〔参考３〕設置許可基準規則第４ 条解釈の別記２（抜粋） 

〔参考４〕耐震設計に係る工認審査ガイド（抜粋） 

〔参考５〕JEAG4601（抜粋） 

〔参考６〕原子炉格納容器 評価温度・圧力負荷後の耐震性 

〔参考７〕「重大事故に至るおそれがある事故」に関する補足説明 

〔参考８〕重大事故等発生後の長期安定冷却手段について 

参考資料 

〔参考１〕設置許可基準規則第39条及び解釈（抜粋） 

〔参考２〕設置許可基準規則第４条及び解釈 

〔参考３〕設置許可基準規則第４条解釈の別記２（抜粋） 

〔参考４〕耐震設計に係る工認審査ガイド（抜粋） 

〔参考５〕ＪＥＡＧ４６０１（抜粋） 

〔参考６〕原子炉格納容器 評価温度・圧力負荷後の耐震性 

〔参考７〕ＤＢ施設を兼ねる主なＳＡ施設等のＤＢＡとＳＡの荷

重条件の比較 

〔参考８〕「重大事故に至るおそれがある事故」に関する補足説明 

〔参考９〕重大事故等時の長期安定冷却手段について 

・構造・仕様の相違

【柏崎 6/7】 

　柏崎�6/7：鉄筋コン

クリート製，島根２

号炉：鋼製 
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柏崎刈羽原子力発電所 ６／７号炉 （2017.12.20版） 東海第二発電所（2018.9.18版） 島根原子力発電所 ２号炉 備考 

参考１ 

〔参考１〕設置許可基準規則第 39条及び解釈（抜粋） 

〔
参
考
１
〕
設
置
許
可
基
準
規
則
第

39
条
及
び
解
釈
（
抜
粋
）
 

（
参
考
１
）
設
置
許
可
基
準
規
則
第
３
９
条
及
び
解
釈
（
抜
粋
）
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柏崎刈羽原子力発電所 ６／７号炉 （2017.12.20版） 東海第二発電所（2018.9.182版） 島根原子力発電所 ２号炉 備考 

参考２ 

〔参考２〕設置許可基準規則第４条及び解釈 ・最新の規則及び解釈反

映による相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

〔
参
考
２
〕
設
置
許
可
基
準
規
則
第

4
条
及
び
解
釈
 

（
参
考
２
）

設
置
許
可
基
準
規
則
第
４
条
及
び
解
釈
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柏崎刈羽原子力発電所 ６／７号炉 （2017.12.20版） 東海第二発電所（2018.9.18版） 島根原子力発電所 ２号炉 備考 

参考３ 

〔参考３〕設置許可基準規則第４条解釈の別記２（抜粋）（１／２） 

〔
参
考
３
〕
設
置
許
可
基
準
規
則
第

4
条
解
釈
の
別
記
２
（
抜
粋
）（

１
／
２
）

 

（
参
考
３
）
設
置
許
可
基
準
規
則
第
４
条
解
釈
の
別
記
２
（
抜
粋
）（

１
／
２
）
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柏崎刈羽原子力発電所 ６／７号炉 （2017.12.20版） 東海第二発電所（2018.9.18版） 島根原子力発電所 ２号炉 備考 

〔参考３〕設置許可基準規則第４条解釈の別記２（抜粋）（２／２） 

〔
参
考
３
〕
設
置
許
可
基
準
規
則
第

4
条
解
釈
の
別
記
２
（
抜
粋
）（

２
／
２
）

 

（
参
考
３
）
設
置
許
可
基
準
規
則
第
４
条
解
釈
の
別
記
２
（
抜
粋
）（

２
／
２
）
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柏崎刈羽原子力発電所 ６／７号炉 （2017.12.20版） 東海第二発電所（2018.9.18版） 島根原子力発電所 ２号炉 備考 

〔参考４〕耐震設計に係る工認審査ガイド（抜粋）（１／３） （参考４）耐震設計に係る工認審査ガイド（抜粋）（１／３） 

参考４ 

〔参考４〕耐震設計に係る工認審査ガイド（抜粋）（１／２） 
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柏崎刈羽原子力発電所 ６／７号炉 （2017.12.20版） 東海第二発電所（2018.9.18版） 島根原子力発電所 ２号炉 備考 

〔参考４〕耐震設計に係る工認審査ガイド（抜粋）（２／３） （参考４）耐震設計に係る工認審査ガイド（抜粋）（２／３） 〔参考４〕耐震設計に係る工認審査ガイド（抜粋）（２／２） 
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柏崎刈羽原子力発電所 ６／７号炉 （2017.12.20版） 東海第二発電所（2018.9.18版） 島根原子力発電所 ２号炉 備考 

〔参考４〕耐震設計に係る工認審査ガイド（抜粋）（３／３） （参考４）耐震設計に係る工認審査ガイド（抜粋）（３／３） ・記載方針の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

　4.2(2)の記載範囲に

ついては再掲となる

ため，島根２号炉では

記載していない
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